
第4章 家族経営協定の実際

ここでは、家族経営協定の実際について掘 り下げるため、群馬県高崎市お よび熊本県鹿

本町、長野県中野市、愛知県安城市の取 り組み について事例分析 を試み る。

この うち、群馬県高崎市の取 り組みは、30年 以上の歴 史を有 してお り、今 日の家族経営

協定の先駆 け となった事例である。熊本県鹿本町の取 り組みは、青年農業者が中心 となっ

て推進 され、認定農業者制度な ど経営体育成対策 と関連づけて普及 が図 られてた事例であ

る。長野中野市の取 り組みは、女性農業者が中心 となって推進 され、農業者年金への女性

の加入や夫婦をは じめとした家族相互のパー トナーシップの確立 を目指 した事例である。

愛知県安城市の取 り組みは、女性農業者 リーダーが中心 となって推進 され、経営体の育成

の一環 として取 り組まれた事例である。熊本県鹿本町お よび長野県中野市、愛知県安城市

の取 り組み は、それぞれ今 日の家族経営協定を代表す る事例 と考 えられ る。

そのため、まず、群馬県高崎市について、30年 余 りの協定の取 り組みについてフォロー

しつつ、協定締結農家の現状分析 を踏まえ、親子協定か ら家族経営協定への歴 史的展開過

程や長期的視点か ら見た取 り組みの意義 な どについて考察 したい。

ついで、熊本県鹿本町お よび長野県中野市、愛知県安城市について、家族経営協定農家

の特徴、協定締結 の経緯、締結の内容お よび締結後の経営 ・生活 の変化な どについて分析

を試みたい。

第1節 群馬県高崎市の取 り組み-家 族経営協定の先駆け1)-

1.取 り組みの概要

群馬県高崎市は、群馬県の概ね中央部に位置 し、東京か ら100kmの 距離にある。関東平

野か ら山岳地帯に入 ろ うとする接 点にあ り、早 くか ら交通の要所 として栄えてきた。人 口

は約24万 人を数 える。農家戸数は3,628戸 で、 うち販売農家は2,517戸 、65歳 未満 の農業

専従者 のいる主業農家は101戸 となっている。 また、年間販売金額が1000万 円以上 の農家

数 は43戸 、3000万 円以上は13戸 となっている(2000年 農業センサス)。 もとも とは米麦養

蚕地帯であったが、都市化 の影響か ら農地の減少 が著 しく、平均耕地面積は60aと 零細 で

ある。専業的農家の作 目は主 として園芸および畜産 となっている。



高崎市の取 り組みは、親子協定 として1966年 にはじまった。以来、30年 以上の歴史 を持

ち、今 日の家族経営協定の先駆 け となっている。

協定推進 の初期の リーダーであった塚越敏生氏 は、取 り組みがはじまった経緯について、

当時 を振 り返 り次の ように語 ってい る。

「その頃農業委員 をや っていたが、顕在化 してきた農業後継者対策 として何かいいものは

ないか と思 っていた ところ、茨城県関城 町の取 り組みを新聞でみて、これだ とい うことで

農業委員会に働 きかけ、取 り組みは じめた」2)。

なお、塚越氏 自らも後継者の就農時に生前一括贈与を行い、経営委譲 協定を締結 してい

る(そ の後は労働報酬型協定を締結)。

協定は1年 更新で毎年市長および農業委員会 の立ち会いの下調印式が行われ る。

協定締結農家数は、発足当初は24戸 だったが、近年は45戸 前後 で推移 している。内訳 を

み ると、主な作 目は、大半が、施設園芸、花き、酪農、養豚等集約的作 目が中心 となって

いる。協定の取 り組みがスター トされた時期、米麦養蚕か ら本格的 に集約的作 目に経営を

転換 し、家族 労働力を中心 としなが ら高い収益性 を実現 している経営が多い。

法人経営 も養豚 を中心にみ られ るが、いずれも一戸一法人である。

協定内容 は報酬 に関す るものが中心 となっている。様式は、① 労働報酬型 、②経営部門

(部門分担)型 、③経営委譲型 の3つ があるが、この うち③ については、近年 は、新たに

経営主 となった子が親 に対 して 「家族年金」 として一定 の金額 を支払 うとい う内容にな っ

ている。 これは① の結び直 しを意味 している。なお、 このほか、給与には賞与、家族年金

には付加金の支給がある。近年 は③が大半を占め、1992年 度 では2/3の30戸 にのぼってい

る。 これ は、農業後継者の減少か ら、実質的な新規締結者が少な くなってい ることに起因

してい る。高崎市農業委員会 によれば、報酬月額 は、最高40万 円、最低1万 円、平均9.1万

円で、 うち女性 は最高30万 円、最低1万 円、平均9.1万 円 となっている(表4-1)。

協定の当事者 は、発足 当初は後継者確保 が 目的であったため、経営主 と後継者 のみで あ

ったが、その後 、発足20周 年 を機 に後継者の配偶者が加 わった。 さらに、1991年 以降は、

経 営主の配偶者 も加わ り、家族全員が協定の当事者 となった。後述す るよ うに、この こと

の意義は極 めて大 きい と考 えられ る。ただ し、今 日の家族経営協定で多 く見 られる夫婦 の



みの協定はない。 これ は、高崎市 の取 り組みが、親子協定に端 を発 して展開 してきたため

と思われる。

表4-1協 定 農家 における形 態 ・続柄 別報酬 月額
(群馬県高崎市・1994年)

出典:田 口佐 知雄 「兼 業 化 の進 む 中 での 家 族 経 営 協定 」

(「農 業 法 学研 究 」 第30号)1995,p70,表1よ り。

高崎市の取 り組 みでは、締結農家によ り発足時よって後継者の組織化が行われ、先進地

視察や親睦会等が行 われ ている。1978年 には親世代を含む家族協定農業研究協議会が設立

され、1986年 には婦人部会が新たに設 けられている。

2.協 定の展開過程 と長期的視点から見た取り組みの意義

(1)調 査事例農家の概要 と協定の特徴

ここでは、高崎市における協定の親子協定か ら家族経営協定への展 開過程 と長期的視点

か ら見た取 り組みの効果 にっいて、協定締結農家 の事例分析 に基づき考察を行いたい。

なお、使用す るデー タは、1995年 お よび1996年 に協定締結農家6戸 を対象 に行った調査

に基づ く。デー タは1996年 当時の ものである。

調査事例農家の概要は表4-2の とお りである。

世帯構成 は、調査事例⑤ を除 き多世代同居 となっている。ただ し、調査事例⑥では、二

世帯住宅に暮 らしてお り、世代間の生活の分離度合いは大きい。

主な作 目は、いずれ も施設園芸、養豚 な ど集約的作 目で、年間販売金額 も大 きい。法人



経営は1戸 である。農業労働力は、常時雇用が入っているケース もあるが、いずれ も家族

が 中心である。税務 申告 は、1ケ ース(法 人)を 除き青色 申告 となってい る。

労働報酬 については、8～30万 円 と幅が あるが、いずれ も労働報酬 に対す る女性の裁量

権 は高い。

協定の締結開始年は最 も新 しいケースで も1989年 、最 も古いケースでは1970年 となって

お り、協定締結の経験はいずれ も長い。

協定の内容は、いずれ も労働報酬が中心で、高崎市が示 したモデル 協定書 に則った統一

的な様式 となっている。

表4-2家 族協定締結濃家の概況(群 馬県高崎市)

注:1996年 におけ る現地調査よ り。

(2)親 子協定から家族経営協定への展開過程

高崎市の場合は、調査時点で40歳 代の経営主夫妻が取 り組みの中心 となっているが、協

定の展開過程 については、早い時期か ら推進の中心 とな ってい る調査事例④のケースが示

唆 に富む(事 例については、経営主世代を中心に記述 し、夫、妻、父、母、長 男、長男の

妻 などととして記述 している。以下同じ)。



【調査事例④ 】

1)世 帯構成

世帯構成は、父(70歳)、 母(70歳)、 夫(46歳)、 妻(44歳)、 子供3人 の3世 代7

人で ある。

この うち、農業に主 として従事 してい るのは、経営主夫妻である。その他、農繁期 を中

心 に義母が手伝いを している。住まい方は多世代 同居であ り、食事 と家計費の管理 は妻が

している。なお、夫は家事 については分担 していない。

2)経 営の概況

施設 トマ ト作 を中心 とした経営であ り、経営耕地面積は全体で160a、 うち トマ トが57

a、 うち加温(ガ ラス室)が40aと なっている。残 りの103aは 水 田である。 トマ トのK施

設 は昭和52年 に地域で導入す る際 に導入 してい る。青色 申告もその直後 か らは じめた。法

人化は していない し、現行 の制度 の下では特 に意 向はない。農業労働力 は、家族の他、近

所 の女性 を(44歳)を 常時パー トで雇用 している。年間販売金額 は約2,500万 円である。

役割分担 は、作業の分担 は特に していないが、栽培管理作業は夫が責任担当 となってい

る。妻は農業簿記記帳を含む経理面を担 当 してい るが、地域が古い トマ ト産地 とい うこ と

もあ り、農協(支 所)が 経理や 申告のバ ックアップをして くれている。 そのため、簿記 は

単式で大まかに記帳 してい る。ただ し、経営管理能力 を高 めるた め、農業改良普及センタ

ー主催のセ ミナー を受講 してい る。

3)協 定締結の経緯

夫は就農(1968年)し た翌年に父親 と労働報酬協定を締結 した。は じめは,月5万 円だっ

た。就農す る前か ら高崎市では家族協定の取 り組みがすでには じまってお り、 「こづかい

が もらえていいなあ」 と思 っていたが、実際、 自分 も協定を結んで報酬 を手 にした時は大

変 うれ しかった。家族協定の取 り組みがスター トしたばか りとい うこともあ り、 「今は妻

の方の部会 の方が活発だが、当時は後継者組織を中心に視 察や他地域 との交流会を開いた

り活発 な活動 を行っていた」 と夫はい う。

1975年 に結婚 したが、その時には、当初は 「夫婦2人 に」 とい うことで月10万 円が渡 さ

れた。その後、1978年 に青色申告 をは7じめた時点で母を含む各 自に6万 円ずつ とい うよ う

に変わった。 さらに、1986年 には父か ら経営移譲 を受け、7万 円ずつ毎月支払 うよ うにな

った。 さらに、近年報酬額 の見直 しを行い、10万 円 となっている。

高崎市の家族協定において女性(妻)も 締結者 となったのは1987年 か らである。 「正直



な ところ突然変 わった とい う感 じが したが、 自分 の家ではすでに妻 も労働報酬 を受 けてい

たので違和感は全 くなかった」 と夫妻はい う。

なお、経営権 ・家計権の委譲 に伴い、協定の形式が父 よ り家族 に報酬 が支払 われ る 「労

働報酬型」か ら、夫 より家族に報酬が支払われる経営移譲型 に転換 している。

4)締 結 の内容

協定の主な内容は労働報酬に関す るもの となっている。

内訳は、妻 、父、母 とも,月10万円となっている。

調査事例④ は、家の系譜 をみ ると夫で14代 目で、祖父の代か ら市街地 に リヤカーで野菜

の引き売 りを していた とい う。地域 自体 が古い都市近郊野菜産地であ り、親子協定がスタ

ー トした時点で相当の収益 をあげてい る農家が多 く存在 し、協定 の取 り組 みの中心的地域

となった。今 日で も、協定締結者数は最 も多い。地域内外 のの35戸 前後で トマ トの産地が

形成 され共選所(農 協支所)が 設置 され ている。農協支所単位で販売が行われてお り、直

売所 も併設 されている。運営部会27人 中15人 が役員で、販売にあたっては農家の意見が強

く反映され るシステ ムとなっている。部会員同志で新年会や旅行会な どの親睦行事、 ビニ

ールの張 り替 えな どの共同作業が行われ ている。

報酬 の支払われ方 の変化な ど、高崎市 の協定の取 り組み の変化が最 もよく反映 されてい

る経営の1つ といえる。

協定書の内容は基本的には報酬 に限 られているが、休 日については、特に定期的休 日は

決 めていないものの、7月 第3週 か ら8月 の農閑期 に家族で旅行 に出かけることとしてい

る。ガラスハ ウス導入時に地域で第2、4土 曜 日を農休 日と定めたが、特に冬場 はなかな

か実施が難 しく、子供が大きくなるに連れ有名無 実化 しているケースが多い。



この事例か ら、高崎市では、経営主 と後継者の2者 間での労働報酬 のや りとりが、後継

者 のライ フステージが進むのに従い、結婚 さらには経営移譲な ど 「人生 の節 目」を契機 と

して、後継者 の妻を加えた3者 間、 さらには経営主の母 を加 えた4者 間へ と拡大 していっ

たことがわかる。そ して、協定の取 り組みは、 こうした 「動き」 を促進 ・強化する形で展

開 してきた ことがわか る。以上 をシェーマ的に示す と、図4-1の よ うになる。

図4-1群 馬県高崎市における協定の展開過程

(3)取 り組みの現状 と長期的視点で見た効果

調査事例 においては、女性を含む報酬の確保はほぼ定着 してお り、報酬に対す る個 々人

の裁量権 も大きい。報酬の確保 については 「当た り前の こと」になっている。そのため、

年1回 の協定の見直 しと調印式は、セ レモニー化の傾向が強 く、協定締結による経営 ・生

活 の変化 は、今 日ではほ とん どみ られない。

もちろん、協定が活発 に推進 された時代 には、協定締結 により後継者や女性 において、

役割分担や報酬面 の改善、意欲 の増大な どの変化があったこ とが指摘 されてい るが、調査

事例⑤⑥ な どでは、就農時点です でに労働報酬 の確保は高崎市では 「当た り前の こと」 と

なってお り、特 に若い世代で協定の意義 についての認識が薄れてい る。 こ うした傾 向は、

高崎市の協定締結農家全般に当てはま る。そのた め、現状においては、取 り組みがややマ

ンネ リ化 していることは否めない。

しか し、長期的な視点 に立っ と、高崎市の協定 の取 り組 みの意義は、報酬の確保 に とど

ま らない と考 えられ る。

協定締結農家の中には、協定書には規定がないが、協定 と並行 して行われた学習活動の

中で、休 日制や労働時間などの取 り決 めを独 自に行 うようになったケース も見 られ る(調

査事例①③)。 また、現在は形骸化 が進 んでい るが、協定農家が最 も多い木部町(戦 後 間



もなくからの トマ トの産地)で は、調査対象農家④ の分析 でふれ たよ うに、1977年 のガラ

ス温室の集 団的導入やそれ に伴 う共同選果場の設立を契機 として、農休 日の推進 を行って

い る。

女性 の経営参画についても、経理面な ど経営内での役割が明確化 しているケー スが多い。

さらに、女性 の経営権 ・財産権 についても一定の進展が見 られ る。

これ らは、30年 以上の歴史を有す る高崎市の協定の取 り組みがもた らした意義 と考え ら

れ る。

この点に関連 して、調査事例① のケースを見てみよ う。



【調査事例①】

1)世 帯構成

世帯構成 は、父(66歳)、 母(66歳)、 夫(41歳)、 妻(37歳)、 子供3人 の3世 代7

人である。

この うち、農業に従事 しているのは、経営主夫婦である。住まい方は多世代同居であ り、

食事 と家計費の管理 は妻が してい る。 なお、夫は家事については分担 していない。

2)経 営の概況

法人化(有 限会社)し た大規模養豚経営であ り、頭数規模 は母豚 で140頭 である。年間売

り上げは約1億 円にのぼっている。

平成8年 に代表権が義父か ら夫 に委譲 され、名 実 ともに経営主夫妻が経営の 中心 となっ

ている。法人の株 については、夫が33%、 妻が30%、 父 が19%、 母が18%の 所有 となって

い る。農地 の権利名義は、父2/3、 夫1/3と なっている。ただ し、妻 も自分名義 の土地 を

取得す ることが約 束 されてお り、税金 な どとの兼ね合いでタイ ミングをはかってい るとの

こ とである。なお、母 も結婚20年 を期 に宅地の名義 の一部 を所有 してい る。

役割分担 は、夫(代 表 取締役)が 機械類の操作および飼養管理面、妻(取 締役)は 経営

管理面 と分娩育成舎 の管理 を責任分担 している。作業の体系は、週休制実施のため、6日

で1サ イ クル となってい る(表4-3)。

表4-3調 査事例農家①にお ける1週 間の作業体系



3)協 定締結の経緯

夫 は就農(1978年)に 伴 い締結 したが、すでに1974年 に法人化 してお り、会社か ら給料

を もらうとい うシステム となっていたので、特に必要は感 じなかった とい う。 当時、市農

業委員会によ り後継者対策 として推進が図 られてお り、加入 していた後継者 クラブの仲間

が締結 してい るとい うこ とで連帯感を高 める意味もあ り、 自分 も締結 した との ことである。

ただ し、結婚(1981年)に 際 して、 「家族協定を結んでい る家だ とい うことも非常に大 き

かった と妻か ら聞き、家族経営協定を結んでいて良かった と思った」 と語 っている。妻 も、

「視野が広 く向上心のある大 らかな人柄に惹かれ て結婚 したが、労働 に対 して応分な報酬

として頂ける とい うことで、心強 く結婚 にのぞむ こ とがで きた」 と述べてい る。実際、約

束通 り、結婚 した 当初か ら10万 円が妻 に支払 わている。

その後、報酬額 の見直 しが適宜行われている。 また、経営権 ・家計権の委譲に伴い、協

定の形式が父 より家族に報酬が支払われ る 「労働報酬型」か ら、夫 より家族に報酬が支払

われ る経営移譲型 に転換 している。

4)協 定の内容お よび関連す る事項

協定の主な内容 は労働報酬(1996年 度 よ り休 日 ・労働 時間な どが加 わる)に 関す るもの

となっている。

内訳 は、夫が30万 円、妻が18万 円、父が10万 円、母が8万 円となっている。

経営 ・生活 のビジ ョンは明確であ り、経営面の役割 も明確で責任分担 となってお り、妻

の経営参画は進んでいる。休 日、就業時間については、妻 は土曜 日の午後 と日曜 日、夫 は

日曜 日、就 業時間については、7～9月 は8時 間30分 、それ以外 は7時 間 と決 められてい

る。妻 の経 営権 ・財産権 の確保について も先に述べた よ うに実現 または約束がな されてい

る。老後の備 えについて も、1995年 よ り小規模企業退職金制度を活用 し、積み立て(夫 婦

とも)を は じめている。

経営 ・生活 のビジ ョンを一言で言い表す と、 「環境問題 に配慮 しつつ一定の所得 が確保

で きる規模 の養豚 業を夫婦を中心に営み、定期的休 日を確保 しなが らゆ とりをもって暮 ら

す」 とい うものである。 あくまで養豚業は生活の手段で ある とい う生活優先の考 え方 に立

っている。 「休 日である日曜 日には豚舎に行かない ようにしてい る。事故率は当然上がる

が、あ くまで も生活が あってのこ とだか ら」 と言 う。夫 は若い頃か らこ うした考 え方 に立



ち、その実現を 目指 していたが、1985年 に研修生の定期的休 日確保 の必要性な どをキ ッカ

ケ として飼養管理 のあ り方 を見直 し、施設化 、頭数規模 の拡大な どに基づき、6日 で1サ

イ クル とする作業の体系化 を経て、1989年 には週休制の実施 に至ってい る。

その他、研修や先進地視察への参加 を積極的に促すな ど妻 の農 業者 としての 自立に向け

た夫のきめ細やかな配慮 も見逃せ ない。 「自分だけが何 もかもや るのは大変。妻に早 く立

派 になって もらって責任 を分担 して もらう方が楽」 と語 る夫 の姿勢 に特に注 目す る必要が

ある。



以上のよ うに、調査事例①は、協定締結 の内容は、基本的には報酬に限られているが、

調査事例①では、その他 に様々なルールづ くりがな されてお り、 「夫婦型パー トナーシ ッ

プ経営」 の雛形 とい うにふ さわ しい内容 を有 している といえる。

女性の財産権 に付言す る と、高崎市の女性農業者の リーダーの1人 である江原秀子 さん

(協定締結農家)が 高崎市の農政懇談会において次のよ うな提言 を行っている。

「農業 に優遇 されている税制は、生前-括 贈与 と相続の農業用資産20年 納税猶予です。

農家の嫁 には無関係 なのです。(中 略)今 は持 ち分割合贈与が認 められているので、後継

者 とその奥 さんの2人 に贈与がされ るよ うに、各農家 に勧 めていただきたい。また、嫁の

養子縁組 も嫁の地位 向上 と相続税対策に大きな意味をもっのです。 どち らも、嫁の立場か

らは言い出せない問題ですので、行政 よ り力強い後押 しをお願い したい と思います」3)。

また、調査事例①の経 営主の妻は、女性農業者 をめ ぐる大きな課題 としては どのよ うな

ことがあ りますか とい う問いに対 して、次のように述べている。

「10年間共 同経営者 として農業に従事 した ら自動的に農地が共有名義になるようなことは

法制度で考 えられませんか」。

いずれにせ よ、こ うした発言を公的に行 うことが可能な 「地域的雰囲気」 となっている

ことは特筆 に値す る。

第2節 熊本県鹿本町の取 り組み-青 年農業者に よる地域の変革 と認定農業者制度 との リ

ンク4)-

1.取 り組みの概要

熊本県鹿本町は、熊本県北部に位置 し、熊本市か ら約25kmの 距離にある人 口約9,000人

の平地農村 である。農家戸数 は603戸 で、 うち販売農家は537戸 、65歳 未満の農業専従者

のい る主業農家は229戸 となっている。 また、年 間販売金額が1000万 円以上の農家数 は92



戸、3000万 円以上 は4戸 となっている(2000年 農業セ ンサス)。 も ともと米麦養蚕地帯で

あったが、高度経済成長期に園芸や畜産への産地化 を図 り、現在 の主な作 目は、メロン、

イチ ゴ、菊、洋花、酪農、養豚な どである。ほ とん どの農家が複合経営であ り、35歳 未満

の新規就農者は年 間1人 程度 となっている。

家族経営協定の取 り組みは、国の後継者対策 の補助事業(就 農環境整備事業)の 導入 を

キッカケ として、1993年 度か らス ター トした。同県竜北町(1992年 度か ら協定 を推進)の

取 り組みをモデル とし、事業の核 として協定の推進に取 り組んでいる。推進の 目的は、当

初は給料制 ・休 日制の普及推進 による農業後継者 の確保や女性の経済的地位 向上であった

が、 しだいに 目的は広がってきている。協定の当事者 は、当初か ら女性 が含 まれてい る。

協定締結農家数 は1996年10月 末現在 で55組 にのぼってい る。実施の方法は、原則 として町

の示 したモデル協定書に基づき協定書 を作成 し、鹿本町の農業委員会の立ち会いの下随時

締結を行い、変更がない限 り自動更新す るとい うスタイル をとっている。特筆 され る事柄

の1つ は、認定農業者制度 と家族経営協定 とを相互 に補完 し合 うもの と捉 え、認定農業者

の要件 として家族経営協定を位置づけてい る点(1995年 度か ら)で ある。 これ については、

具体的には、農業経営改善計画の 「⑥農業従事の態様等 の完全 の 目標 」 の 「目標」の部分

に書 き込む こととしている。

認定農業者 に認 定 されない専業的経営への支援 も協定のね らい の1つ となってい る。鹿

本町の示 しているモデル協定書では、第3条 「農業経営上の留意事項」で5年 後を 目標 と

した農業改善計画の作成が唱われ てお り、農業従事者1人 当た り年間労働 時間、定期的休

日およびその他 の年間の休暇 日数 、 目標農業所得な どを記入す る様式 となっている。協定

締結農家は、認定農業者同様、経 営改善計画樹立 に必要な支援を受 けることができる。ま

た、 「鹿本町農業経営改善計画支援事業要項」を定め、 コンバイ ンの購入、有機物供給施

設、野菜 ・花きのハ ウス施設 の建設への助成な どを内容 とす る町単独事業 を1996年 に創 設

しているが、 ここで も、認定農業者 のみな らず 、協定締結農家 も助成 の対象 となってい る。

ただ し、協定 と認定農業者制度な ど担い手育成対策 との リンクによ り、協定を担い手対

策を受 けるための 「単なる便法」 と捉 えた り、同 じ生産部会や地域の 「単 なるお付き合」

と捉えて締結するケー ス も一方で生まれている。そのため、取 り組みの形骸化 を防ぎ、 リ

ー ダー層のみな らず
、地域全体 に取 り組みを広げてい くことが今後の課題 の1つ となって

いる。

鹿本町の示 しているモデル協定書の内容については、当初は労働報酬 中心のシンプルな



ものだったが、1994年 か らは休 日 ・労働 時間が加 えられ、1995年 か らは さらに備考欄 を設

け個 々のケースに応 じ必要な生活 面の協定 を書 き込める様式へ変 わってい る。1996年 か ら

は、さらに、生産面か ら生活面全般 にわたる協定が可能な様式へ と変化 してい る。また、

高齢専業農家や兼業農家 向けには、生活面 を中心に家族 の懸案事項がフ リーハ ン ドで記載

できる 「いきがい創出型」の様式が示 されている。

報 酬月額(1995年 度)は 、最 高20万 円、 最低2万 円、 平均8.4万 円で 、 うち女性 は最 高

20万 円、最 低2万 円、平 均6.6万 円 とな ってい る(表4-4)。

表4-4協 定 農 家 にお ける続 柄 別 報 酬 月 額
(熊本県鹿本町 ・1995年8月 末)

出 典:鹿 本 町 資 料 よ り。

主な作 目は、花 き、施設園芸、酪農、 タバ コ、露地野菜、養豚な どとなっている。年間

販売金額は、900万 円～4,350万 円である。税務 申告は、青色 申告が大半を 占めている。法

人化 している経営 はまだない。また、農業者年金 の女性加入者 はいない。

協定の普及推進 にあた っては、鹿本町4Hク ラブ役員お よび女性農業者 リーダ」の活動

と町および青少年 ・生活担当を中心 とす る鹿本農業改良普及セ ンターの強力なバ ックア ッ

プがポイン トとなってい る。特に4Hク ラブの活動は特筆 され る。4Hク ラブの リー ダー

らは、 「今時給料制や休 日制のない ものは職業 とはいえない」 とい う考 えに立ち、家族協

定推進関連 のアンケー ト調査の実施 ・分析、プ ロジェク ト課題への取 り上げ、4Hク ラブ

の メンバー 自身 による協定締結や定休 日の設定、締結農業者 の掘 り起 こ しや説得等を行っ

ている。取 り組み の経緯について、推進の リーダーである守川 国博氏、野中純一氏はそれ

ぞれ次の ように記 してい る。

「今年、環境整備事業が加わ り、若い農業後継者 は今、 どんな事 を考えているのか と、い

ろいろな場所で発言す る機会が増 えま した。農業委員 との方々 との懇親会 もそのひ とつで

した。 しか し、考 え方の違いはあ ります。アンケー トの中で 「休 日は どうされています

か?」 とい う問いが ありま した。鹿本町では決まった農休 日とい うのはあ りません。不規

則で満足に とれていない人がほとん どで した。 しか し、今後は と聞かれれば、今まで どお



りでいい とい う意見が大半を 占めま した。

私たち後継者はそ うは思いません。休 日の取れ ない職業なんて、生き残れない と思いま

す。 よって、今年1月 か ら地域で も集落で もなく、私た ち4Hク ラブで定期的に農休 日を

つ くり、実行す ることを決めま した。将来の農業経営の ビジ ョンをえがきなが ら、熱 き思

い を胸 に、鹿本町4Hク ラブの活動を していきたいと思います」(守 川 国博 「熱き思いを

胸に」 ・1993年 度鹿本町4Hク ラブ活動報告 よ り)

「農休 日は毎月第2日 曜 日ですが、作物の収穫等 で取れ ない ときは代休 日を取ることで、

クラブ員はほ とん ど農休 日を取っています。休みを取るこ とで仕事 のメ リハ リをつける事

ができま した。 …(中 略)… 昨年以前 より家庭 内で行 ってい る人 もいましたが、今回

の ように文書で契約す る事によ りクラブ員の仕事 に対す る意欲が増 した ようで した。 …

(中略)… 今年新 しくクラブ活 動に加 えた意識改革(農 休 日の設定、作業 日誌の記帳、

家族協定)も 、 クラブ員の農業に対す る姿勢 を向上 させ ることができま した。 さらに来年

度へ と続けたい と思 っています。特に農休 日や家族協定 な どは意識改革のみな らず、他産

業の人の農業 に対す るイ メージを変える と思います。

今までは、はっき りい って農業に対す るイメージは悪 かった と思います。それ は決 して

他産業の人が悪い訳 では あ りません。今までも、農休 日を とった り、給料をきちん ともら

っている人 もいま した。 しか し、それ をPRし ていなかったので他産業の人 にわかっても

らえず、農業 に対す るイ メージを悪 くし、 自分で 自分の首 をしめていたのだ と思います。

農業の良 さを知っても らうた めに、私達4Hク ラブは全員で率先 してPR活 動 を行いま

した。私達 は、 これ か ら何十年 も農業を行ってい きます。イ メー ジが上がっていけば後継

者問題等は 自ら解決 してい くと思います」(野 中純一 「ターニングポイ ン ト-鹿 本町4H

クラブここにあ り-」1994年 度鹿本町4Hク ラブ活動報告 より)

協定の普及推進 にあた っての 「仕掛 け」で特筆 され るもの としては、農業委員会 と後継

者お よび女性農業者 との懇談会の開催 、4Hク ラブ員の親子会議 の開催 などが あげ られ る。

これによ り、後継者や女性の抱 えている不満や 問題点が町の男性 リーダーに理解 され、協

定推進 のための環境 が整 っていった。

なお、1996年 に協定締結者の組織化 が図 られ 、女性部会や青年部会な ど年齢 ・性別 によ

る部会制が設 け られ、 リー ダー層 を中心 に女性農業者 の協定の取 り組みへの参画が本格化



して い る。

2.協 定締結農家の特徴 と締結 の経緯、締結 の内容 、締結後の経営 ・生活 の変化

ここでは、推進役 として取 り組みの初期に協定 を締結 した8つ 事例の分析 に基づき、協

定締結の経緯がもた らす経営 ・生活の変化 について考察 を行いたい。現地調査 は、1995～

1997年 お よび2003年 に実施 した。データは、事例⑧のみ2003年 時点、その他は全て1997年

時点である。

(1)調 査事例農家の概要

調査事例農家の概要は表4-5の 通 りで ある。

世帯構成 は、いずれ も多世代同居である。敷地 内別居 は見 られない。

主な作 目は、花卉、メロン、 タバ コ、養豚 な ど集約 的作 目である。労働力 は一部で雇用

が入 ってい るが、いずれ も家族が中心 となっている。販売金額 はいずれ も1,000万 円以上 と

大きい。全て認定農業者 となっているが、法人経営はない。

税務 申告は、青色 申告 が6件 、標準 申告 が2件 となっている。

表4-5調 査 対象農 家の厩 要(熊 本 県 鹿本 町)

注:1995年 お よ び1997年 、2003年 実 施 の 現 地 調 査 よ り。 デ ー タ は 、 ⑧ を 除 き 、1997年 時 点(以 下 、 表4-6・7も 同 じ)。

(2)協 定締結 の経緯



協定の締結プ ロセスにおいて調査事例 を通 じた共通点 として は、次の点が指摘できる

(表4-6)。

①締結 の動機 としては、 自分達の経営 ・生活の向上 とい うよ りは、地域 における経営 ・生

活のあ り方 のモデル として 自らあるいは説得 されて締結を行 ってい る。

なお、協定の発案者は、夫、妻、長男、青年 ・女性農業者の リー ダー、農業委員な ど多

様である。

②基本的にはそれ まで 口頭でなされ ていた労働報酬や休 日、労働 時間についての取 り決 め

を文書化 しつつ、一部改善 をす る とい うや り方で協定書が策定 されてい る。

③その一方 で、協定締結 の過程で締結の内容 についての家族で話 し合 いや確認 な どを行い、

さらには関連する様々な懸案 についても話 し合いを している。 その過程 の 中で、家族 内の

了解 と認識 していた ことに、少なか らず食い違いがあることを発 見 してい る。

④文書化 については、従来の家族内のルールの確認 とい う感覚が強 く、抵抗感 は少ない。

⑤締結 にあた り、家族の反対が少なかった。

表4-6家 族経 営協 定 の締 結 の経緯(熊 本 県鹿 本町)

(3)締 結 の内容 と締結後 の経営 ・生活の変化

協定は、鹿本町が示 したモデル協定書に沿 った ものに従っているため、統一的で、内容



は労働報酬 と休 日 ・労働 時間な どに限 られ るケー スが多い。ただ し、結 婚な どを契機 とし

て協定を締結 し直 した調査事例③や2002年 に再締結 を行 った調査事例⑧のケー スな どでは、

経営面のみな らず 生活面全般 にわたっている。 また、報酬面では、1人 の経営者が他 の家

族 に報酬を支払 うとい う労働報酬型ではな く、収益分配型 を採用 している(税 務 申告 の方

式 と大きく異なる ことに注 目)な ど、かな り内容 が多様 なものとなっている(表4-7)。

協定の締結後の変化 について、①役割分担 ・意思決定、②就業条件 、③意識 に着 目して

見てみ ると、次のこ とが指摘ができる(表4-7)。

第1に 、役割分担 ・意思決定についてみ ると、従来 の確認 とい うことが基本 となってい

る。 しか し、調査事例①②⑤⑥のよ うに、協定 の締結 を契機 として、経営主の妻の経営へ

の参画が進み、 さらには、調査事例 中6件(① ②④⑤⑥⑦)が 、農業改 良普及セ ンター主

催の経営管理講座 に参加 して、農業簿記記帳 を責任分担す るケースが見 られた。調査事例

⑥では、野菜の責任分担 にまで発展 してい る。

第2に 、就業条件の うち、報酬面 については、先の調査事例③ 、⑧以外では、労働報酬

額のア ップなど一部改善(調 査事例①⑤⑦)あ るいは従来の確認(調 査事例②④⑥)と い

うケースがほ とん どである。 しか し、経営主の妻 において、労働報酬が 自分の働 きに対す

る対価であるとい う認識が実際には弱 く、自分 のためにお金 を使用するこ とに対 して心理

的抵抗感 を有 していた。 また、休 日については、協定締結に際 して取 り決 めが なされたの

が2件(調 査事例①、②)で 、その他 は従来の取 り決 めの確認 となっている。 しか し、後

者のケースについても、いずれの場合 も経営主 の妻は実際に休 日において 自由に時間を使

うことに対す る抵抗感 を有 していた。

以上の ような協定締結 の経緯の中で、実質的 に、就業条件が大きく改善 された と経営者

の妻 に認識 されてい るケースが多 く見 られ る。例 えば、労働報酬については、 「自分 のお

金 とい う実感がもてた」(調 査事例①②⑥)「 安心す る とい うのでもないが、 自分のお金

で ある とい う気がす るようになった」(調 査事例④)と い うよ うな言葉 で、休 日について

は、 「周 りの人間に気兼ねな く休 めるようになった」(調 査事例④)と い うよ うな言葉で、

そ うした認識が端的 に語 られている。

第3に 、意識 についてみ ると、ほ とん どのケースで農業や生活に対す る意欲 や責任感 の

増大な どが指摘 されている。

協定の締結プ ロセスの ところで指摘 したように、いずれの締結者 の場合 も、協定の意義

は認 めつつも、締結の 目的は、 自分達の経営 ・生活の向上 とい うよりは地域 にお ける経営



・生活のあ り方 のモデル となることにあ り、基本的にはそれまで 口頭でなされ ていた取 り

決 めを文書化す る とい うや り方を とってい る。そのため、協定の締結は従来の 「確認」の

域 を出ない と意識 され てお り、従 って、 自分た ちの経営 ・生活は特 に何 も変わ らないだ ろ

うと予想 しているケースがほ とん どであった。 しか し、実際には、予想 に反す る結果 とな

っている。

女性農業者が、 自らの意識が変化 した理由については、 このこと自体注 目すべ きことで

あるが、なかなか答えるのが難 しく、理 由を明確 に答 え られ ないケース(調 査対象農家

①)や 「体裁が良 くなった」(調 査事例②)、 「報酬が 自分 のお金であるとい う気がす る

よ うになったため」(調 査事例③)な どと答 えるケースが見 られた。夫の方 も、妻の意識

の変化 には気づいているが、変化 した理由が よく理解で きず驚いているケースが多い。 こ

うした中で、⑥の経営主の妻の場合は、その理 由について、 「これまで給料は税務 申告 の

都合によ り変わったた め、青色申告のための給料 とい う気が してなかなか思 うように使 え

なかった。 しか し、協定によって 自分の役割がはっき り認 め られ てか らは、 自分のための

報酬 と思 えるよ うになった。そのため意欲が沸 いたのだ と思います」 と明快に答 えている。

この ことに加 えて、協定推進の中心であ り、報酬の確保の必要性 を十分 に意識 していたに

もかかわ らず、標 準申告であるた め、税務 申告 との兼ね合いで 自らの報酬をなかなか確保

で きなかった③の経営主の妻のケースを考え合 わせる と、今 日の税制が家族農業経営にお

いて も様々な弊害をもた らしてい ることを示唆 しているといえる。



表4-7家 族軽 営協 定締結 の 内容 と締結 後 の変化(熊 本 県鹿本 町)

注1)◎ は新たに設けた項 目または中味を一部改善したもの、○はそれまでの取り決めを文書化 したもの。

2)・は協定締結に伴 う直接 的変化 、*は 波及効果的変化 を示す。

意識面の変化の波及効果は以上 にとどま らない。調査事例①⑤⑥な どでは、 「作付 け計

画や今後の方針な ど経営についていろい ろ意見を言 って くれ るよ うになった」 、 「作付 け

計画や相談に乗 って くれ るよ うになった」な どとい う夫 の言葉が示 しているよ うに、農 業

へ の参画(い わば"な し崩 し的な参画")と 家族 内コミュニケー シ ョンの活発化 を意 味す

る。 これ をシェーマ的に示す と、図4-2の よ うになる。



図4-2協 定締結 による女性の経営参画 のプロセス

なお、 さらに興 味深いのは、妻の農業への参画 を受 けて、 「自分の肩 の荷が軽 くなっ

た」 「約束通 り報酬 を分配す るた めに、一層頑張 りたい。また、お金や 時間の使 い方につ

いてきちん と把握す ることを考えたい」な どと経営主の夫が述べてい るケース(調 査事例

①④⑥)が み られ る点である。

以下、諸 々の変化が最 も典型的に表れてい る調査事例⑥ を見てみ よ う。



【調査事例⑥】

1)世 帯構成

世帯構成 は、父(74歳)、 母(73歳)、 夫(45歳)、 妻(43歳)、 長男(6歳)の3世

代5人 家族で ある。 うち、農業従事 は妻 、夫 と義父の3人 となっている。また、家事は妻

の担当 となってい る。結婚後5年 目に農業者年金の受給 を契機 として義父か らの経営移 譲

とそれ に伴 う家計委譲 を受けている。なお、妻 は、結婚前に恒常的勤務 の経験 がある。

2)経 営概況

経営耕地面積 は595aで 、 うち水稲350a、 タバ コ135a、 麦100a、 野菜10a(ブ ロ

ッコリーな ど)と なっている。年 間販売金額は約1,400万 円にのぼっている。税務 申告 は

青色申告である。農業の役割分担 は、水稲お よび タバ コの機械作業を夫 が担当、妻 は水稲

の補助作業、 タバ コの肥培管理 ・収穫調整作業 を担当す る他、10aの 野菜を責任分担 して

い る。簿記 の記帳 は妻の分担 となっている。

3)家 族経営協定締結の経緯

家族経営協定は、同 じ集落の農業委員 の強いすすめで締結 した との ことであ る。 「内容

を聞 くと報酬 と休 日な どに関するこ とであ り、すでに 自分 たちがやっているこ とを文書化

す るだけだ と思い、夫 ともども締結 にあた り抵抗はなか った。町役場か ら示 された協定書

の様式 に従い、改 めて家族 で話 し合 って確認 し合い、協定書 を作成 して調印式 に臨んだ」

と夫妻は語 っている。

4)締 結の内容 と締結後の経営 ・生活の変化

協定の主 な項 目は、労働報酬 と休 日な どとなっている。労働報酬は妻15万 円、義父が8

万 円となっている。休 日については月1日 の定休 日とそ の他年間30日 の休 日の取得が約束

されてい る。

協定を締結 した ところ、 「何 も変わ らない と思 っていたのに、 自分の意欲が増 してい る

のことに気づ き自分で もビック リした」 と妻は述べている。夫 も妻の変化 に驚 きっつ 、

「協定を結 んでか らは妻 に自覚 と責任感が生まれ、 自分 も経営 に参画 してい るのだ とい う

主体性が出てきた」 と語 り、 さらに、 「責任 を分かち合 えるよ うにな り、肩の荷 が軽 くな

った」 と述べている。

作 目面では、妻 の責任分担 として野菜 を10a作 付けるよ うになっている。

「農業に対する評価 も大 きく変わった」 と妻はい う。 「協定締結前は 自分 の子供 には農

業 を継 いでほ しくない と思 っていたが、締結後は、子供 が農業後継者 になる と言 って くれ



るように夫婦で力 を合 わせなが ら意欲 を持って取 り組みたい と思 うよ うになった」 と妻は

述べている。

さらに、趣 味の面でも、妻は、結婚前か ら続けていたお花 に加 えてお茶の稽古に も通 う

ようになっている。

こ うした変化が生 じた理由について、妻は、 「すでに結婚 して5年 目に義父の農業者年

金 の受給 を契機に経営 ・家計委譲を受け、家計管理は任 され るよ うになっていた し、青色

申告の導入 と同時に専従者給与を給料 として受 けていた。 しか し、 これ まで給料は税務 申

告 の都合に より変わったため、青色 申告 のための給料 とい う気が してなかなか思 うよ うに

使 えなかった。 しか し、協定によって 自分の役割がはっき り認 め られてか らは、 自分のた

めの報酬 と思 えるようになった。 そ うしたことが、意欲や責任感の増大 を生んだのではな

いか」 と語 ってい る。

妻は 「協定 を結 んでみて、結婚 した時から協定があれ ばよかったのにと思 った。協定 は

女性 のためにある ように思 う。そのため、協定 を周囲の人 にも勧めてい る」 と語 り、実際、

協定農家組織の女性部の副会長 として普及推進 につ とめている。

また、 自分たちの協定 については、 「タイ ミングを図って締結 し直 し、取 り決 めの内容

を充実 させたい と思 っている」 と語 っている。



農業労働報酬に関す る契約書

住 所 鹿本郡鹿本町大字 番地
(甲)氏 名(経 営 主)
住 所 鹿本郡鹿本町大字 番地

(乙)氏 名(経 営主の妻)
(経営主の父)

わが家の農業経営の近代化を図り、家族の連帯と協調を一層推進するため、
経営主(以 下 「甲」 という。)及び経営主の妻
後継者 後継者の妻 経営主の父
経営主の母(以 下 「乙」 という。)は、鹿本町家族協定農業実施要領

の趣旨を十分理解したうえで次の条項により契約を締結する。
(給料の支給)
第1条 甲は、乙が甲の農業経営に従事した労働の対価として、乙に給料を下の表のと
おり支給することを約し、乙はこれを受領する。

(給料の支給方法)

第2条 給料は毎月20日 に現金 または 「金融機関:鹿 本町基幹支所」の 乙の預金 口座
振込により支給す る。
2甲 は、前項 の給料 のほか賞与を支給す ることができる。

(農業経営上の留意事項)
第3条 甲は、他の家族の将来等 を考慮 して 乙と十分意見を交換 し、相互 に理解 した う
えでわが家の営農 と生活 とが調和の とれた姿 で発展す るよう5年 後 を 目標 とした農業

経営改善計画を作成 し、次に掲 げる事項 を定める。
(1)農 業従事者一人 当た り年間労働時間2,000時 間を 目標 とし、それを達成す るため
に とるべき事項。
イ 定休 日は 月に1日 とし、更に年 間に30日 の休暇を とるもの とす る。
ロ その他,1号 の年間労働時間を達成す るための措置。

(2)目 標農業所得450万 円を 目標 とし、それ を達成す るために とるべ き事項。
(3)そ の他、農業経営改善計画 に必要 な事項。
2乙 は、甲の農業経営上の適切な指示に従 うものとす る。

(契約の期間)

第4条 この契約 の存続期間は、敬服 を締結 した 日の属す る月 の翌月の初 日か ら1年 間
とす る。但 し、 甲または乙か らの申 し出がない限 り本契約は更 に1カ 年継 続 され るも
のとし、その後 もまた同様 とする。

(その他必要な事項)

第5条 この契約に定 めるもののほか必要な事項は、 甲及び 乙が協議 して定 める。
2こ の契約は、民法第904条 の2項 以外の もの とす る。

以上の とお り契約 を締結 したことを証す るため、本契約書 通 を作成 し、 甲及 び
乙は各1通 を保持 し、鹿本町農業委員会で1通 を保持す る。



調査事例⑥ が典型 的に示 してい るように、役割分担や就業条件 の改善の認識 を経 て、意

欲 の増大な ど意識 面の波及効果的変化が生まれる とい うメカニズムになっている と思われ

る。 こうした意欲 の増大を捉えて、熊本県鹿本町の場合は、農業簿記研修 を中心 とした経

営管理講座 への参加 を促 し、経営管理 を中心 とした能力の向上を図るとともに、経営主の

妻の経営にお ける新たな責任分担 につながる動きを支援 してい る。

これ に対 して、役割分担面に関連 して固定的な性別役割分担をみ ると、ほ とん ど変化が

認 め られない。経営のみな らず生活面の役割分担 などの協定 を実施 しているケースで も、

いずれ も現状 の確認 にとどまっている。 このことか ら、家族経営協定は、家族関係 にお け

る個 の確 立をね らいの1つ とす るといっても、短期的にみれば、この点 について は限界が

大きいと考え られ る。

ただ し、最初の締結か ら3年 を経過 して協定を再締結 した調査事例③ お よび8年 を経過

して再締結 した調査事例⑧ のケースでは、長男の家事 ・育児(の 一部)へ の参加が認 め ら

れ る。 この ことか ら、 中長期的に見る と、協定の取 り組みを契機 とした固定的な性役割 の

見直 しの可能 を示唆 している。 同時に、 こうした家事 ・育児への参加や生活面の配慮が可

能か否かが、今 日の青年農業者 リーダー と親子協定時代の青年農業者 リー ダー との大 きな

相違 の1つ と指摘できる。

以下、調査事例農家③ および⑧のケースを見てみ よう。



【調査事例③ 】

1)世 帯構成

世帯構成は、母(84歳)、 夫(55歳)、 妻(50歳)、 長男(27歳)、 長男の妻(27歳)、

孫(1歳)の4世 代6人 。 この うち、農業に従事 してい るのは、夫 と妻お よび長男である。

2)経 営概況

経営耕地面積は190aで 、 うち電照菊が90a、 水稲130aと なってい る。年 間販売金額

は約2,000万 円にのぼってい る。菊の出荷は、すべて農協 となってい る。

1981年 に共同で施設 を導入 し、夫がその責任者 となっていることか ら、税務 申告 は標準

である。長男の就農時よ り経営主夫妻 と長男 との間で責任分担 を行 っているが、今回、妻

も加 わった(雇 用者の世話 と露地菊 の一部)。

簿記の記帳は長男、作業 日誌は妻 の分担 となっている。

3)協 定締結の経緯

長男 は4Hク ラブの リーダー として活躍 していた ところ、1993年 に農業改良普及センタ

ーお よび町役場 よ り家族経営協定 についての説明を受けた。長男 はかね がね 「農業の良 さ

を内外 にPRし たい」 と考えていたので、 「これは」 と思い、家族 に働 きかけを行 った。

家族一同 「それは良い取 り組みだ」 とい うことで賛同 した。 自ら 「地域 の さきがけにな り

たい」 とい う長男の意 向を尊重 して、1994年3月 締結 に至った。ただ し、当初 は夫 と長男

の間の締結(部 門分担)で あった。夫妻 は、協定 を締結 してみて、長 男の意欲 が増 した こ

と、また、周囲や他 の地域の取 り組みの話 を聞いて、これか らの女性や 青年 農業者 に とっ

て必要な取 り組みで あることを改めて実感 してい った。

長男の結婚 さらには孫 の誕生を契機 として、1997年3月 再締結 した。

この間、結婚を契機 に、長男夫婦 に経 営権の一部 と家計権の委譲 を した。 それ に伴い、

妻の夫は農協の理事 に就任、妻は県知事によ り認定 され た農村生活 ア ドバ イサ ーな ど地域

の リー ダー としての活動 に力を入れるよ うになった。ただ し、税務 申告 は依然 として夫で

ある。家族経営協定において も、それぞれ推進主体 として活躍 している。

4)締 結の内容 と締結後の変化

1994年3月 の最初の締結 は、夫 と長男 との間で部門分担 のあ り方を約 した シンプルな も

ので あったが、再締結 により妻 と長男の妻 とを加 えた4者 間の締結 とな った。協定 の項 目

も経営か ら生活全般にわたる詳細 なもの となった。

協定書 は、農業 な どの部門分担 及び分配のあ り方、年 間労働時 間 と休 日、農 業 目標所得



額、経営移譲のあ り方 など基本的な部分の他、別記記載事項 として、経 営 ・生活 のモ ッ ト

ー、家族会議 、将来計画の策定のあり方、経営の役割分担、作業環境、休 日、年金 ・退職

金経営(委 譲の時期の規定を含む)、 生活時間、住まい方、家事分担、研修 ・旅行、健康

管理、家計運営 な ど、13項 目にわたって より具体的な取 り決 めがなされ てい る。

形式の上で特筆 され ることの1つ は、4者 が農家経営のパー トナー として横 並びの形 で

の締結 となってい ることである。報酬は、税務 申告上の経営主たる夫を含 め、全員に分配

(ただ し妻 と長男の妻は定額で、それぞれ月15万 円と12万 円)さ れ る形 となった。また、

長男の妻は家事 ・育児 に対 して報酬が分配 されることが明記 されてい る。

役割分担では、家事 ・育児担 当は長男の妻が中心 となっている。経営主の妻 は、近所 、

親戚づきあいや家庭 菜園、義母 の介護な どを担当 してい る。なお、協定の再締結 によ り、

長男が食事のあ とかたづけを分担するよ うになっている。

また、夫が60歳 になった時点で経営権を長男に委譲す ることが明記 され ている。

再締結後、妻 は、 「早 くか ら家計管理は 自分に任せ られてお り、お金 に不 自由す るよ う

なこ とはなかったが、税務 申告上の制約 もあ り、報酬 とい うものはなかった。ただ し、家

族 にも働 いた代償 として報酬は必要 と思っていた。実際、今 回、生 まれては じめて自分 の

報酬 を得 ることができ、大変感激 した。想像 していた以上の感激があった。 自分の報酬 は

老後の蓄えに しよ うと思 っている。本 当に再締結 して良か った」 と語 っている。



農 業 の 部 門 分 担 に 関す る協 定 書

住所 鹿本郡鹿本町

(甲)氏 名 夫

(乙)氏 名 妻

(丙の1)後 継 者

(丙の2)後 継者 の妻

わが家の農業経営の近代化 を図 り、家族の連帯 と協調 を一層推進す るため、鹿本町家族

協定農業実施要領の趣 旨を十分理解 した上で次の事項 によ り協定を締結す る。

(農業の部 門の分担)

第1条 甲 と丙の1は 、農業経営の部門を分担す ることを約す る。

(農業の部 門分担及び分配等)

第2条 甲、 乙、丙の1及 び丙の2の 農業の部門分担及び分配等は、次の とお りとす る。

なお、毎年見直 しを行 うものとす る。

2前 項のほか、賞与 として甲、 乙、丙 の1及 び丙の2で は協議 し定 めた額 を分配するこ

とができ る。

3部 門の分担及び分配 の方法、時期、その他 については、 甲、乙、丙の1及 び丙の2が

協議 して定める。

(農業経営上の留意事項)

第3条 甲は、他 の家族の将来 を考慮 して 乙、丙 の1及 び丙の2と 十分意見を交換 し、相

互に理解 した上でわが家の営農 と生活 とが調和 の とれ た姿で発展す るよ う5年 後 を 目標

とした農業経営改善計画を作成 し、次 に掲げ る事項 を定 め、つねに評価、見直 しを行 う

もの とす る。

(1)農 業従事者1人 当た り年 間労働 時間2,000時 間を目標 とし、それ を達成す るため

に とるべ き事項。

イ 定休 日は月に1日 とし、 さらに年 間に20日 の休暇を取るもの とす る。

ロ その他 、1号 の年間労働 時間を達成す るための措置。

(2)目 標農業所得700万 円を 目標 とし、それ を達成す るた めに とるべ き事項。

(3)そ の他、農業経営改善計画に必要な事項。

(将来の経営移譲)

第4条 甲、乙、丙の1が 有す る経営権及び経営用資産 にっいて、将来、経営移譲す る場

合は甲、乙及び丙の1の 合意に基づき行 うもの とす る。

(協定の期 間)

第5条 この契約 の存続期間は、協定 を締結 した 日か ら1年 間 とし、当事者か ら申し立て

がない限 り自動 的に更新 され るもの とす る。

(その他必 要な事項)

第6条 この協定に定めるもののほか必要な事項 は、 甲、乙、丙 の1及 び丙の2が 協議 し



て定 め、別 に記載す るもの とす る。

2こ の協定は、民法第904条 の2以 外の もの とす る。

以上の とお り協定 を締結 した ことを証す るため、本協定書5通 を作成 し、 甲、乙、丙の

1及 び丙の2は 各1通 を保存 し、鹿本町農業委員会で1通 を保 管す る。

家族経営協定書 「別記記載事項」

1.農 業者 ・農家 として

(1)農 業者 であるこ とと、その役割に 自信 と誇 りを持 って農業 に取 り組む。

(2)農 業 ・農村 な らではのゆ とりと楽 しみ を見いだす ように心掛ける。

(3)「 お はよ う」 「おやす み」の挨拶 を気持 ち よく行い、明る く楽 しい家庭づ くりを 目

指す。

2.家 族会議 の開催

(1)毎 月1回 家族会議 を開催す る。

家族会議 では、毎月の経営報告、作業計画、休 日計画、生活等 につ いて話 し合 う。

(2)年 に1回 家族総会を開催 し、年間 目標、所得 目標、各 自担 当記帳結果のま とめ等 を

持ち寄 り、営農生活設計の見直 しと家族経営協定書の見直 しを行 う。

3.将 来の計画に関す るこ と

(1)夢 の もてる ような営農 と生活 を考 え、中長期の設計 を全員の話 し合いによりたて

る。

(2)農 業経営に関す る計画の樹 立及び方針 の決定 は、家族 と十分意見 を交換 し相互に理

解 した上で行 うもの とす る。

(3)家 族の将来の計画や将来の方向にていては、常に家族 内で十分に話 し合い をす る。

4.経 営の役割 分担

(1)経 営分担は次表の とお りとす るが、やむを得ない場合 はお互いが協力 し合 う。

(2)簿 記記帳 については が、労働 日誌の記帳 につ ては が行 う。

5.安 全で快適 な作業環境 に関す ること

(1)農 作業安全(農 薬 ・機 械等)に 配慮す る。



(2)快 適 な作業環境づ くりに努 める。

6.休 日に関すること

(1)定 休 日は、毎月第2日 曜 日とす る。

やむを得ない事情 により、月1回 は代休 を取 ることができる。

(2)年 次有給休暇 を20日 とし、 自己研修等にあてることがで きる。

(3)特 別休暇 として育児、介護 、慶弔等 の休暇 を取ることがで きる。

7.年 金、退職金 に関す ること

(1)経 営移譲については、営農生活設計 に基づ き移譲時期を踏まえ、家族で移譲につい

て十分話 し合いを し移譲準備期間を設 ける。

(2)経 営主が60歳 になった ら、経営及び家計 を移譲す る。

8.生 活時間に関す るこ と

(1)家 族が共通で団 らんできる時間を協議 のも とに設定する。

(2)自 分だけのために使 える時間を確保できるようお互いに協力す る。

9.住 まいの方 に関す ること

(1)住 まい方 については、家族全員 で協議 し、決定す る。

(2)お 互いがプ ライバ シーを尊重 しつつ家族生活 の円滑化 を図る。

10.家 事分担 に関す ること

(1)家 事分担 については、家族全員で協議 し決定す る。

(2)分 担 にあた っては、特定の者 に負担がかか らないよ うに各 自が能力 に応 じた適正な

分担 にな るよ うにす る。

(3)家 事分担は次表の とお りとす るが、やむを得 ない場合はお互いが協力 し合 う。

11.研 修、旅行に関す ること

(1)農 家経営能力を一層磨き、就業環境の改善、能率的な農作業の実施、農家生活発 展

のために各種農事研修会、研究会 、視察等 に夫婦単位 あるいは個人で積極 的に参加す

る。

(2)家 族や夫婦の リフ レッシュのために旅行 を年 に1回 行 う。

12.健 康管理 に関す ること

(1)年 に1回 は、必ず健康診断 を受 ける。

(2)健 康 に留意 し、病気の時は早めに医者 にかか り、休養 の必要がある時は農作業を休

む。

13.家 計 に関す ること

(1)共 通家計費 については、家族で協議 し各 自の能力 に応 じて負担する。

(2)家 計管理者は後継者 の妻 とし、担 当者 は年1回 家計の決算報告をす る。



【調査事例⑧】

1)世 帯構成

父(65歳)、 母(58歳)、 夫(35歳)、 妻(33歳)、 長男(7歳)、 次男(3歳)の3

世 代6人 家 族 で あ る。

2)経 営概況

経営は苗物が中心の水田複合経営である。

園芸作は、花壇苗、野菜苗、鉢物合わせて35a、 年間約50万 ポ ッ トを生産 している。3

つ の うちでは、花壇苗が最 もウェー トが高 く、野菜苗、鉢物の順 となっている。花壇苗 の

主 な品 目は、パ ンジー、ペチュニア、 日日草、マ リー ゴール ドな ど40品 目である。野菜苗

は10品 目、鉢物は、サイネ リア、ポ リアンサー、な ど3品 目である。

水 田作は、水稲240a、 小麦300a、 大豆100aと なってい る。 この うち、小麦 と大豆は、

集 団転作 の対応である。地域でブ ロックローテー ションを行 っている。

2001年 度の年間販売金額約1700万 円にのぼってい る。

役割分担 については、花壇苗 については、本人 を中心 に、妻や親夫婦 とともに作業に当

たっている。水 田作については、父の責任分担 としてい る。野菜については、親夫婦の責

任分担 としている。税務 申告お よび経営管理は本人が中心、記帳および家事は妻、育児は

共 同で行 うこととしている。意思決定については、経営権がすでに本人に移譲 されてお り、

基本的に夫婦で話 しあいなが らやってい る。

簿記は単式で、現在夫婦2人 でパ ソコンによる簿記記帳 ・分析 の仕方を勉強中である。

税務 申告 は、青色 申告である。

花壇苗 の出荷 はJAが 中心であるが、町の物産館や造園業者屋 さんな どか らの直接注文

となっている。野菜苗は、ホー ムセンター、鉢物 は、市場出荷が 中心 となっている。

就農 して しば らくは、施設メロンを中心に経営 を行 っていたが、度重なる台風の被害な

どを受けて、1999年 に18号 台風 の被害 にあい、メロンの収穫 が皆無 となったのをキッカケ

として、同 じ熊本県松橋町の妻 の実家の主力作 目で ある苗物 に転換を図った。 メロン作は

2000年 に完全にや めてい る。

3)協 定締結の経緯

第1回 目の締結は、1994年 、取 り決めの範囲は、経営主 と父であった。 内容 は、20aの 施

設メロンの責任分担であった。

1991年 に国の農業者大学校 を卒業 して就農 したが、当初 は、月額10万 円の報酬を親 か ら



支払 われなが ら、親 と一緒に農業に従事 していた。

当時、町 の農業青年 クラブの他 の リーダー らとともに、 「今時給料制や休 日制 のない も

のは職業 とはいえない」 とい う考えに立ち、その手段 として、家族経営協定が良い と考 え、

家族経営協定推進 関連 のアンケー ト調査 の実施 ・分析、プロジェク ト課題への取 り上げを

経て、農業青年 ラブのメンバー 自身 による協定締結や定休 日の設定、締結農業者 の掘 り起

こ しや説得等 を行 った。 自身の協定の締結 はその一環であったが、父親 との間でけじめを

つけたかった こともあ り、責任分担 を核 として、協定を締結 した。

その後、結婚、 さらには子供の誕生な どが続 き、早 く再締結が したか ったが、当時の主

力であったメロン作が、度重 なる台風の被害を受 け、経営を圧迫 していたため、見送 って

きた。2003年 に、苗物 中心の経営が軌道 に乗って きた こともあ り、妻 を含 め、親夫婦 とと

もに家族経営協定の再締結を行った。

再締結にあたっては、夫妻 によ り発案 し、進 めた。特に、内容 については、妻 と徹底的

に話 し合 って決めた とい う。

2002年 度 か ら、熊本県では長期営農 ・生活設計セ ッ トでの協定の締結 をすす め、モデル

協定書の様式 を策定 しているが、 よい と思ったので、その様式に従 うこ ととした。

4)締 結の内容 と締結後 の変化

協定の内容 は、2028年 までを計画年次 とした長期営農 ・生活設計表の他、農業経営の理

念 ・目標、経営の部門分担、役割分担、作業計画、休 日 ・休暇 ・労働 時間、給料 ・収益分

配 、研修会への参加、家事分担、家計、健康管理 、旅行な ど、介護家族会議 の開催の12項

目か らなっている。

経営の理念 ・目標 については、

①明るく、楽 しく他産業の人か らうらやま しが られ る農業経営

②物産館 をメイ ンに消費者か ら信頼 され る花づ くり

③作業に追われず、ゆとりある農業

④子 ども達か らも 「農業は楽 しそ う」 といわれ るよ うな環境づ くり

を明記 した。特 に①については、以前か ら、職業 としての農業のイメージの悪 さが気 にな

っていた。何 とか悪いイ メー ジを払拭 していきたい とい う気持 ちの表れである。

経営の部門分担、役割分担お よび給料 ・収益分配の部分 は、夫妻で相 当議論を した とこ

ろである。

妻は、当初、責任分担の部分を多 くし、給料制でなく、収益分配方式 を強く主張 した。



夫は、理解 は示 したものの、後継者の際に、部門分担を明確に しすぎで、 自分の担当以外

の部分 がおろそかになって しまい、経営的 に うま くいかなか った苦い経験 および苗物を中

心 とした経営が ようや く軌道 に乗 ってきた段階で、 リス クを犯 した くない と言 う意図か ら、

責任分担の部分を極力小 さくす るよう主張 した。

結局、話 し合いの結果 、最 も主力の花 き栽培 については、夫が責任者で妻お よび両親か

の全員で作業 にあたること、ただ し、液肥 については妻の責任分担 とす ることとした。

水稲 、麦、豆については、これまで通 り父の責任分担 とした。野菜は両親 の責任分担 と

し、収益分配方式を とることとした。物産館搬入は妻が、出荷準備は母 の責任分担 とした。

経営管理については、税金の申告、経営全体のま とめ、農薬管理、農作業計画、作業 日

誌 の記帳、出荷管理 を担 当することとした。妻 は、農業簿記 を担 当することとした。

報酬については、妻および両親 に8万 円ずつ支払 う他 に、両親 は野菜の収益 を、妻はふ

れ あい市場の収益を分配す ることとした。

その他、1週 間のは じめにミーティングを行 うこと、月1回 は、今後の作業計画につい

て会議を開くこと、、その他 に、毎月1回 家族会議を開催 し、年 に1回 は総会 を開催 して、

家族 間のコ ミュニケー シ ョンを図 ることとした。

家事分担 については、妻が 中心 としなが ら、夫 は、子供の世話、父は家屋 に関すること

な どの分担が確認 された。 なお、締結後、妻が本格的に農業に従事 しは じめたため、夫は、

規定にはないが、できるだけ家事 に参加する方向に変化 している。

介護について、両親が可能な範 囲でお互いに行 い、手助 けを夫妻が行 うことを明記 した。



家族経営協定書

1.農 業経営計画 と生活設計



2.農 業 経営 の 「理 念」

3.農 業 と生 活 の分 離



4.生 活 に関す る協 定

5.そ の他

以上 の とお り協 定 を締 結 した こ とを証す るため 、本 協 定書5通 を作 成 し、 甲及 び 乙は

各1通 を保 持 し、 鹿本 町 農業 委員 会 で1通 を保 持 す る。

(甲)経 営者

(乙)経 営者 の妻

父

母

立 会 人

(農 業委 員会)



調査事例③は、若い世代の経営委譲前、調査事例⑧は、経営移譲後 と異なるが、 どちら

も、若い世代が親世代 と共同しなが ら意欲 をもって経営 ・生活 を営んでい く上で、モデル

となる先進的事例 と言 える。

第3節 長野県中野市の取 り組み-女 性農業者に よる生活協定を核 としたパー トナーシッ

プの確立5)-

1.取 り組みの概要

長野県 中野市は、長野県の東北部 に位置 し、長野市か ら東北約25kmに あ り、人 口42,000

人 を数 える。エ ノキダケお よび落葉果樹 、アスパ ラガスな どの一大産地 である。特にエ ノ

キダケは年 間約120億 円、落葉果樹は合計で約70億 円もの売 り上 げにのぼっている。農家戸

数 は3,101戸 で、 うち販売農家は2,460戸 、65歳 未満 の農業専従者のいる主業農家は1,1

48戸 となってい る。 また、年 間販売金額が1000万 円以上 の農家数は538戸 、3000万 円以上

は128戸 となっている(2000年 農業セ ンサス)。35歳 未満の新規就農者 は年間10人 以上に

のぼってい る。

家族経営協定 の取 り組みにっいては、女性農業者の地位 向上お よび女性 の農業者年金の

加入 な どを 目的 として、下高井農業改 良普及センター(現 北信地域農業改良普及センタ

ー)お よび農業委員会の支援の下、 「農業に生きる女性 がもっといきい きと暮 らすために、

そ して、中野市にくる後継者の配偶者 に とって良い環境 をっ くるために」を合い言葉 に、

女性農業者 の リー ダーを中心に取 り組みが進 められている。

中野市の協定の取 り組みは、1995年 度 における国の農村女性対策の補助事業の導入を契

機 にスター トした。農業改良普及セ ンターの主催す る女性農業セ ミナー、農村女性 フォー

ラムな どで学習活動 を進 める中、KJ法 を使 って、 自分たちの直面 してい る問題点の明確

化(図4-3)を 図った。そこでまず行 われたこ とは、些細ではあるか もしれないけれ ど

も自分たちが悩んでい ること、重要 な問題 を書 き出 してみるこ とであった。その結果、

「自分が気兼ねな く使 える時間がほ しい」 「どの くらい儲 かっているのかわか らないので、

張 り合いがない」 「30年間働いて も私名義 の財産は何もない」など、女性農業者の リーダ

ーといえども、沢 山の悩みや問題を抱 えてい ることが明 らかに された。そ して、女性農業



者 の リー ダーによ り 「家族経営協定はこれか らの地域や 自分たちの生産 ・生活 にとってき

わめて重要な取 り組みである」 と認識 されていった。

出典:下高 井農業改良普及センターによる作成。

図4-3女 性農業者 リーダーが悩みや不安 に思っていること

さらに、女性農 業者の リー ダー と農業委員 との懇談会が実施 され るな どして、協定推進

の機運が高まっていった。そ うした中で、女性農業者 グループの1つ の全国女性農業経 営

者会議 下高井支部の10人 がモデル とな り、具体的な協定の策定に進み、1996年3,月 に農業

者年金の加入者 とあわせて23組 の締結者による調印式に至った。

協定書の様式は、農業者年金の女性加入を主 目的 としたケース とそれ以外のケースに大

別 できる。前者は経営計画、収益 の分配、経営移譲のいわゆる3要 件を中心 とした経営 協

定で、中野市農業委員会が示 したモデル協定書に沿い、経営計画、収益 の分配、経営移譲

な どに関す る内容 となっている。対す る後者は、経営面 のみな らず生活 面の項 目(生 活設

計、家計運営、住まい方、相続、介護 、終末期宣言な どと多様)を 含む協定 となってい る。

また、2つ の法人経営で協定(生 活協定 中心)の 締結が見 られ る。

こうした取 り組 みを成立 させた背景 として、2人 の女性の農業委員(1996年 以降は3

人)の 存在や地域 内の40～50歳 代 の女性農業者の8つ のグループ とそのネ ッ トワー ク化

(「いきい き女性農業者 の会」)に よる活発 な地域活動 な どがあげ られ る。特に核になっ



たのが、先 に述べた全 国女性農業経営者会議 下高井支部のメンバーである。 このよ うに、

中野市 の場合は、女性農業者 中心 の取 り組みで あ り、青年農業者 中心の取 り組 みである熊

本県鹿本町の場合 と異なっている。 このことが取 り組みにもた らす影響については、後述

す る。

なお、農業者年金の女性加入を主 目的 として進 めてい る取 り組みで、協定 を農業者年金

加 入のための 「単なる便法」 と捉 え、締結す るケース も生 じている。

2.協 定締結農家の特徴 と締結の経緯、締結 の内容、締結後の経営 ・生活 の変化

(1)調 査事例農家の概要

ここでは、 中野市において家族経営協定の推進 の中心的メンバー(6事 例)を 対象に事

例分析 を行 い、協定の締結が経営 ・生活 にいかな る効果を もた らしたか考察 したい。

現地調査 は1996年 ～1997年 にかけて実施 した。 ここで用いるデー タは、1997年 当時であ

る。

調査事例農家の概要は、表4-8の 通 りである。

調査事例 は、いずれ も専業的な農業経営で、認 定農業者 であ り、地域 の リー ダー的存在

となっている。

世帯構成は、調査事例⑥ を除 くと、多世代同居 となっている。ただ し、その うち2ケ ー

スは敷地内別居であ り、残 りの事例 にっいて も、長男が結婚 した場合は、敷地 内別居志 向

が強い。

主要な作 目をみる と、水稲作(た だ し収穫 した米は全て生協 を中心 とした直売を行 って

いる)の1事 例を除 き、果樹またはエ ノキ+果 樹 となっている。年 間販売金額 はいずれ も

大きい。

また、経営主夫妻 の年齢 は50歳 前後で、鹿本町に比べ相対的に年齢が高い。 また、園芸

や 畜産農家に共通 した特徴であるが、機械化に限界があること、 きめ細かい個体管理の必

要があるな どの理 由によ り、いずれの場合 も経営主の妻 の農業への参画の度合 いは高い。



表4-8調 査 対象農 家 の概 要(長 野 県中野市)

注:1997年 に 実 施 した 現 地 調 査 よ り(以 下 、 表4-9・10も 同 じ)。

(2)協 定締結のプ ロセス

協定の締 結プロセスにおいて調査事例 を通 じた共通点 としては、次の点が指摘できる

(表4-9)。

①締結 の動機 としては、 自分達の経営 ・生活の向上 とい うよ りは、地域 にお ける経営 ・生

活 のあり方のモデルを 自ら示すため締結を行っている。

②協定締結の発案者は、全て、経営主の妻である。 また、働 きかけの中心は、経営主の夫

になってい る。

③基本的にはそれまで 口頭でなされ ていた取 り決 めを文書化 しっっ、一部改善する とい う

や り方を基本 としつつ も、家族 に とって懸案になってい る内容、特 に生活協定 を策定 ・

追加 してい る。

④文書化す る過程で協定の内容 にっいて家族、特 に夫 と話 し合いや確認 な どを行い、 さら

には関連す る様 々な懸案 についても話 し合いを している。

⑤文書化 については、今までやってきたルールの確認 とい うような感覚が強 く、抵抗感が

少ない。

⑥締結 にあたっての家族の反対は少なかった。ただ し、鹿本町 とは異な り、いずれ も家族

に協定 のことを切 り出すまで に相 当の時間を要 しているこ とに注 目す る必要がある。 「俺

に黙ってついて こい とい う夫 に何 と説明 して よいか」等 々、実践 の段階ではい うい うな

葛藤 も生 じてい る。 このことは、地域の リーダー といわれ る女性 といえ ども、家族 内での



地位 は夫である経営主 に比べて低い ことを示唆 している と思われ る。

表4-9家 族 経営協 定 の締結 の経 緯(長 野 県中 野市)

(3)協 定の締結 内容 と締結前後の経営 ・生活の変化

締結 された協定の項 目にっいては、バ ラエテ ィに富んでい るとい える。農家によ り、協

定の内容は全て異なっている。特 に、生活設計、家計運営、介護や扶養の問題 、家事 ・育

児の経済的評価、財産権や相続、終末期宣言 など農村のみな らず女性一般 に とって もきわ

めて現代的な問題 に関わる項 目が見 られ、注 目に値す る(表4-10)。

なお、調査事例④、⑤ は、いずれ も法人経営で、すでに就業規則な どが定 められている

こ ともあ り、生活協定中心の締結 となっている。

以下、 リー ダー 中の リーダーの女性農業者 によって締結 された代表的 なケースを2事 例

みてみたい。



【調査事例②】

1)世 帯構 成

世 帯構 成 は、父(88歳)、 母(84歳)、 妻 の母(78歳)、 夫(52歳)、 妻(47歳)、 長

男(25歳)、 次 男(23歳)、 長 女(21歳)の3世 代8人 家族 で あ る。 うち、農 業従 事 は夫 、

妻 と長 男 の3人 とな って い る。 また 、家事 は妻 の担 当 とな って い る。 なお 、長 男 は3年 間

役 場 にっ とめた後 就 農 し、調査 時 点 で3年 目に な る。

2)経 営の概況

経営耕地面積は183aで 、 うちハ ウスぶ どう56a、 露地ぶ どう47a、 りんご30a、 洋な し

10a、 和な し10a、 もも10aと なってい る。ぶ どうは巨峰、 りんごはふ じ、洋な しはラフ

ランスを主 として栽培 してい る。税務 申告 は青色 申告で ある。農業の役割分担は、協定書

中の一覧表 の とお り。なお、農業簿記(単 式)お よび作業 日誌 の記帳は妻の分担 となって

い る。

3)協 定締結の経緯

協定の発案 をしたのは妻である。きっかけとな ったのは、農業改良普及センターでの

「勉強会」である。 「最初 は今 さら協定なんて … と思 ったが、学習が進むにつれ、問題

点が明確にな り、 『家族はこ う思ってい るだ ろう』ではな く、それ をきちん と文書化す る

必要性 を痛感 した。夫 には 日頃か ら協定の必要性 を言い続けてきたこともあ り、 「青色 申

告の内容を文書化す るだけ」 とい う反応 で、特に反対 も受けず、総 じて協力的だった とい

う。それで も 「調印式 に夫がきてくれてホ ッとした」 と妻は語っている。

なお、本来 は農 業に従事 している妻 と夫 と長男の3者 で協定を締結すべきであったが、

長男は仕事(除 雪作業)の 関係 で留守だったので、第1回 目(1995年3月)は 夫婦 間で締

結 している。4月 になって長男が戻ってきたので話 し合 いを した ところ、 「す ぐに締結 し

たい」 とい うこ とだったので、3者 での協定 に締結 し直ている。再締結 に際 しては、協定

書を大幅 に変更 している。

変更点の第1は 、3人 の農業の役割分担 を確認 し合い なが ら部門お よび 内容毎 に一覧表

に して協定書に盛 り込 んだ ことである。第2は 、労働報酬が夫か ら支払 われ るスタイルだ

ったのを、3人 横 並びで収益の分配す るスタイル に変えたことである。税務 申告 と異 なる

の迷 ったが後者 の方が実態にあっていて よい と判断 し、また、県の農業会議に相談 した と

ころ、問題はない とい うことなので決めた とい う。金額 は現在 の収益の状態か ら判断 して

決 めている。前後で家計運営についての変更は特 にない。



4)締 結 の内容 と締結後の経営 ・生活 の変化

家族経営協定 における主な締結 内容 は、①農業の役割分担の一覧表に よる明記、②3人

横 並びでの収益の分配、③労働時間、休 日の規定、④長期お よび短期の生活設計の樹立、

⑤年1回 の さいふ会議の開催による家計運営な どの見直 し、⑥夫婦間での将来 の介護な ど

となってい る。

締結によ り、もっ ともメ リッ トを受 けたのは長男であった とい う。役割分担 を明確化 し、

休 日の取得を明記 した。 その結果、きちん と休み が とれ るよ うになった との ことである。

1、2年 目は 「休 み」を約束 しておきなが ら守れ なかった。協定を締結 してか らは農繁期

で も守るよ うになった。その結果、著 しく意欲 的に農業に取 り組むよ うになった とい う。

妻 も 「経営のパー トナー としての位置づけがハ ッキ リし、や りがいにつながっている」

と語 ってい る。

なお、1997年3月 に協定書の結び直 しを し、夫婦間で将来の介護 について以下の1項 目

を追加 した ことに より、妻 の夫 に対す る信頼感 が大 きく増 してい る。

妻 は、1982年 か ら農業改良普及センターで開催 された 「農村婦人学校 」の第1期 生で あ

り、以来ず っと学習活動を行いつっ地域の女性農業者の リーダー として活躍 してきた人物

である。

「これか らの時代は、女性が我慢 して波風 を立てずに暮 らしてい くのではな く、考 えて

いることをはっき り口に出 してい く必要があると思った ことが協定に取 り組んだ大きな理

由」 と妻 は語っている。

地域の仲間で協定を推進 しよ うとして も普及 していかない大きな理 由は、 「そんな こと

を口に出 して家の 中をもめ させたくない」 とい う女性 自身 の意識や 「給料制 といわれて も

出す給料がない」 とい う意識であ り、頭 を切 りか えて考え直 してみ ようよと呼びかけてい

ると妻はい う。



家族経営協定書

(目 的)

第1条 この協定書は、 甲(夫) 及び乙(妻) 、 丙(後 継者) が、相互

に責任 ある経営へ の参画 を通 じて、近代的な農業経営を確立す るとともに、健康で明る

い家庭 の建設を 目的 とす る。

(経営計画 の策定)

第2条 甲、乙、丙は協議の上、今後の資金計画、施設の導入、就業条件の改善等を内容

とする長期農業経営改善計画及び毎年の具体的事項を内容とする年度別経営計画を作成

する。

(経営の役割分担)

第3条 前条の経営計画 に基づ く主たる経営分担 、作業分担は次の とお りとす る。

(収益の分配)

第4条 丙の配 当が軌道 にのるまでの間、下記の額 を毎月20日 、各 自に支給す る。

甲7万 円、乙7万 円、丙7万 円

また 、賞 与 と して 、 甲、 乙、 丙 が協議 の上 、 臨 時 に支 給 す る。

なお、これ らの支給額 については、農業経営や作業従事状況等 を勘案 し、年1回 見直 し

を行 う

(就業条件)

第5条 就 業条件 は、次の とお りとす る。

(1)1日 の労働条件 は、各 自8時 間 とし、農作業の繁 閑によ り、3者 で協議 の上、延

長又は短縮す る。

(2)休 日は、各 自原則 として月2回 とす るが、農作業の繁 閑、健康状況、他 の仕事へ

の従事状況 を踏まえ、3者 で協議の上変更す るもの とす る。



(3)労 働時間内に家事労働 も含む。

(4)講 習会、学習会 には進んで参加す る。

(将来の経営移譲)

第6条 甲及び乙が有する経営権及び経営用資産を将来移譲するにあたっては、甲及び乙

の合意に基づき丙に移譲する。移譲の時期及び方法は、丙の意向を踏まえながら3者 で

十分協議の上定めるものとする。

(生活設計)

第7条 家族の合意の もとに、将来 を見通 した長期生活設計 をたて、 さらにライフステー

ジにみ あった短期の生活設計を樹立す る。

(経済)

第8条 生活費の管理 は主 として乙があた り、年1回 のさいふ会議 を開き家族の希望の実

現につ とめる。

(介護)

第9条 甲又は 乙に介護が必要 となった時は、互いに愛情を持って あたる。

(その他)

第10条 この協定書に規定 されてい る以外の事項で、決定すべき事項が生 じた場合は、

その都度3者 で協議の上定めるとともに、必要に応 じて立会人に相談の上改訂を行 う。

(附則)

(1)こ の協 定書 は 、平成9年3月18日 よ り実 施す る。

(2)こ の協定書 の有効期 限は、実施の 日か ら1年 間 とし、 当事者か ら申 し立てがない限

り自動的 に更新 され るものとす る。

(3)こ の協定書は、5通 作成 し、甲、乙、丙及び立会人が各1通 を保有す る。

平成 年 月 日

住所

甲(夫)

乙(妻)

丙(後 継者)

立会人 下高井農業改良普及センター所長

中野市農業委員会長



【調査事例⑤】

1)世 帯構成

世 帯構 成 は、義 母(82歳)、 夫(55歳)、 妻(50歳)、 長 男(27歳)、 長 男 の妻(25

歳)、 孫2人 、(3歳 お よび5歳)の4世 代7人 で ある。

この うち、農業 に従事 してい るのは、経営主夫妻および長男である(い ずれ も150日 以

上)。 家事は義母お よび妻の担当 となってい る。なお、住 まい方は、長男夫婦 と別棟 とな

つている。

妻は東京都出身であ り、結婚を契機 として就農 した。その後、離職就農 した夫 とともに、

耕作放棄 によ り荒廃 した水 田を再整備するな どして大規模稲作経営を確立 している。1982

年7月 に法人化 している。

2)経 営の概況

法人化(農 事組合法人)し た大規模稲作経営であ り、経営耕地面積 は26ha、 うち 自作地

は1haと な ってい る。 また、 うち3haは 転作対応で、野沢菜 を栽培 して消費者 との交流に

用いている。組合員(い ずれ も理事)は 家族3人 の他、2人 の構成員(28歳 お よび60歳 の

男性)か らなっている。代表理事 は夫である。経営の責任分担は、夫が総括、妻が経理 、

長男が販売、残 りの2人 が機械作業 となっている。なお、 田植 え時には近所の学生数人を

雇用 してい るが、その世話は妻の担 当となっている。機械 は2セ ッ トあ り、妻 も必要に応

じ機械作業 を行 う。米 の品種構成 はコシヒカ リ90%、 キヌ ヒカ リ10%と なってい る。安全

でおい しいお米を消費者 に提供す ることをモ ッ トー としてお り、有機低農薬栽培が とられ

てい る。 出荷は全て計画外流通であ り、生協が80%、 個人へ の直売が20%(顧 客数約150

件)と なっている。年金 については、平成3年 より厚生年金 に加入 している。

農地の権利名義 は全て夫 となっている。

3)協 定締結の経緯

同 じ市 内のぶ どうの中核農家の農地 と一部隣合 ってお り、農作業の合 間にしば しば立 ち

話 を してい るが、1995年7月 のある 日、農業者年金の女性加入が可能になった ことを話題

に した ところ、そ のブ ドウ農家の夫 か ら 「ぜひ妻 を中野市の農業者年金加入の第1号 に し

てほ しい」 との話が あった。妻 自身が農業委員 とい うこ ともあ り、それをキッカケに して、

農業改良普及センター、中野市農業委員会な ど関係機 関のバ ックア ップを受けなが ら、全

国女性農業経営者会議下高井支部な どを中心 として、農業者年金 と家族経営協定について

本格的な勉強 を行 い、取 り組みの推進 を図っている。特 に、10月20日 に行われたブロック



会議にお ける勉強会は取 り組みの大きなポイ ン トとなった。ただ し、妻 自身については、

年金はすでに厚生年金に加入 してお り、報酬や労働時間、休 日等就業条件 について も法人

化 に伴い定款 を作成 しているため、 どんな項 目を盛 り込むべきか大い に悩んでいる。取 り

組みの推進者 としては、ムー ドメーカー にな らなければならない とい うこともあ り、思案

している うちに、1年 前、義父 が亡 くな り、相続 の問題が家族で話題 になった ことがキッ

カケで、夫が 自分のことを どう評価 しているか知 りたい とい う気持 ちにな り、資産の一部

の贈与について夫 と話 し合 ってい る。 また、義父 を見送 った時、夫婦で死に際 しての問題

について話 し合い をした ことがあったた め、終末期宣言書の作成 について夫 と話 し合 った。

そ のため、宅地の一部の贈与や終末期宣言書の作成を含む生活協定を中心 とした協定書を

夫 と結ぶ こととした とい う。 「このよ うな内容で協定を結ぶことについては大変迷ったが、

農業改良普及セ ンターか らの支援 もあ り、締結に踏み切 った」 と妻 は語っている。

4)締 結の内容 と締結後 の経営 ・生活の変化

締結の主な内容は、相続(第7条)、 す なわち、亡父名義の宅地お よび農地を夫が相続

す るにあた り、宅地の一部 を妻 に贈与す るとい う規定、終末宣言 に関わ る項 目(第8条)

家計費の負担 ・運営に関す るルール化(第6条)、 家族旅行の規定(第9条)な どである。

なお、協定締結 の翌年 に、妻の財産権確保 のため、養子縁組 を行 ってい る。

「夫は快 く自分 の提案 に賛成 して くれ、進んで協定の締結を実施 して くれた。そのため

大変嬉 しか った。夫の存在が見直 され、ケ ンカが少な くなった。今振 り返 ると、もしも夫

が前 向きに対応 して くれなかった場合 は、その後 の夫婦 関係が大変難 しい ものになったか

も知れない と思 う」 と妻は語 ってい る。

また、地域でも、当初は協定の推進 に反対 も多かったが、現在 はもっ と推進すべきであ

るとす る声が高まってい るとい う。

「夫婦なんて永遠 に一緒にい られ るよ うな気が していたが、義父の死、そ して今回の協

定をきっか けに1年 間か けていろい ろな話 し合いができて、 とても有意義だった と思 う。

協定を結ぶ こ とによって 同じ作業をしていても女性たちの意識 がまるで違 ってきて生き生

き となる。役割分担を明確にす るこ とが女性 に とっては良い ことなのである。不満た らた

らで仕事を して もらうよ り、生き生 きと女性 が働 いて くれ る方が幸せだ と思 う。

よく、女性同士で集 まると、 日本の男性 も外国の男性 の ように時々 「I love you」 とか

「感謝 しているよ」 とか言って くれた ら、もっ と楽 しく仕事ができるのにね とはなすのだ

が、その代 わ りに感謝の気持 ちだ と思って家族経営協定の検討を夫サイ ドにしてほしい と



思 う」 と妻 は語 っ てい る。

なお、多世代同居であ りなが ら、夫婦間協定を選択 しているが、家族経営協定を進 める

に当た り、妻が最 も気 を使 った点は、 これ によって トラブルを生 じない ことである。 「発

足 当時の普及難 を知っていたので、難 しく考 えない ように持っていった。その意味合い を

含 めれば、夫婦間が一番何でも話 し合 え、 トラブルも少ないだろ うし、一家の大黒柱が協

定を認知 して くれた ら、 これか らのことを考え、家族を説得す るのに最 も効果 的 と考 え

た」 と妻 はい う。

「長男の妻も少 しずつ 自分の意見が言 えるようになってきてい るので希望な どを取 り入

れた りし、近々若夫婦間の家族経営協定 を作 らせた らと考 えてい るが、長男が約束事に縛

られ るのを今ちょっと嫌がっているので無理せず時期を待 ってい るところである」 との こ

とである。

ただ し、 口頭では家族間で取 り決めを結んでいる。

「長男夫婦 が家に入 る時、2夫 婦でよ く話 し合った。長男の妻は私達の前では何 も条件

が 出せ ない と思ったので話 し合 いの中に加わって もらった」 との ことである。

取 り決 めの内容 は以下の とお りである。

1)給料制を実施 し所帯は別にす る。

2)長 男の妻 も、子守 りを しなが ら電話番や来客接待を してほしい。それに対 しては長 男

とは別 に給料 を払 う。

3)10年 は一緒に何で もや る(仕 事面)。 ただ し、長男 の妻 に10年 間農作業は しな くて も

よい。

4)経 営委譲は10年 後に行 う

5)こ の10年 間に2人 の娘(長 男 の姉妹)を 結婚 させるべ く努力す る。

6)義 母の面倒 は原則 として経営主夫婦が責任 をもつ(た だ し、 「私達 になった らよろ し

く頼み ます」 とつけ加 えてい るとのことである)。

③法人の就業規則について

主な項 目については以下の とお り。

1)報 酬(月 額)

理事長30万 円、理事27万 円(そ の他年2回 分配金 を配 当)

2)労 働 時間

(夏期)午 前8時30分 ～午後6時



(冬期)午 前8時30分 ～午後5時

3)休 日

日曜、祭 日お よび有給12日

なお、報酬額については、地元農協職員の給料を 目安 としている。



家族経営協定書
(目 的)

第1条 この協定書は、 甲(夫) 及び 乙(妻) 、が、相互に責任 ある経営への

参画を通 じて、農事組合法人 の近代的な農業経営 を確 立す るとともに、健

康で明るい家庭 の建設を 目的 とする。

(経営計画の策定)
第2条 甲及び乙は協議の上、今後の資金計画、作付計画、施設の導入、就業条件の改善
等を内容とする長期農業経営改善計画及び毎年の具体的事項を内容とする年度別経営計
画を作成する。

(経営の役割分担)
第3条 前条の経営計画に基づ く具体的な計画の うち、生産部門に係 わるものについては
甲が、販売部門に係わ るものについては乙が主体 とな り行 うもの とす る。(ま た、簿記

記帳 につ いては乙が、労働 日誌 の記帳については甲が行 うもの とす る。)

(将来の経営移譲)
第4条 甲及び乙が有する経営権及び経営用資産を将来移譲するにあたっては、甲及び乙
の合意に基づき行うものとする。

(生活設計)

第5条 家族の合意の もとに、将来 を見通 した長期生活設計をたて、さらにライフステー
ジにみあった短期の生活設計 を樹立す る。

(経済)

第6条 共通の生活費は、相互の所得か ら拠出 しあい、その計画 と管理は主 として 甲があ
た り、年1回 の さいふ会議 を開き家族 の希望の実現 につ とめる。

夫婦単位 の生活費はそれぞれの所得 をあてるが、家に関わる特別 の経費(交 際費、住
宅費等)と 保険、貯蓄等は必要に応 じて決める。

(相続)
第7条 亡父名義 の宅地及び農地を甲が相続す るにあた り、 甲の所有す る資産(農 地)に
ついては、宅地の一部 を乙に贈 与す る。

(介護)

第8条 この協定書 と同時に終末期宣言書を作成 し、相互 に交換する。
(旅行)

第9条 家族又 は夫婦の旅行 を年1回 実施 し、その経費は家族の話 し合いによ り別に定 め
る。

(その他)

第10条 この協定書の規定 されてい る以外の事項で、決定すべき事項が生 じた場合は、
その都度 甲及び乙で協議の上定 めるとともに、必要 に応 じて立会人に相談の上改訂を行 う。

(附則)
① この協定書は、平成9年3月18日 よ り実施す る。

② この協定書 の有効期限は、実施の 日よ り1年 間 とし、当事者か ら申し立てがない限
り自動的に更新 され るもの とす る。

③ この協定書は、4通 作成 し、 甲、乙、及び立会人が各1通 を保有す る。
平成 年 月 日
住所
甲(夫)

乙(妻)
立会人 下高井農業改良普及センター所長

中野市農業委員会長



以上か ら、協定締結後の経営 ・生活 の変化 について、①役割分担 ・意思決定、②就業条

件 、③生活協定、④意識 に着 目してみる と、次の ようなこ とが指摘ができる(表4-10)。

第1に 、役割分担 ・意思決定についてみる と、熊本県鹿本 町同様、少な くとも形 の上で

は、従来の確認 とい うことが基本 となっている。 しか し、や は り熊本県鹿本町同様、従来

め 口頭の取 り決 めについては、相互了解 となってお らず、少なか らず齟齬 があることが認

識 されてい る。協定の締結 を契機 として実際には農業へ の参画が進んだケースが見 られ る。

「協定を結んで共同経営者 になったのだなあ とい う気が した」(調 査事例①⑥)な どとい

う経営主の妻の言葉がそ うした変化 を示唆 しているとい える。

第2に 、就業条件 について も、少なくとも形の上では、従来の一部改善あるいは従来の

口頭 のルールの確認 とい うケースがほ とん どである。 しか し、鹿本町同様、実際にはもそ

れまでの 口頭の了解 が家族相互の了解ではな く、少なか らず齟齬 が生 じてお り、経営主の

妻な どには 自由にお金や時間を使 うことへの抵抗感があった。それが、協定の締結 を行 う

過程で、特 に休 日について、 「周 りの人間に気兼 ねな く休 めるよ うになった」(調 査事例

③)、 「約束通 り休みがれ るようになった」(調 査事例②)な ど、大 きく改善 された と経

営主 の妻に認識 されるす るケースが見 られた。

第3に 、生活協定についてみる と、生活面の役割分担 な ど、就業条件の場合同様 、従来

のルールの文書による 「確認」のケースが基本 となっている。 しか し、やは り、それまで

の 口頭や暗黙の了解 は十分ではな く、家事の役割分担が明記 された ことで、家族の間で家

事が 自分の仕事 としては じめて認 められた とい う認識が経営主の妻によ り生 じてい るケー

スが見 られ る。

その他、改めて経営や生活 におけるお金の問題 を話 し合 うサイ フ会議や財産権 の確保、

死 に際の問題を取 り決 めた終末期 宣言、介護 な ど 「夫 と向き合って これか らの人生を生 き

てい くため」の新たな取 り決 めの締結が見 られ る。生活 協定の締結後 の気持 ちの変化 につ

いては、 「夫の存在が一層い とお しくなった」(事 例⑤)な どと表現 されてい る。

同時に、 こうした変化 は、家族 内、特 に夫婦の コミニ ュケーシ ョンを活発化 させてい る。

中野市において生活協定がこのよ うに実施 されたのは、取 り組みの推進主体や個々の経

営での発案者が女性であるところが大きいのではないか と考 えられ る。女性が推進主体 あ

るいは発案者の場合 は、 自らが置かれた立場=生 産 と生活 両面に携わ る者であることを反

映 して、 自然 と関心が経営そのもの以上に生活面に思い至る傾向が強いのではないか と推

察 され る。生活の部分はそのままに して経営の発展を 目指す とい うのは男性=経 営主の論



理である。 女性 は、農業に従事 している上、家事 ・育児 ・介護を担 ってい ることか ら、過

重負担 となっている。また、経営か ら生活 に至る暮 らし全般で重要な役割 を果た してい る

のに、適正に評価 されていない。そ うした中で、女性た ちが生産 も生活 もそのあ り方を見

直 したい と思 うのは道理 であろ う。女性に とっては、 「「生活」を入れて もらうことに よ

って、なぜ今 さら協定 とい うことの意義が周囲に訴 えられる」(調 査事例④)の である。

第4に 、意識面 についてみる と、熊本県鹿本町 の場合 と同様、農業や生活 に対す る意欲

や 自覚 ・責任感 の増大な どが指摘 されている。サイ フ会議や財産権の確保、終末期宣言 、

介護 な ど、 「夫 と向き合 って これか らの人生 を生 きてい くため」の新たな取 り決めの締結

をしたケースでは、 「夫 の存在が見直され、ケンカが半分に減 った」(調 査事例⑤)、

「調印式に臨み、夫 に惚れ直 した」(調 査事例⑥)な どとい う言葉 に示 されてい るよ うに、

特に大 きな喜びがもた らされてい ることがわかる。なお、女性が主導の取 り組みであった

た めか、 自分の発案 ・要望に応 えて くれた とい う夫への信頼感の増大が意欲や責任感の増

大の大 きな要因 となっているケース も多いよ うに思われ る。

また、 こ うした女性や 青年の変化に伴い、やは り熊本県鹿本町の場合 と同様、夫の意識

の変化 もみ られた。そ うした変化は、 「おや じが全部責任を しょっていたのが軽 くなっ

た」、 「休 む ときに休んでも仕事が遅れ るこ とはなかった し、報酬をきちん と分配 して も

赤字にな ることはなかった。協定 を結んだおかげで今までいかにむだな時間やお金を使 っ

て きたのかがよくわか った」な どとい う言葉で語 られてい る。

なお、 これ も鹿本町の場合 と同様、報酬の必要性 を十分に意識 し、協定の意義 について

も深い認識 を示 しなが ら現実の税務 申告 との兼ね合いで 自らの報酬を確保 していないケー

ス(調 査事例⑥)が 見 られ たことに注 目する必要がある。 「報酬は必要ないですか」 とい

う問いに対 して、⑥ の経営主の妻 は、 「報酬 は欲 しい し必要 と思 うが、標準 申告であるた

め、青色 申告 の場合以上 に報酬 と税金支払の間の調和が難 しい。 自分 の報酬 については、

将来的に青色 申告 になった段階で考 えたい」 と答 えている。



表4-10家 族経 営協 定 締結 の内容 と締 結後 の変 化(長 野 県 中野市)

注1)◎ は新たに設けた項 目または 中味を一部改善したもの 、○はそれまでの取り決 めを文 書化 したもの。
2)・は協定締結に伴う直接 的変化 、*は 波及効果的変化 を示す。

4.長 野県中野市 における女性農業者 リー ダーの主体形成6)

以上のよ うな長野県中野市の取 り組みは、今 日の家族経営協定の特徴が最 も典型的に表

れ ているケースの1つ と考 えられ るが、 ここで、家族経営協定の意義を掘 り下げるため、

取 り組み を成立 させたキイ ・パー ソン=変 革主体である女性農業者 リーダーの主体形成 の

過程 について触れておきたい。

その過 程 は、1982年 、1992年 お よび 現在 の3つ の時期 を画 期 として捉 え る こ とがで き る。

(1)第1の 画期-地 域で孤立 した女性農業者 の仲間づ くり-

第1の 画期である1982年 前後は、結婚後、夫や その家族 とともに家の農業や家事 ・育児

な どに夢中で勤 しんできた中野市 の女性農業者が、生活 関係改良普及員を中心 とする下高

井農業改良普及セ ンター(現 北信地域農業改良普及セ ンター)な どか らの働 きかけを受け、

農業技術や農業簿記な どに関す る研修会(「 農村婦人学校」40歳 未満の女性農業者な どを



対象 として1982年 か らス ター ト。 ただ し、1987年 以降は 「女性農業者セ ミナー」)な どに

参加 しは じめる時期である。 この時期、子育てが一段落 し、農家や地域 の生活 にも慣れて

きたことな どか ら自らを振 り返 るゆ とりが生 じ、 「ただの農家のおばさんでは終わ りた く

ない」、 「農業 の仲間が欲 しい」な どの欲求か ら、積極的 に研修 会などに参加 している。

女性農業者が農業者 としての能力開発を 目的 とした トレーニングを受ける機会 を得るのは

これ がは じめてのこととい える。 このことは、女性農業者が、名実 ともに農業の担い手 と

して社会的 に認知 され るキッカケ となった といえる。

これ らの研修 の効果 としては、①農業技術面では栽培技術 の原理的な ことを学んだこ と、

②農業簿記面では経営に とって重要ではあるが不得手な部分であった財務分析 あるいはそ

の基本的な考 え方 を身につ けることができた ことな どがあげられ る。 こ うした ことが、女

性農業者 の能力向上 さらには経営内での責任分担 ・地位 の確立な どにつながっていった。

しか し、 より大きな効果 として女性農業者 の口か ら聞かれ るのは、③ 同 じ年代の同じ立場

の者 と知 り合 った とい うことである。 「同 じ様 な立場 ・悩みな どを抱 える仲間が身近な地

域 にいた とい うことをは じめて知 った。」 とい う趣旨の言葉が しばしば女性農業者か ら聞

かれ る。そ うした背景には、兼業化や混住化が進展す る中で、地域において農業者 として

は孤立 しがちで ある とい う状況が あげ られる。 さらに、研修が修 了後、 「せ っか く知 り合

ったのにこのままではもったいないか ら」 とい うことで、同 じ下高井農業改良普及セ ンタ

ー管内の山之内町の女性農業者 とともに 「農村婦人学校修了生の会」を1987年 に設 立 して

いる。グループの活動 の主な 目的は、相互研鑽 である。

こうした 中で、 中野市の女性農業者 リーダーの生活構造は、家族 ・集落 を中心 とした狭

い範囲か ら農業改良普及セ ンターすなわち数市町村の範 囲へ と広がってい く。

(2)女 性農業者に対する家族の反応

上記の過程において、中野市の女性農業者 の家族 は、彼女たちが 「外 に出る」ことに対

して必ず しも積極的 に支援 したわけではなかった。む しろ、 「外へ出る」 ことに対 して家

族の抵抗 を受けるケース も多 く見 られた。特に、 自分 を理解 し積極的に応援 して くれてい

ると思 っていた夫 か ら 「自分が外 に出ることが多いか ら、外へ出ないで家を守 って欲 し

い」 と言われ ショックを受 けた女性 も少な くない。そ うした状況 の中では、 「無理 して外

へ 出ないで家族か ら期待 されていることをこな している方が無難 」であろ う。 しか し、そ



うした場合、様々な不満や悩みは解消 され ないまま堆積せ ざるを得ない。先にふれたKJ

法 によりま とめられた女性の 「言い分」は、そ うした中で堆積 した不満や悩みが率直に表

現 されたもの といえる。 こうした状況の背景には、後 に論 じる、今 日の家族や地域 にお け

る人間関係 が有 してい る構造的な 「歪み」の存在が指摘できる。

しか し、実際に外 に出てみる と 「楽 しい」。そこで、何回か頑 張って外に出ている うち

に、外に出て 自分 の可能性 を積極的に追求す ることが家族をよ り良 く変 えていくことにつ

ながるのだ とい うことへの確信 を強めてい く。また、 「どん どん外 に出て よ。 出る と機嫌

が良いか ら」 といった子供の言葉を聞き、 自分がいかに 日常の生活 を不満に思 っていたか

な どとい うことを自覚す るよ うになる。 さらには、 「50歳、60歳 になっても夫 と足並みの

そろわない夫婦にな りた くない。そのた めに頑張る」な どとい う思いが生まれた りす る。

このよ うな 中で、新 しい仲 間同志で励 まし合いなが ら、 自らの能力 を高め、知識や技術 を

身 につけてい くことで 目に見 える形の成果を家庭 内にもた らし、結果、家族に対 して しだ

いに 「外 に出ること」 を認 めさせていったケース も少な くない。

注 目され るのは、集落な ど狭い地域 での仲 間と広域的なネ ッ トワー クの仲間 とで、意味

合いが異なってい ることである。 しば しば女性農 業者か ら聞かれ る 「集落の仲間は 「友

達」であり、新 しい仲 間は 「同志」」 と言 う言葉 が端的に両者 の相違 を示 している。

なお、男性の方が一見広域的ネ ッ トワー クの形成 が早 くかつ多様であるように思われ る

が、若い世代を別 にす る と、家や世帯の代表 さらにはその連合体 の代表 としての性格が強

いため、女性に比べて個人対個人の付き合い とい う性格が弱い よ うに思 われ る。その分、

女性のネ ッ トワー クの方 が自由であ り、情報創 出力や相互研鑽 力な どが高い と考えられ る。

(3)第2の 画期-女 性農業者の地域への 目覚め と公的支援 の体系化-

これに対 して第2の 画期である1992年 前後は、①以上 のよ うな女性農業者 の 「裾野」が

広 がってい く一方で、②活動の変質がは じま り、単な る相互研鑽 ではな く女性農業者の 目

が地域に向け られは じめる時期で もあ り、③女性農業者 の リーダーの家族 関係 の変化が顕

在化 して くる時 期で もある。 この時期に、長野県では、 「農村女性 プラン」(1991年)の

策定による農村女性対策の体系化や長野県版女性農業士制度の 「農村生活マイスター制

度」(1992年 ～)が スター トし、女性農業者 の リーダーが地域の リーダー として地域活動

を行 うための足がか りが築かれた。下高井農業改良普及センター管内で も1997年1月 末で



12人 の女性農業者 が農村 生活マイスター として認定 されてい る。 こ うした中で、家族構造

の変化 としては、農業者 として実力をつけ、経営や生活 において一定の地位 を確保 した女

性農業者 の リーダーたちが、給料制、役割 ・責任分担や住 まい方の変化な どを実現 しは じ

める時期 といえる。夫婦単位 での視察研修、生産部会への女性農業者の参加な どもこの頃

か ら各地で見 られ るよ うになる。

(4)第3の 画期-女 性農業者のエンパ ワーメン トとネ ッ トワー クの拡大-

第3の 画期である現在 は、次の2点 で女性農業者 の活動が大き く変化 してい る。

第1は 、女性農業者 の リーダーたちの活動内容 の拡大である。すなわ ち、いままでの相

互研鑽 に加 えて地域に対す る働 きかけが重要なポイン トとなってくる。 「自分たちが苦 し

んできた ことや悩 んできたことを下の世代 に引き継 いではな らない」 とい う認識が明確 に

な り、関係機関を含む男社会を巻き込んでの地域の変革 がは じまってい る。 こ うした女性

農業者のエ ンパ ワー メン トの取 り組みは中野市のみならず長野県下全域で顕在化 しつつあ

る。例 えば、1996年 における長野県の女性農業委員 の数 は104人 にのぼってい る。女性農

業委員の選 出が大幅 に増加 したキッカケ としては、県の農村女性プ ランをもとに、農村 女

性団体の リー ダー が関係機関に働 きかけたことな どがあげ られる。女性農業委員 の多 くは

議 会推薦枠 による選 出が多いが、1996年 の改選では選挙 に よる選 出者 も見 られ るようにな

っている。 中野市 では、1993年 には議会推薦枠で2人 だったのが、1996年 には3人 で うち

1人 が選挙 による選 出となってい る。

第2は 、ネ ッ トワー クの拡大で ある。ネ ッ トワークの広が りは、農業改良普及セ ンター

を越 え、都道府県 さらには全国へ(人 に よっては海外へ)と 広がっている。全国的なネ ッ

トワークの例 としては、 中野市の女性農業者 リー ダーの1人 である清水照子氏が会長を務

める 「全国女性農業経営者会議」(1994年 設立)な どが あげ られ る。 さらに、女性農業者

のネ ッ トワー クをめ ぐっては、地理的に広が ると同時に地域 内のグループ間の連携 ・ネ ッ

トワーク化 とい う動 きが見 られ 、下高井農業改良普及セ ンター管内の8つ の女性農業者組

織の連合体 として、1994年 に 「いきいき女性農業者 の会」が設立 された(会 長は 田尻隆子

氏)。 さらには、同世代の同 じ農 業者 にとどま らず、都市住民や消費者 な どと新たなネ ッ

トワークを形成す るケース も見 られ る。 このよ うにして地域 内外のネ ッ トワー クを充実 さ

せ ることにより、その力が本格的に地域の変革のために活用 されは じめている。



なお、注意 しなければならないのは、彼女たちが 自分の家の農業や生活、身近な地域生

活 をも大事に しなが ら広域的な活動 を進 めている点である。 この点 も、 とかく 「専従」 に

な り、地域や生活か ら遊離 しがちな男性 の活動 のあ り方 と異なる特質 として指摘できる。

このよ うに、彼女たちの取 り組みは、狭い意味での女性農業者 の地位 の向上のみな らず、

地域内の耕作放棄地の地域づ くりに向けての積極的活用、消費者や都市住民 との交流な ど、

女性の視点を生かた多様で幅 の広 いもの となっている。発足時の少数化 した専業的農家の

女性の内向きで相互研鑽 的な取 り組みが、わずか10数 年の間に、男性や地域 さらには都市

を巻き込んだ外向きで高い社会性 を帯びた取 り組 みに変質 してきている。彼女たちの取 り

組みは、世 の中を徐々にではあるが着実に変えてい く力 とな りつつある といえる。

そ して、中野市 の女性農業者の リーダーが家族や地域 を変革 してい く取 り組みの核 が家

族経営協定であった といえる。

第4節 愛知県安城市の取 り組み-企 業的経営におけるパー トナーシ ップの確立7)-

1.地 域 の概 要

愛知県安城市は、名古屋市から30km、 愛知県のほぼ中央に位置 し、人 口約15万 人、総世

帯数5万 戸弱 を数 える都市的地域で ある。矢作川西部の三河平野に位置す る平坦 な土地が広

がっている。土壌 は、大部分が洪積粘土質壌土の乾 田地帯で、一部矢作川沿岸の沖積砂壌

土地帯である。交通は、JR東 海道本線 、名鉄本線、国道1号 線 が走 り、1988(昭 和63)年

に東海道新幹線三河安城駅 も開業 し、 よく整備 されてい る。名古屋市、豊 田市な どに近接

していることか ら、 自動車産業を中心 とした工場進出や住宅開発が進み、急速 に都市化 ・

兼業化 が進展 している。

農家戸数 は2,980戸 で、 うち販売農家は2,411戸 、65歳 未満の農業専従者のい る主業農

家は335戸 となってい る。また、年 間販売金額が1000万 円以上の農家数 は554戸 、3000万

円以上は40戸 となっている(2000年 農業セ ンサス)。1戸 当た り経営耕地面積 は102aで

ある。水 田地帯であるが、多様 な作 目の展 開がみ られ、分厚 い専業農家群が形成 されてい

る。35歳 未満 の新規就農者の動 向をみ ると、1989年 か ら9年 の間で年間1～11人 、総数で41

人 となっている。年 間所得800万 円以上の農家は252戸 を数 える。



2.家 族経営協定締結に向けた取組み

愛知県安城市で は、1996年5か 月か ら農業改良普及センター、農業委員会、農業者 の リー

ダーの3者 が様 々な形で研 究会や会議 を開き、家族経営協定について理解 を深 め、まずは

モデルケース として先進的農家6件 が1996年8,月 に協定 を結んだ。その後、翌1997年7月

に合 同調印式を実施 し、15件 が締結 した。

1998年 における締結者数は16件 で、高度な技術 と経営者能力 を有す る企業的経営が多い。

家族 の労働報酬(平 均月額)を みる と、後継者217,000円 、経営主の妻189,000円 、後継者

の妻95,000円 となっている(表4-11)。

表4-11協 定農家 にお ける続柄 別報酬 月額
(愛 知 県安 城 市 ・1998年10年8月 末)

出典:安 城 市 資料 よ り。

協定書の雛形は、専門技術員のア ドバイスを受 け、愛知県の生活関係改良普及員が合同

で作成 した もので あり、経営か ら生活全般 にわたるものであること、経営 ・生活のモ ッ ト

ーや 目標が記載で きる ところな どに特徴があるとい える。

農業改良普及セ ンターでは、1989年 度か ら県下のモデル地域 として 「報酬の支払える農

業経営者の育成事業」に取 り組み、1994年 度か ら 「新 しい家族経営推進運動事業」の推進

・実施活動が行 われた。 このよ うに早 くか ら経営体の さらな る育成の一環 としての取 り組

みの下地が整っていたために、家族経営協定の推進 もこの流れ に沿って進 められてきた。

なお、安城 市の取組みでは、合同調印式に際 して、 「パー トナーシップ経営」の実現 を

地域 に推進す ることを明確化す るため、個々の協定書の様式の前 に共通の表紙 と趣意書 を

添付 している。

3.協 定締結農家の特徴 と締結の経緯、締結の内容 、締結後の経営 ・生活の変化

(1)調 査事例農家の概 要

世帯構成は、1ケ ースを除き多世代同居である。 販売金額第1位 の作 目は、花卉 、露



地野菜、施設キュ ウリ、水耕 ミツバな ど集約 作 目となってい る。農業労働力は2ケ ースを

除 き雇用が入 ってい る。年間の農産物販売金額 はいずれ も大きい。いずれも認 定農業者で

あるが、法人経営 はない。税務 申告は、いずれ も青色 申告である(表4-12)。

表4-12調 査 対 象農 家の概 要(愛 知 県安 城市)

注:1998年 に実 施 の 現 地 調 査 よ り(以 下 、 表4-13・14も 同 じ)。

(2)協 定締結の経緯

協定の締結プロセスにおいて調査事例 を通 じた共通点は、次の通 りである(表4-13)

①協定締結の発案者 は、経営主の妻および経営主の夫 となってい る。また、 どちらの場合

で も、働 きかけの 中心は 自らの配偶者 となってい る。

②基本的にはそれまで 口頭 でな されていた取 り決めを文書化 しつつ、一部改善す るとい う

や り方を基本 としつつも、家族に とって懸案 になってい る内容 を策定 ・追加 してい る。

③文書化す る過程で協定 の内容について家族で話 し合いや確認な どを行い、さらには関連

す る様々な懸案 についても話 し合 いを行 っている。

④文書化 は今までや ってきたルールの確認 とい うよ うな感 覚が強 く、抵抗が少ない。

⑤締結 にあたって家族の反対が少なかった点。ただ し、経営主の妻が発案者であった場合、

長野県中野市 と同様、いずれも家族 に協定のことを切 り出す までに半月か ら1カ 月程度 の

時間を要 してい ることに注 目す る必要。



表4-13家 族経 営協 定の締 結 の経 緯(愛 知 県安城市)

(2)主 な締結 の内容お よび経営 ・生活の変化

締結 された協定の内容は、農業改良普及セ ンターが示 した愛知県のモデル協定書を雛形

に しているが、経営 ・生活の 目標 ・役割分担、報酬、労働時間 ・休 日の他、農作業安全 ・

福利厚生研修 、健 康管理、経営委譲、住まい方な ど経営か ら生活運営全般 にわたるもの と

なっている(表4-14)。

次に、協定締結後の経営 ・生活の変化について見 ると、次の通 りである。

①経営 ・生活 の 目標 、役割分担 ・意思決定については、従来 の確認が基本 となっている。

しか し、やは り、熊本県鹿本町や長野県 中野市の場合 と同様、従来の 口頭の取 り決 めは必

ず しも相互了解 とはなってお らず、協定締結に際 して、諸々の関連事項 について家族で話

し合 う中で、特 に、経営主の妻の安心感や意欲 、責任感の増大が生 じている。

なお、経 営 ・生活 の 目標 については、まだ、モデル協定書が示 した項 目にあてはめた と

い う域 を出ない場合 が多いが、調査事例④では、当該経営 らしいオ リジナ リテ ィに満ちた

もの となってい る。 また、調査事例⑥では、慈父 の遺訓 を活用 して、経営や生活をま とめ

る共通理念 としている点、注 目に値す る。

②就業 ・生活条件 についても、報酬面で収益分配方式に変更 した調査事例①③以外 は、従

来の確認 とい うケースがほ とん どとなっている。調査事例においては、報酬や休 日制につ

いては、す でに内実 として確立 されているため、熊本県鹿本町や長野県 中野市 のような変

化は見 られ なか った。ただ し、今回の締結 をキ ッカケに、報酬面で、労働報酬方式か ら収



益分配方式への変更の検討がはじまっているケース(調 査事例④⑤)も 見 られた、

③意識面において 、いずれのケースで も、経営主の妻 の農業や生活に対する意欲や 自覚 ・

責任感の増大がみ られる。 この ことは、熊本県鹿本町や長野県中野市 と共通である。 また、

こ うした変化の下、家族内、特に夫婦のコ ミュニケー ションが活性化 してい るが、協定に

おける家族会議 の設定が、その裏付 けとして機能 してい る(表4-14)。

表4-14家族経 営 協定 締結 の 内容 と締 結 後 の変化(愛 知 県安 城市)

注1)◎ は新たに設けた項 目または中味を一部改善したもの、○ はそれまでの取り決 めを文書化 したもの。
2)・ は協定締結に伴う直接 的変化 、*は 波及効果的変化を示す。

ここで、1996年 に地域の先駆け として協定の締結を行った2つ の事例についてよ り詳細

に見てみたい。



【調査事例③】

1)世 帯構成

家 族構 成 は 、父(79歳)、 母(75歳)、 夫(52歳)、 妻44歳)と 子供2人(21歳 お よび1

1歳)の3世 代6人 家 族 で あ る。

夫は農林高校卒業後、県試験場(種 鶏場)に4年 間つ とめた後、昭和46年 に就農 した。本

人 は兼業農家出身で結婚後 も地元農協に勤務 していたが、長女の誕生(1986年)を 機 に退

職 した。

2)経 営 の概況

米麦作 とミツバ、養鶏な どを主力 とす る土地利用型複合経営である。

経 営耕 地 面積 は約20haで 、 自作 地50aと な って い る。

水稲の作付けは8haで 、 コシヒカ リを中心に、酒米や古代米な ども生産 している。販売

は80%が 量販店や消費者への直売 となっている。 この他、春 と秋 の作業受託を5ha行 って

い る。水稲 の生産 に関 しては、4人 で営農組合を結成 している。

小麦の作付けは12haで 、全量を農協に出荷 している。

ミツバ は、26a(ハ ウス)で 、全 量 を農 協 に出荷 して い る。

養鶏は、採卵鶏 が300羽 で、全 て直売 している。 この他、新規部門 として、肉用鶏が20

00羽 で、近在の業者 と連携 しなが ら生産 ・加 工 ・販売を一貫 して行 うこ ととしている。

年 間農産物販売金額は、約2000万 円となってい る。

家族の うちで、農業に従事 しているのは、母お よび夫 と本人である。 この うち、経営全

般 と米麦作 、養鶏は夫が中心、ミツバは妻の責任分担 となっている。 なお、長男は大学 の

農学部 に在学 中で、卒業後、農業に従事す る予定である。

雇用 については、水稲 ・小麦で季節雇用 を2人 、 ミツバ でパー トを7人 雇用 してい る。

雇 用管理は主 に妻が行っている。

2)協 定締結の経緯

経営主夫 が家族経営協定については じめて知 ったのは、19968年 春 の愛知県農 業会議での

講演会であった。 「これは、妻 のこれまでの働 きに報いつつ、経営や生活 を向上 され るの

によい手段 なのではないか」 と思い、す ぐに農業改良普及セ ンターに相談 に行 った。その

後、6月 以降、担 当の普及員に間に入 っても らいつつ、夫妻 で協定を締結 した。妻は、協

定 について、当初は水 くさい と感 じたが、元農協職員 とい うこともあ り、農協の定款 のよ

うなものだ と捉 え、受 け入れ ることがで き、内容 についても自らの こととして考えられ る



ようになった。その後、愛知県で作成 されたモデル協定書 をもとに、普及員 と夫婦で話 し

合いを重ね、1996年8月 に書面の形に整 え、翌1997年 、合 同調印式 にのぞんだ。

3)締 結 の内容 と締結後の経営 ・生活 の変化

協定の内容 は、農場のモ ッ トー ・、 目標 か ら家族会議 、旅行、役割分担、休 日、労働 時

間、労働報酬、責任分担部分の収益分配、生活時間、委譲、住まい方、家事、家計、健 康

管理、作業環境、その他 の15項 目か らなる、きわめて総合的で細やかな ものとなってい る。

多 くは夫婦の間での 口頭 の取 り決めを基本 としてい るが、今回の協定における新たな と

り決 めとしては、

① 農 場 のモ ッ トー ・目標 を 明示 して い る。

②妻の責任 分担で あった ミツバについて、収益分配方式に変更 した。

③妻の財産権を確保す るため、夫が両親 に働 きかけ、あわせて養子縁組 を行い、協定の添

付書類 としている。

④家事については、妻が炊事担当になってい るが、やむ えない場合はお互いが協力す るこ

ととし、夫 の家事参加 を取 り入れ ている。

な どがあげ られ る。

協定締結後、妻 は、大変感激 して、協定書を仏壇に上げた とのことで ある。また、意欲

が増す とともに、経営の方針決定に対 して積極的 に意見 を言 うようになった と語っている。

夫 は、妻が一層元気になったのでね らい どお りであ り、また、将来法人化 を考えている

が、定款や就業規則づ くりの良い練習になった と語っている。



家族経営協定書

(目的)
この協定書は、甲(経 営主)と 乙(妻)が 、お互いに責任 ある仕事 を行い、未来的な農

業を営むため、家族が力 をあわせ、健康 で豊かな楽 しい農場 と家庭生活 を築 くことを 目的
とす る。
農場のモ ッ トー
☆少年(お 父 さん ・お母 さん)よ 大志を抱け
☆夢 と浪漫のある農場づ くり
☆お もい愛のある家族
農場の 目標
☆農場→3本 の矢(水 田 ・畜産 ・園芸)の 充実強化
☆生活→健康 で豊かなゆ とりある人生を 目指す
☆国際→海 外農業研修生 を通 じ国際貢献 をす る
☆後継→わが農場を視察 ・研修す る者 に 「夢 と浪漫」を与 え育成 を図る
1.家 族会議 の開催

①1年 の計は元旦 にあ り!
年 間 目標 、所得の 目標や家族経営協定書の見直 し、各担 当の記帳結果に基づき営
農 ・生活設計の見直 しを行 う。

② 期 中の家族会議 は家族の誕生 日祝いの 日に合わせ て開催す る。
☆1月27日 ☆3月1日 ☆6月5日 
☆7月11日 ☆7月12日 ☆10月1日 

③ 大晦 日の餅つき 後、総会を開催。
④ その他必要 と認 めた時に臨時家族会議 を開 くことができる。
2.研 修 ・旅行 に関す ること
① 未来的農業を実現するため先進地視察や講習会に積極 的に参加、特に異業種 との交
流 を多 く持つ。

② 夢 と浪漫を求めて熟年旅行 を計画実行。心の洗濯 をす る。
③ 春 と秋 に視 察兼慰安旅行に従業員 と同行 し、良い労使 関係を保つ。
④ 海外研修生の故郷 を訪問 し、研修成果 を確認。 旧交 を温 める。
(中国 ・韓 国 ・フィリピン ・オース トラ リア ・メキシコ ・象牙海岸 ・ミャンマー等)

⑤ 以上、経営能力 ・作業環境改善 ・能率的農作業 ・農家生活 ・労使 改善等のた め各種
研修会 ・研究会 ・視察旅行等 に夫婦又は単独 で参加。
3.経 営役割分担

① 米麦 ・養鶏作業 に関わるものは甲が主体。
② みつば工場に関わ る作業計画、販売計画、雇用人 の案配は 乙が主体。
③ 米麦 ・養鶏 に関わる記帳は甲が主体。
④ みつば工場に関わ る記帳は乙が主体。
⑤ 青色 申告 ・渉外部門は甲が主体。
⑥ 以上必要 に応 じ助 け合い相談 をし適材適所 に行 う。
4.休 日
① 原則 として毎週 日曜 日。
② 国民の祝祭 日。
③ 市揚の休み に連動 し休 日にす る。
④ 海外研修 ・研修生 の指導で外国に長期休暇を利用。
5.労 働時間

① 始業時間 午前8時30分 終業時間5時30分
②1日 の労働 時間は原則 として8時 間 とす る。
③ 農作業等で時間が不規則になる時は甲乙双方で合意 をとる。
④ 昼食時間 正午30分 か ら1時 間 おやつ時間 午前10時 と午後3時 の各10分
間
⑤ 小休止は作業内容 により各 自自由にとる。
⑥ 毎朝の ミーテ ィング、各記帳時間、研修会議等 も労働範囲 と認 める。
6.労 働報酬に関す るこ と

労働計算は毎 月1日 に始ま り、月末31日 に〆切、翌月5日 に甲は乙に下表の とお り
給料を支払 う。

7.収 益 の配分 に関す ること



甲は、乙が農業経営 に従事及び寄与 した報酬 として、農業経営上発生 した収益 の一部
を乙に下記によ り配分す る。

8.生 活時 間に関す るこ と
① 各 自の作業体制 の中でゆと りの時間をつ くり活かす。
② 盆 ・正月等は 甲乙一緒 に行動することを 目指す。
9.経 営移譲 ・年金に関すること

① 甲、乙が有す る経営権及び経営用資産 については、将来 甲乙の合意 に基づき後継者 に
移譲する。移譲の時期は甲乙が リタイヤ をする直前 とする。
(後継者 はE家 の後継は もとよ り、職業の後継は3者 協議の上決定す る)

② 乙は先代父 と養子縁組を交わ してあること。
③経営移譲後は農業者年金 ・国民年金 ・み どり年金等を受給 しなが ら、体力に応 じたボ
ケ防止的農作業 による労働奉仕 で老後 を安心 して迎える。

10.住 まい方 に関す ること

① この件 に関 しては、家族全員で協議 をす る。②
3世 代がプライバ シーが守 られ る、楽 しい家族生活 を 目指す住まいづ くり。

③ 後継者 の結婚時期に より、新居 の新築予定。 旧家はそのまま家宝 として保存。
④ 住居 と作業場 との完全分離。
11.家 事 に関す ること

① 家事分担 については家族全員で協議決定す る。
② 分担 にあた っては特定の者 に負担がかか らない よ うに各 自が能力 に応 じ適正な分担
になるよ うにする。
③ 家事分担は主に甲が渉外 ・修繕担 当、乙が炊事担当を行 うが、やむを得ない場合 は
お互いが協力 し合 う。

12.家 計 に関す ること

① 甲は青色 申告等 の関連で経費を扱い、乙はその他年1回 の決算報告を行 う。
13.健 康管理 に関す ること
① 年 に1回 は必ず健康診断を受けること。異常があった揚合 は速やかに精密検査 を受
け、治療を有す る場合は健康 回復のため努力する。家族 も協力!
② 健康 に留意 し、病気の早期発見 ・早期治療に努め、休養 が必要な場合は農作業を休
む。
③ 週 に1日 休肝 日を設ける。深酒 は しない。
14.安 全で快適な作業環境 に関す るこ と

① 農作業安全(農 薬 ・機械等)に 配慮す る。特に交通安全には……。②
快適 な作業環境づ く りに努 める。

③ 災害 に備 え、高額な労災保険に加入す る。
15.そ の他

① 研修生等 の教育指導は甲が、生活 ・保険等のお世話は乙が担当。
② 取引先商店 ・食堂は ごひいきにし、月 に1回 はお じゃます る。
③ 農業技術 ・経営 に関す る研 究開発 を行 う。④ 農家

、農村 ならではのゆとりのある生活 を楽 しむ。
⑤ 新幹線三河安城駅舎が見 える当地で農業 を演出 し、非農家 との融和を図 る。
⑥ 「三河地鶏」等農産物加工販売を独立 させ、新会社設 立の研究。

平成 年 月 日
住所 安城市
甲(経 営主)
乙(妻)
立会人
安城市農業委員会
会 長安

城市農業改良普及センター
所 長

添付書類
父 母 が の妻 と養子縁組をした書類

※養子縁組により家族経営協定を強固にする。



【調査事例④】

1)世 帯構成

家族構成 は、夫(57歳)、 本人(54歳)、 長男(25歳)、 長男 の妻(22歳)長 女(23

歳)の2世 代5人 家族である。

夫は農機具販売会社で営業職 を経験 した後、1963年 に就農 した。本人 は非農家出身で、

病院で事務職 を経験 した後、結婚 ・就農 した。後継者である長男 は、アメ リカで2年 間園芸

の技術 を学 んだ後 に就農 し、現在就農4年 目を迎 える。

2)経 営の概況

花壇苗を中心 とした施設 園芸経営である。

経営耕地面積 は、約150aで 、 自作地は115aと なっている。

主な作 目は、花壇苗2400坪 、観 葉植物400坪 、ハイ ドロカルチャー120坪 で、最大の主力

の花壇苗については、パ ンジー、 日々草、ロベ リアな ど10種類 を生産 している。今後 は、

しだいに花壇苗の ウェー トを増や し、フラワー ア レンジメン トの教室な どを開きつつ、直

売所を設置 して、高付加価値化 を図 りたい としている。

家族の うち、農業 に従事 してい るのは、夫 と本人お よび長男である。役割分担は、花壇

苗が経営主夫、観葉植 物が長男、ハイ ドロカルチ ャーが妻、家事 が長男 の妻中心 となつて

い る。農業簿記お よび作業 日誌 の記帳は妻が 中心 となっている。経営計画は夫、妻、長男

の3人 がそれぞれ が部門 ごとに作成 している。

雇用は、花壇用苗 関係 がパー ト6人 ～13人 、ハイ ドロカル チャー関係 がパー ト1人 、観

葉植物関係 がパー ト1人 となつている。

3)家 族経 営協定締結の経緯

家族経営協定については、1995年 に開催 され た農業改良普及センター主催の勉強会 で、

妻がは じめて知った。愛知県の女性版 の指導農業士である農村生活 ア ドバイザー として、

「何か形に残 したい」 と考えていた ところで、、普及員か らも推進 してほ しい 旨の話があ

り、地域の先駆 け として協定を締結 しよ うと家族 に提案 した。夫は、当初 、 「20年前に給

料制 も定期的休 日も実現 しているのに、何を今 さら」 と語 ってはいたが、妻の説 明に より

了解 し、その後はスムーズに協定を結ぶ ことができた。 また、長男は、 自分が物心ついた

時か ら給料制や週休制 は当た り前のこととして確 立され ていたので、やは り協定の締結 に

は抵抗感は感 じなかった。

1995年8月 に書面を整 え、翌1996年 に、結婚 したばか りの長男の妻を交 え、調印式に参



加 して再締結を行 った。

4)締 結 の内容 と締結後の経営 ・生活の変化

締結 した内容は、経営や生活の 目的、役割分担、家族会議、報酬、労働時間、休 日、農

業労働安全、研修 、経営移譲、家計費、家事分担、生活時間、住 まい方 の14項 目か らなる。

いずれ も口頭 の取 り決 めを文書化 したものであるが、妻 と長男の妻は、家族か ら改 めて 自

分 の役割が認 められた ことか ら、安心感、 さらには意欲 と責任感の増大が生まれ ている。

また、1996年 には、家族経営協定を締結 されたのだか ら、 とい う理 由で、安城市農業委

員会か ら妻の農業者年金加入の働 きかけがあ り、加入 したが、 自分名義の通帳か ら年金 の

掛 け金が支払 われ るに際 して、 自分 も共 同経営者になったのだ とい う実感 が湧いた と語 っ

てい る。

さらに、将来の法人化への転換 を見越 して、定款や就 業規則 の前段 として協定の見直 し

を行 うこ と、報酬 面において、共 同経営者 にふ さわ しい収益分配 に変更する方向で検討 を

は じめている。

協定の普及推進 にあたっては、妻は、周囲の女性 の中には 「夫 に家族経営協定の話がで

きない」 とい う人 もあ り、男性 の側 の意識変革の必要 性を強調 している。



家族経営協定書
(目的)
第1条 この協定書は、 (経営主)、 (妻)、 (後継者)、

　後継者の妻)が 各 自の能力 を十分に発揮 し、家族が力を合わせ豊かでゆ とりの あ
る農業 経営 と家庭生活 を築 くことを 目的 とし、家族全員で話 し合い、次の 「わが家の

モ ッ トー」 「わが家の 目標」を定める。

わが家のモッ トー
や りがい、い きがい、働 きがい

わが家 の 目標
明るく楽しい農業

(役割分担)
第2条 役割分担は次の通 りとす る。
(1)経営部門
主 担 当 花壇苗:経 営主 ハイ ドロカル チャー:妻

観 葉:後 継者
(2)農 業簿記及び青色 申告 に関す ること
主担 当 妻 副担当 経営主

(3)作 業 日誌 の記帳
主担 当 妻及びパー ト

(家族会議 の開催)

第3条1年 に1回 、7月 に家族会議 を開催す る。内容 は、年間 目標、所得 目標、家族経
営協定書の見直 し、各担 当の記帳結果の報告 を行 うもの とす る。

(報酬)

第4条 報酬 は、次のとお りとす る。
1基 本 的報酬

(1)経 営主 は、毎 月下記 の表の とお り妻、後継者 、後継者の妻 に給料を支給す る。た
だ し、予想外 の変化 によりこの額が著 しく不当になった時は、家族 で協議 し全員合

意の上変更す ることができる。

(2)支 払いは、毎月1～31(30)日 分を翌月の5日 に支払 う。

(労働時間)
第5条1日 の労働時間は8時 間を原則 とする。
ただ し、農作業 の繁閑により家族協議 の上延長又は短縮す ることができる。
21日 の農作業 の始業及び終業時刻は次の とお りとす る。

(1)始 業時間(夏)午 前8時00分(た だ し、妻は9時)
(冬)午 前8時30分(た だ し、妻は9時)

(2)終 業時間(夏)午 後6時00分(妻 も6時)
(冬)午 後6時00分(妻 も6時)

ただ し、やむを得ない事情 により、始業及び終業時刻 を切 り上げ、又は繰 り下げるこ
とができるもの とす る。

3休 憩時間は次の とお りとす る。
(1)昼 食 時間 午後0時00分 ～午後01時00分 まで(夏 は午後1時30分 まで)

(2)作 業間休憩時間 午後3時 ～午後3時20分 まで
(3)小 休 止は作業に応 じて とる。
4毎 朝 のミーテ ィング、農業簿記や作業 日誌の記帳時間、研修会議等 も範囲 とす る。

5毎 朝、 ラジオ体操 、朝礼 を行 う。



(休 日)

第6条 休 日は月4回(毎 週 日曜 日)と す る。祭 日も休み とす る。正,月、盆は各7～10
日とす る。

(農業労働 安全)

第7条 農業労働安全 に関 しては、次の とお りとす る。
(1)農 作業安全(農 薬、機械等)に 配慮す ること。
(2)快 適な作業環境(更 衣室、休憩室、 トイ レ等)。

(3)災 害に備 え、労災保険に加入す ること。
(4)年1回 は、全員が健康診 断を受診す る。

(研修等)
第8条 経営能力 を一層磨き、作業環境の改善、能率的な農作業の実施、農家生活発展 の
ために各種研修 会、研究会、視察等 に夫婦単位 あるいは個 人で積極的に参加す る。

(経営移譲、年金、退職金)
第9条 経営主及び妻が有す る経営権及び経営用資産については、将来経営主及び妻の合
意に基づ き、後継者 に移譲する。移譲時期は、経営主63歳(妻60歳)に なった とき
に行 う。
2移 譲後は年金 と体力 に応 じた作業分担による報酬で安定 した老後 を確保す る。

(家計費)

第10条 共通家計費にっいては、家族で協議 し経営主が20万 円を拠出す る。

(家事分担)
第11条 家事分担については、家族全員で協議 し決定す ること。
2分 担 にあたっては、特定の者 に負担がかか らない よ うに各 自が能力 に応 じた分担にな

るよ うに し、主 に次の とお りとす る。やむを得 ない場合はお互いが協力 し合 う。
(1)食 事の支度 主担当 後 継者の妻副 担当 妻
(2)洗 濯 主担当 後継者の妻 副担当 妻
(3)掃 除 主担当 後継者の妻 副担当 妻
(4)家 庭菜園 主担当 後継者の妻 副担当 妻

(生活時間)
第12条 各 自の作業にあわせたゆ とりの時間を活かす こと。
2家 族の リフレッシュのための旅行等(福 利厚 生)を 年1回 行 うこと。

(住まい方)

第13条 住まい方 については、次のとお りとす る。
(1)住 まい方については、家族全員で協議 し決定す る。
(2)お 互いがプライバシーを尊重 しつつ、家庭生活の 円滑化を図る。
(3)後 継者の結婚時期によ り、新居の新築を予定す る。

(協定期間)
第14条 この協定の期間は、協定を締結 した 日の属す る月 の翌月 の初 日か ら1年 間 とす
る。ただ し、家族か ら申し出のない限 り、本協定は さらに1力 年継続 され るものとし、
その後 もまた同様 とす る。

平成 年 月 日
住所
(経営主)
(妻)
(後継者)
(後継者の妻)

立会人
安城市農業委員会
会 長 氏 名

愛知県安城農業改良普及センター
所 長 氏 名



注

1)群 馬 県高 崎 市 の取 り組 み の経緯 につ い て は、 以下 の文 献等 を参 照。

田 口(1995)、 斎藤 ・西 山(1996)、 斎 藤(1997)、 西 山(1996a)、 川 手(1994)

(1996)。

2)1996年2月 に実 施 した ヒア リン グよ り。

3)江 原(1995)を 参 照。

4)熊 本 県鹿 本 町 の取 り組 み の経緯 につ い ては 、 町役場 の キイ ・パ ー ソン として協 定 の普

及推 進 に きわ め て重 要 な役 割 を果 した 有尾 隆俊 氏 ほか の論考 が詳 しい。

有 尾(1996)、 川 手(1996)(1998a)

5)長 野 県 中野 市 の取 り組 み につ い て は、以 下 の文 献等 を参照 。

長 野県 農政 部 農業 技術 課(1997)、(社)農 山漁 家 女性 ・生活 活動 支援 協 会(1996)

(1998)。

6)長 野 県 中野 市 の女性 農 業者 グル ープ の活 動 の概 要 と意 義 にっ い ては 、西 山 ・川 手

(1997a)(1997b)、 川 手(1997)(2000b)等 参 照。

ま た、彼 女 た ちを支援 して きた農 業 改 良普 及 セ ン ター の意義 につ い て は、 西 山

(1997)、 川 手(1997)等 を参照 。

7)愛 知 県 安城 市 の取 り組 み に つ いて は、 以 下の 文献 を参 照 。大 谷(1998)、(社)農 山

漁 家 女性 ・生活 活 動 支援 協会(1997)(1998)。



第5章 家族経営協定の今 日的意義 と課題

本章では、前章 までの分析や考察 を受 け、家族経営協定の特徴 と親子協定 との相違、家

族経営協定 の今 日的意義及び課題 について論 じたい。

第1節 家族経営協定の特徴 と親子協定 との相違

1.家 族経営協定 の特徴

今 日の家族経営協定の特徴 については、次の5点 が指摘できる。

第1は 、協定締結の対象については、園芸や畜産 の産地 の専業的家族経営が多いことで

ある。主な作 目では、施設園芸や花 き、野菜、果樹、畜産な どが多 く、総 じて収益性は高

い。税務 申告は青色 申告が大半を 占める。家族経営が大半だが、法人経営(一 戸一法人)

もみ られ る。世帯構成は多世代同居が多 くなっている。

第2は 、協定の様式については、二局長通達で例示 された様式な どをモデル として策定

されてお り、基本的な部分は似か よってい るが、地域の実情な どに合 わせて様 々な工夫 が

加 えられていることである。そのため、地域によ り協定の様式が少 しずつ異なったもの と

なっている。ただ し、農業者年金加入のみを 目的 とす るケースは一律 とな る傾 向が強い。

第3は 、推進 の中心であ りモデル となる先進的経営 において も、協定の締結 を家族で経

営 ・生活のあ り方 を見直す よい機会 として活用 し、家族のニーズに応じ た条項 を加 えて、

一層内容豊 かな ものにしていることである。先 に詳述 した長野県 中野市や愛知県安城市の

協定の事例 な どがその典型例 といえる。

第4は 、農業改良普及セ ンターや市町村農業委員会 な ど関係機 関の支援の下、経営主世

代、特 に妻 が主導 とな り協定の締結 を行 い、締結者の範囲 も夫婦 のケースが多 くなってい

ることである。後継者世代 を含 めて締結 した場合 も、経営主夫妻 が締結 の中心 となってい

るケースが多い。

第5は 、協定の締結以上に協定を結ぶプ ロセスがポイ ン トとなってい るケースが多いこ

とである。

調査結果か ら考察す る と、協定の内容については、現状の部分的な改善あるいは現状 の

確認の場合が大半 を占める。また、締結 に伴 う意識の変化(意 欲の増大な ど)な ど波及効



果的な変化 が しば しば見 られる。家族経営協定の締結の満足感や波及効果的な変化 は締結

した協定の内容 それ 自体 とい うよ りも、①協定の締結までのプ ロセスす なわち家族 におけ

る話 し合いの質 と量、②調印式な どよる協定の社会的認知、③締結内容 の遵守がポイ ン ト

となっていると考 えられ る。 そのためには、まず、締結者 が協定 の意義や 目的について十

分理解 しかっ納得 した上で、主体 的に協定 を締結す る必要がある。

先 に示 した(社)農 山漁村女性 ・生活活動支援協会 による全 国アンケー ト調査 の結果で

は、家族経営協定 を締結 しても、経営 ・生活の変化 が特にない とする回答の割合 は3割 を

超 えていた。 クロス集計の結果では、締結後の締結に至る家族での話 し合いや参画の程度

と関連が大 きいこ とが示唆 されたが、第4章 の熊本県鹿本町や長野県 中野市な どの事例分

析 において も、経営 ・生活の変化 が認識 されないケースでは、協定の締結者が、①協定は

認 定農業者の認定 を受 けた り農業者年金 の加入の 「紙切れ」にす ぎない として認識 してい

るか、②地域や生産組織の取 り組みの 「おっきあい」 とい うことで締結を しただけで協定

の内容や意義について十分理解 していないため、いずれ も経営主が他の家族に相談す るこ

となく勝手に協定書を策定かつ押印 して提出 している。

以上の2～5に ついて地域や個 々の経営や生活の実状 を反映 して、 「古典的問題」の解

決 伯 由になるお金がない)か ら女性 の財産権、終末期 宣言、介護 、老後 の扶養、家事 ・

育児の経済的評価な ど 「現代的問題」への対応まで、協定の取 り組み もきわめて多様な も

のになっている。

2.家 族経営協定 と親子協定の相違

ここで、家族経営協定 と親子協定 との相違 について考察 してみたい。家族経営協定は親

子協定が原型 とになっていることはい うまでもないが、質的に大き く異なっていると考 え

られ る。具体的な相違点 としては、次の2つ があげ られ る。

第1は 、協定の 当事者 として、親子協定では経営主 と後継者 に限定 され ていたのに対 し

て、女性が加 わ り、 さらに、協定 の締結 に際 して、家族 の中で、 中心的な役割を果た して

いる とい う点で ある。 これまでの分析 か ら浮かび上がって くる協定締結のプロセスは、経

営主の妻が発案 し、夫が積極的に対応 して締結 ・調印に至 るとい うものである。そのた め、

家族経営協定は、すでに示 した とお り、締結者が夫婦 とい う協定の件数 が最 も多 くなって

いるが、実際上 も、経営主世代におけるパー トナーシップの確立 とい う性格が強 く、親子



協定 における経営主 と後継者 とい う世代 間の関係 改善 ・調整 とは大き く異なっている。

第2は 、協定の内容 どあるが、親子協定では報酬及び経営移譲 に限定 されていたのに対

して、報酬 のみな らず休 日や労働 時間な ど就業条件全般 、さらに生活面 に関わる項 目が盛

り込まれてい る点で ある。中には、女性 の財産権の確立に関す る協定が結ばれ るケースも

生 まれている。報酬面についても、家事 ・育児に対 して報酬を支払 うケースも見 られる。

また、経営主が他 の家族 に給料を支払 うとい う形式だけでな く、農業 に従事す る家族全員

が共 同経営者 として横並びで収益 の分配 を行 うとい うスタイル も見 られ る。

こ うした親子協定 と家族経営協定の相違の背景には、約30年 間にお ける専業的農家の家

族構造の大 きな変化があると考え られ る。

今 日の専業的農家(過 疎地域及び鹿児島な ど末子相続慣行の地域を除 く)の 家族構造 の

変化 を、親子協定 の時代=「 直系家族形態をそのままに しての夫婦家族化」 と対比 して表

現す ると 「直系家族形態 をそのままに しての個人化」 となる1)。 これ を社会学的観点か ら

より詳細に記述す ると、 「①直系家族形態はそのままで、②夫婦(及 びその未婚の子供)

間の情緒的結びつ きが一層重視 されなが ら、③個人単位 での営農 ・生活の一定の分離化が

進展 している状況」 とま とめることがで きる。 この うち、②については、1960年 代か ら、

す なわち親子協定 の時代か ら見 られ る現象であ り、世代 間の営農 ・生活の分離が促 され る

背景 となったが、今 日ではその傾 向が一層強 まっている といえる。③が今 日的にお ける特

に新 しい変化の部分 といえるが、特徴的な現象 としては、①営農 における女性の責任分担

・経営参画 の促進 、②家計においては女性労働の タダ働 きの解消 などを背景 とした個計の

出現、③家族を離れた個人 としてのつきあいの増大 などがあげ られ る。③について付言す

ると、 旧来の地縁や血縁 に基づ くつなが りとは異なった 「選択縁」、 「友縁」 と呼ばれ る

よ うなつなが りであ り、これは家族 と地域社会 との間に新たな回路が開かれた ことを意味

す る。そ うした中で、個人の 自己実現の基盤 が確保 される と同時に、新 しい地域形成に向

けた動 きも生まれ ている。なお、以上の個人単位 での営農 ・生活 の分化 は、あ くまで も個

人 と世代内、世代 間の生活のバ ランスの上に立った ものであること、農家家族 の個人化 の

趨勢 が強いため、バ ランスをとるのは容易ではない ことに注意 しなけれ ばな らない。

綿谷は、親子協定の時代の農家家族の変容 を論 じた際に、農業の技術構造や経営構造が

近代化 し、いわゆる要素所得均衡 の 自立経営農家層が成立す ることが前提 としなが ら、ア

メ リカの家族農場 に近い性格の夫婦家族化が進む とした2)。 しか し、 日本の農家は、綿谷

の予測 した ような夫婦家族化 にはな らなかった。実際には、組織 としてのい え、すなわち、



直系家族形態(多 世代 同居)は 崩壊 していない。 また、新 しい変化 のベ ク トル として、個

人化が加 わっている。

こうした家族構造の変化 は、農村社会 の変化 を考える上できわ めて重要であ る。 こうし

た変化 をもた らしたキイ ・パー ソンは、親子協定の時代 における青年農業者の リーダー と

異 な り、今 日、50歳 代の女 性農業者の リー ダーであると考 之られ る。彼女たちは、戦後生

まれであ り、いわゆる戦後民主化教育を最初 から受 けた世代である。農業 との関わ りでは、

農家出身か否 かにかかわ らず、結婚後 には じめて就農す るとい うパ ターンが多い。都会の

サ ラ リーマ ン家庭出身で結婚前は全 く農業 ・農村体験のない者 も少な くない。彼女たちが

農業者 としてのアイデ ンティティを確立 し家族や地域社会を変 えてきたあるいは変えよ う

としてきた過程 を分析す ることによ り、専業的農家の家族構造の変化 とその意 味を的確 に

捉 えるこ とが可能 と思われ る。 これは、先に詳述 した長野県中野市の女性農業者 リー ダー

の主体形成の過程 に典型的 に示 されてい る。今 日の女性農業者 リー ダーは、夫婦単位 での

暮 らしを重視 しなが ら、多世代での暮 らしも大切 に し、同時に自らの 自己実現 も可能にす

ることを志 向 している。 そ うした 中で形成 されてきた家族のあ り方が、 「直系家族形態 を

そのままに しての個人化」なのである。今 日の家族経営協定は、家族のあ り方 をめ ぐって

大 きな変化 が見 られ る中で、世代内の関係 を重視 しつつ、個人 と世代内、世代 間の生活 の

バ ランスを とりなが ら、新 しい農家の家族 関係のあ り方への転換 を促進す る機能を有 して

い るとい える。

第2節 家族経営協定の今 日的意義

家族経営協定の動 向や事例分析 な どか ら、家族経営協定の今 日的意義 は、次 の4つ に大

別 され ると考 えられ る。

第1は 、役割分担や就業 ・生活条件の改善 を通 じた個 を尊重 した農家の家族 関係形成 の

促進 である。

第2は 、女性 ・青年のモ ラール ・アップや意識変革、組織的原理 による運営方式の導入

を通 じた経営改善 である。

第3は 、個 を尊重 した経営継承の円滑化で ある。

第4は 、個 を尊重 した家族パー トナーシ ップ型経営の形成 の契機である。

以下、順 に考察を試みたい。



1.役 割分担や就業 ・生活条件の改善を通じた個を尊重した農家の家族関係形成の促進

(1)個 を尊重 した農家の家族関係の形成の促進の必要性

宇佐美 が指摘 しているよ うに、そ もそ も、女性農業者 の リー ダー層です ら、経営 ・生活

面において様々な不満や悩み を抱 えてい る場合が しば しばである。例 えば、第4章 で示 さ

れた長野県中野市 の女性農業者 リーダーの 「言い分」か らは、男社会 の陰で忍従 している

女性達の悲鳴が聞 こえて くるよ うで ある。 自分の時間 ・お金 ・財産 もな く、農作業 に加 え

て子育て ・家事 ・介護 は、や るのが当然。男だった ら、 こんな状況には1ヶ 月 も我慢でき

ない と思われ る3)。

こうした女性農業者のおかれた厳しい状況を改善して男女共同参画を促進し、個を尊重

した農家の家族関係を形成する手段として、家族経営協定は有力と考えられる。具体的に

は、協定の締結による役割会担や就業 ・生活条件の改善を通じて、個を尊重した家族関係

の形成が可能 とな ると考え られ る。

(2)女 性 ・青年 の役割分担、就 業 ・生活条件 の改善の必要性

家族内の役割分担や就 業 ・生活条件の改善は家族経営の充実 ・発展の基礎 となる。

役割分担の改善 についてい えば、女性や青年 の経営参画や経営にお ける責任分担は重要

である。また、生産も生活 も担 当 して過重労働に陥 りが ちな女性 の負担軽減のため、男性

の家事や育児の分担は重要である。

就業条件の改善 についていえば、今 日、他産業 においては、い うまで もな く、女性 にお

いても報酬や休 日の確保が一定水準実現 してい る。また、実際、若 い世代の女性農業者の

大半が他産業従事経験 をもっている。 さ らにわが国の農業就 業人 口の6割 を女性 が占める

中で、農業経営の維持 ・発展 を図るためには、女性の就業条件 の改善は必須 といえる。女

性農業者 の給料制 、休 日制の取得 については、1995年12月 に農林水産省統計情報部に より

65歳 未満の農業に専従 している女性 を対象に実施 された 「農業を担 う農村女性 に関する意

向調査」に よれば、給料制(月 給制)の 実施率は16.2%、 休 日制 は農繁期で3.1%、 農閑期

で7.0%と なっている。年齢 による差が大 きく、特に給料制は、29歳 以下では36.7%、30



歳代では27.8%と 年齢 が若いほど改善が見 られ る。 しか し、給料制は全体の26.7%が 「特

になにも受 け取っていない」であ り、、休 日制 は農繁期で全体の40.5%、 農 閑期でも13.1

%で 「ほ とん ど休みがない」 となってお り、給料制や休 日制の実現が大 きな課題 となって

い ることが確認 される。農業後継者 の給料制、休 日制の取得については、1993年 度 におけ

る農林水産省統計情報部 により実施 され た 「新規就農者 等緊急調査」によれ ば、作 目、地

域差 も大きいが、給料制(月 給制)の 実施率は49.4%、 休 日制は26.8%と なってお り、女

性 同様、就業条件 の改善は、青年 においても共通する。

ここで重要なのは、家族内における役割分担や就業 ・生活条件 の明確化 の重要性である。

第4章 にお ける事例分析か ら、家族 における口頭の取 り決 めは、協定の締結 のための話 し

合 いをする中で、かな らず しも相互了解 になってお らず、 しば しば食い違いが あることが

明 らかになっている。そのため、役割分担や就業 ・生活条件の確認に とどまる場合で も、

実質的に役割分担や就業 ・生活条件の改善 された と認識 され るケースが多かった こと考え

られ る。 このことか ら、以上の前提 として、家族 内での十分な相互了解が重要 といえる。

(3)青 色 申告制度および法人化 との比較

女性や青年の就業条件 の改善や 明確化 を図る手法 としては、他 に青色 申告や法人化があ

げ られ る。

まず、青色 申告 との比較を行 うと、第1に 指摘できるのは、青色 申告 は内容が報酬面に

限 られ るのに対 して、家族経営協定は様 々な内容 を取 り込む ことが可能 なことで ある。

次に、報酬面に限定 して比較 を行 うと、青色 申告 と報酬確保 との間に相関関係があるこ

とは、多 くの調査結果が支持 している。また、青色 申告が報酬確保のキ ッカケ となったケ

ース も多 く聞かれ る
。 しか し、その一方で青色 申告は税務上の処理 にとどま り、実際上の

改善にはつ なが らないケース もしば しばみ られ る。ある町の担当者は次のよ うに述べてい

る。 「税務担 当の時に青色 申告 をしていても報酬 をきちん と支給 している農家 が少ない と

痛感 した。そ こで、いろいろな作物 の農家に協定 をすす めてい る」。 さらに、青色 申告上

の専従者給与が支払われ ていても、鹿本町で見 られたよ うに、 「税金対策で金額が決 ま り、

自分に対す る労働報酬であるとい う気持ちになれ なかった」 とす るケースも しば しば見 ら

れ る。

また、法人化については、家族経営協定は法人化 の前提であ り、法人化 によってその 目



的が達成 される とい う見解が多 くみ られ る。協定締結農家の中に も、 こ うした見解 に立ち、

家族経営協定は法人化へのスブ リングボー ドとして捉 えている者 も少な くない。確かに、

家族経営協定は一面で こ うした機 能を有 している と考え られ る。

しか し、高い収益をあげなが ら法人化 していない専業的経営 も園芸作を中心に多 く見 ら

れ る。 これ らの経営では、現行の制度では税制的メ リッ トが乏 しく、また、家族労働力が

中心のため雇用確保 の必要性 も少ないことなどか ら法人化 していない。 大きな制度改正や

状況の変化が見 られ ない限 り、少な くともしば らくは収益性 は高いが法人化 しない経営は

相 当数存在するもの と考え られ る。

また、以下に示す理 由か ら、法人経営においても、完全な会社組織な どのケースを除 き、

家族経営協定が有効 となる可能性 があると考 えられる(表5-1)4)。

表5-1農 業法人のタイプ別家族経営協定の有効性

注1)外 部雇用の比重が高まるため労働関係規約の整備 との調整が課題 となる

2)経 過的には家族経営協定的手法が重要なケースもあると考えられる

①農業法人のかな りの部分が一戸一法人であること

法人化 していても一戸一法人では、経営の内実は家族経営であるため、営農計画の策定

や就業規則の 制 定は家族経営協定 と一致す るもので ある。

②農業法人 とい えども生活の領域を無視 しえない

一戸一法人を典型 として、農業法人の多 くで経営主体 と生活主体がほぼ同じである現状

においては、生活協定を視野 に入れた家族経営協定が有効 とい える。



③小規模法人の対応

① との関連で、現行 の労働基準法では、従業員10人 未満 の法人は就業規則の制定が励行

規定 となってい る。 さらに、 この程度 の法人 においては、家族労働力の ウェー トがきわ

めて高いため、家族経営協定が有効 と考 えられ る。

2.女 性 ・青年のモラール ・ア ップや意識変革、組織原理導入 を通 じた経営改善

(1)家 族関係 と経営発展

家族関係 あるいは経営主以外の人間的諸要因と経営発展 との関係 については、これ まで

の調査研究ではほ とん ど取 り上げ られてこなかった。 こ うした事情について、岩元は、次

の ように指摘 している。す なわち、農業経営学においては、経営規模拡大あるいは資本増

大に ともなって家族関係が連動的に近代化 してい くとい う理解=「 磯辺秀俊的理解」か、

経営規模 ・資本 と家族関係 とは相対的に独 自の要素である とす る理解=「 岩片磯雄的理

解」のいずれかで あったが、後者 の場合 にも家族構造の問題 は社会学的課題 として農業経

営学の範 囲か ら退 けられてきた。一方、社会学 においては、家族構成の変化 を媒介 にした

家族の機能の変化 に着 目する研究が多かった。 こ うして、家族 関係 と経営発展の関係 につ

いての研究は、いわば 「狭間」に入 り込 んで しまい、 これ まであま り取 り組まれなかった

のである5)。結果 として、家族農業経営の"近 代化"、 と りわけ"経 営主以外の農業従事者

の地位"に かかわる家族関係の"近 代化"の 内実を明 らかにす る研究は ほとん どなく、農

業問題研究で欠落 した論点 となっていた6)。

しか し、八木が指摘 しているように、家族関係の近代化 は、農業経営充実 ・発展の前提

となる7)。

また、西 山が言 うように、家族経営は、生産力の発展 と家族関係 の近代化が相互関連 し

作用 してい く過程 の中で、変化 しなが ら発展 してい く。そ うした観点か らすれば、今 日の

農村 ・農家で胎動 し始 めた家族構成員個 々による新 しい家族経営 のあり方や生活運営のあ

り方への模索、 さらには両者 の新 しい関係 を構築 しようとす る動 きに注 目すべ きであ り、

実証的な分析を行 うことが重要である8)。

家族経営協定が経営改善に及ぼす効果を考察す ることは、ま さに、家族関係や経営主以

外の家族を含む人間的諸要因 と経営発展の問題 を考察す ることに他 ならない。



(2)協 定締結 による経営改善

協定締結 による経営改善 としては、第1に 、役割や就業 ・生活条件の改善 ・明確化な ど

に伴 う女性や後継者 の意欲 の増大(モ ラール ・ア ップ)を 通 じた効果があげられ る。また、

これ に関連 して見 られ る、経営者 としての 自覚、 コス ト意識や計数管理 の重要性の醸成な

ど経営に関する意識 の改革 も、経営改善につなが ると考 えられ る。

第2に 、組織原理 の導入 に基づ く家族経営の運営方式の改善を通 じた効果があげ られ る。

協定の締結による役割分担や就 業 ・生活条件 の改善 ・明確化が、女性や後継者の意欲 の

増大 をもた らす ことは、熊本県鹿本町や長野県中野市 の調査結果 か ら示唆 され る。

これを経営学的に とらえれば、梅本が指摘 しているよ うに、夫婦や世代間での部 門分担

や収益の分配 をど うす るかは家族経営にお ける重要な 「労務管理 的」問題 といえる9)。 しか

し、実際には、神 田が指摘 しているよ うに、経営主は給料制や休 日制の問題を論 じる時、

「家族だか ら」 といって問題 を回避す ることが多い。家族経営の発展のためには、家族全

員 のモラール アップを考えた経営管理が必要であるが、農業 の場合、 「家族へ の思い こ

み」に よって、 このモ ラールを軽視 しているのではないか と思われ る10)。 「家族へ の思い こ

み」 を取 り除き、家族間で 「ケジメ」をつ ける手法 として、協定は有用 と考え られ る。

第4章 の事例分析か ら特に注 目すべき ことは、繰 り返 しになるが、役割分担や就業 ・生

活条件 の明確化や確認に とどまってい る場合でも、経営 ・生活に しば しば大きな変化が生

じていることである。 口頭での取 り決めあるいは暗黙 の了解が、実際には、相互了解 され

ていない ことを示唆 してい ると考え られ る。典型的には鹿本町の調査事例農家⑥に見 られ

たよ うに、意欲の増大に とどまらず、新 たな責任分担や経営参画の促進 、農業観の変化や

生活上の変化 まで もた らしている。

また、家族経営協定は、八木が指摘す るよ うに11)、家族経営の運営ルールの明確化による

組織的運営の確立、すなわち、家族 とい ういわゆる 「ぐるみ集団」 に担 われた経営か ら、

組織に担われた経営へ と経営の仕組みの展開を図 る有力な手法 といえる。

農業の世界 においては 「農家は組織である」 とい う認識 が しば しば不十分ない し欠如 し

てい る。 これ も、農業経営が主 として家族労働力 を中心に したため、企業 とは異なるとい

うことで、軽視ない し無視 されてきた。 しか し、実際には、経営学的に見れば、少人数 と

はい え、能力や経験、立場の異な る構成員か らなる組織であ り、いか にして組織=家 族経



営の活性化 を図 り、経営 の成果を高めてい くかが企業 と同様重要 といえる。

また、家族経営協定は、家族経営の組織 としての骨格 を形成す る機能 を有 している。実

際、協定の項 目をみ ると、 目標設定 ・計画、意思決定、役割分担、就業条件、生活条件、

移譲な どとなってい る。 これ らは、いわば、家族経営にお ける法人の定款や就 業規則 、社

是 ・社訓にあたるものにな りうる。従って、家族経営協定は、家族経営にお ける基本的 な

組織管理 の枠組み を形成す る機 能を有 している といえる。

組織管理 について付言すれ ば、C.1.バ ーナー ドは、組織活性化の条件、す なわち、

組織管理 のポイン トとして、①共通 目標 、②協働意欲、③ 円滑なコミュニケーシ ョンをあ

げている。 これ は家族経営にも当てはま る。次の言葉は、長野県 中野市における農業者 リ

ー ダーの一人の清水幸三氏が、家族経営協定のメ リッ トは何ですか、 とい う問いに答 えた

ものである。

「協定 を行 うとい うことで1つ のきっかけになって、みんなが 自分のポジシ ョンを心得 て

話 し合いができるよ うになることがいい ことだ と思 うんだよね。私はおや じが言った こと

を絶対服従 で黙って聞いていればいいんだ、言 っているとお りにやればいいんだ とい うの

ではな くて、やっぱ りそ こで家族の中で一つの仕事を していこ うとい う意識 をもって 自分

の家の経営 目標 に向かって意見が皆で出し合 えるよ うなスタイル になっていけばいいので、

求 めてい くのはその辺 じゃないか とい うような気が します。 あと、農業経営や農家生活 の

中で一人一人がば らばらな考 え方 をしていたん じゃどうに もならない し、そこ ら辺 の話 し

合いができる場を提供す るとい うのが家族経営協定を進める一番 のポイ ン トじゃないか と

い うような気がす るけれ ども。」12)

この清水幸三氏の言葉 は、バーナー ドの指摘す る組織活性化の条件を、農業経営に置 き

換 え、端的にそのあ り方 と家族経営協定 のメ リッ トに言及 したもの と言 える。

また、協定は文書が望ま しい理 由は、 口頭 によるコミュニケーシ ョンと異なる文書によ

るコミュニケー シ ョンの効果 を示唆 している と言 える。すなわち、文書によるコミュニ ケ

ーシ ョンが、農家にお ける 「あ うん」の呼吸や 口頭 によるコミュニケーシ ョンを補完 し、

家族 内コミュニケーシ ョンの円滑化 を図 り、様々な波及効果的変化 を生みだ してい ると推

察す ることができる。



(3)実 際の経営改善に結びつけるための条件

家族経営協定による効果の発現 は家族農業経営のいわば 「活性化」 した状態であ り、所

得や収益の向上な ど 「目に見 える」経営改善につなが るか否かはいかなる経営行動を とる

かにかかっている といえる。協定締結による意欲 の増大や経営における意識の改革、組織

原理導入を実際の経営改善に結びつけるには、経営 にお いて、次の4つ の条件が満た され

る必要がある。

1つ は、意欲 の増大 をテコにして能力のア ップを図る こと、特 に経営管理手法の修得 を

進 め、経営管理能力の向上を図ることである。

2つ は、責任分担を行 うことで ある。一般 に、農業経営の場合は、家族労働力の間で役

割の明確化 ・専門化を図 るこ とが経営発展の面か らもプラスに働 くと考 えられ る。 この点

に関す る調査研究はきわめて少ないが、永江、木村は、千葉県の北総台地の野菜作の分析

を通 じて、経営発展に伴い、分担 のない状態か ら作業分担、 さらには部門分担へ と家族労

働力 の間で労働組織が分化 ・専門化 してい くことを明 らか にしている13)。

なお、 こうした役割の明確化 ・専門化は意思決定の多元化 ・分権化 をもたらし、女性や

青年 の経営参画の促進 につながる。 さらに、経営参画の促進は女性や青年 のモ ラール ・ア

ップをもた らし… とい うよ うに、 このプ ロセスは良循環す る可能性が ある。

3つ は、経営内での役 割を明確化 し、責任分担 できる役割を経営内部 に生み出す ことで

ある。 これ は経営組織 の革新 を意味する。

例 えば、第4章 で見た ように、群馬県高崎市の女性農業者の リーダーは、協定締結 によ

る意欲の増大を高崎農業改良普及所(現 西部農業改 良普及セ ンター)実 施のパ ソコンを用

いた経営管理セ ミナーな どを受講 し、経営管理能力の向上 に結びつけ、 自らの経営での財

務管理面で責任分担を担い、新たな経営の展 開を可能 としている。同様 の取 り組みは、熊

本県鹿本町のケースでも鹿本農業改良普及セ ンターな どの支援 によ り行われている。

4つ は、他の経営改善対策 との有機 的な結び付けである。具体的には、財務管理や人的

資源管理な どの取 り組み と結び付 けが重要 と言 える。同時 に、経営管理手法の修得を進 め、

経営管理能力の向上を図 る必要がある。 さらに、関連す る制度 として農業改良資金(女 性

起業枠)な どとの関連づ けが重要 といえる。 また、協定 の取 り組み と関連づ けた経営改善

計画の策定 と実施 も重要 といえる。農業経営改善認定 申請書においては、具体的な記載項

目として、 「① 目標 とす る営農類型」、 「②経営改善の方 向の概要」、 「③農業経営規模



の拡大 に関す る目標」、 「④生産方式の合理化 の 目標」、 「⑤経営合理化 の 目標」、 「⑥

農業従事の態様等の改善の 目標」および 「⑦ 目標 を達成す るために とるべき措置」の合計

7つ の項 目があげ られ ている。 この うち、家族経営協定 は、給料制、責任分担、休 日の導

入やヘルパー制度活用 による労働負担の軽減等の実施 ・改善計画に関す る項 目である 「⑥

農 業従事 の態様等の改善の 目標」に関連づ けられる。 さらに、今 日の協定の締結 内容 をみ

ると、就業条件的な内容のみ ならず、経営の方針決定のあ り方や経営移譲計画、老後 の問

題 な ど総合的で多岐にわたっているケースが増加 しているが、そ うした協定のケースでは、

経営改善計画全体 と関連づけることが より望ま しいと考 えられ る。 なお、本格 的な経営改

善計画の策定にあたっては、静岡県西部農業改良普及セ ンターにおける経営戦略講座 の取

り組み14)やアメ リカ ・アイオワ州にお ける普及事業の営農計画設計推進の取 り組み15)が参考

になる。 さらに、家族経営におけ る経営 と生活の不分離性 を考え合わせ ると、同時並行的

に 中長期 の生活設計の策定 と実施 を行 うことが望ま しい といえる。こ うした中長期の営農

・生活設計 との組みあわせによ り、後述す るように、後継者世代の能力向上 ・自立促進 と

円滑な経営委譲 を実現す る有力な手段 として も活用す ることがで きる。

また、前提 となる、協定締結のあ り方 については、次 の3点 が重要 といえる。

第1は 、地域や農家の状況 に合 わせた多様 なタイプの協定が必要 とい うこと、すなわち、

経営発展段階な どの相違 によるタイプ分 け と対応 である。

例えば、経営の収益性の状態か ら、① 「生活 してい くのが苦 しい」経営、② 「そ こそこ

食 べていける」経営、③ 「余裕のある」経営の3段 階に分 けると、おおむね次のよ うに整

理できる。

① 「生活 してい くのが苦 しい」経営では、 「経営 ・生活再建」の一助 としての協定が重

要 といえる。 この レベル の経営では、様 々な経営の再建 の取 り組みの前提 として、家族 内

コミュニケー ションを円滑化 して、家族 で一致団結 してあた る体制を確立す る必要がある。

そのため、簡易な内容 の協定締結 による家族内コ ミュニケー ションの改善が 目標 とな る。

② 「そ こそ こ食べていける」経営では、 「経営 ・生活確 立」の手段 としての協定が重要

といえる。具体的 には、 口頭 のルール を基本に当該の家族 で懸案 になっている事項 を一部

改善す る方 向で協定締結 を考える と効果が高い と言える。

③ 「余裕 のある」経営では、 「社会的に通用す る 「自己紹介」」 としての協定が重要で

ある。経営の熟度 の高まったケースでは、経営の外部 に向け 自らの経営のあ り方を社会的

に示 してい くことが1つ の課題 となって くる。その際、協定書の作成にあたっては、これ



か らの経営の夢や ビジ ョン、 目標な どを大いに語 るものであること、家族 内だけでなく第

3者 に対 して も語れ るよ うな、いわば経営の 「社会的 自己紹介」 としての魅力 ある協定に

充実 させてい くことが望ま しい といえる16)。

第2は 、協定の締結そのものよ りも締結 に至るプ ロセスや 「約 束」の実現である。協定

の様々な効果は、家族内 コミュニケー シ ョンの円滑化 によるところが大きい ことはすでに

指摘 した。

第3は 、きめ細やかな家族へ の配慮である。その点を重視す るとい うことが、優れた経

営者 としての要件 の1つ といえる。特 に女性の 「率直な思い」 に答 えることが経営改善に

もプラスになることの認識が重要である。

3.個 を尊重 した経営継承 の円滑化

(1)今 日にお ける経営継承の基本的な考え方

今 日、経営体育成の前提 として、農業後継者=経 営継承者の確保や農地をは じめとす る

農業用資産の細分化 の防止 な ど経営継承問題の解決が大きな課題 となってい ることはい う

まで もない。

そ もそ も、農業 における経営継承問題は、八木が指摘 しているよ うに、農業が家族経営

によって営まれてい るこ とか ら生 じる次 のような特性を有 している17)。

第1は 、継承者 を自分 の家族か ら選ばなければな らない こと:である。一般企業の場合 は、

広 く従業員 などの中か ら経営者が選ばれ る場合が多いが、家族経営の場合は継承者が 自分

の子供 に限定 され る。 そもそも、職業選択の 自由が原則 であ り、かっ少子化が進む今 日、

確実に 自分 の子供 を農業後継者=経 営継承者 として確保できる保 障はない。 また、必ず し

も子供が経営者 に最適 とは限 らない。 さらに、対応す る特別 な教育 ・訓練が必要である。

第2に 、農業用資産の継承 と相続が不可分の関係 にあることがあげ られ る。農業用資産

とい えども家族に とっては財産である。経営継承 とい う観 点か らは、経営継承者へ の一括

委譲が重要であるが、財産の相続 とい う観点か らは、均等な分割が望ま しい。また、 日本

の農家は、直系家族制の下にあるため、委譲=相 続 した経営継承者 とその配偶者(実 際に

は特 に後者)が 親世代の扶養 ・介護 を行 うことが慣行 とされてきた。 こ うした問題 を含 め、

他 出した家族 を含 めた家族 の話 し合い と取 り決 めが必要 とされている。



こうした状況 の中で、経営継承問題の解決を含め、法人化の推進 が しば しば提唱 され て

い る。 しか し、 日本の農業経営において、直ちに法人経営が家族経営 に取って代 わると考

えるのは非現実的 と言 わざるをえない。従 って、法人化 を推進す る一方で、家族経営の枠

内で経営継承問題 の解決 を図る必 要がある。その際、家族経営協定が有力な手法の1つ と

して考え られる。

すでに、1960年 代にお ける親子協定の取 り組みにおいて、円滑な経営継承は主た る目的

の1つ とされていた。例 えば、1967年 に全国農業会議所 によ り提示 された 「家族協定農業

普及推進 に関す る新要綱」をみる と、後継者 などが、その年齢、能力、経験に応 じて経営

へ の責任 ある参加 と経営 内における適正 な地位 の確保 ができるよ うにす ること、後継者へ

の経営権お よび農業用資産の適正な譲渡 をはか り、親 の老後の生活 を保 障 し、円滑に世代

交替ができるようにす ること、後継者 とその他の者 との相続の関係 を調整 し、農業用資産

と経営が細分化 されることを防 ぐこ とな どが 目標 として唱われ、協定推進の重点課題 の1

つ として取 り組まれてきた。

これまでの家族経営協定の取 り組みの中でも、経営継承問題の重要性 は しば しば指摘 さ

れ てきた。しか し、2003年 における家族経営協定の実際の締結において、経営委譲 に関す る

選択の割合は、全体の44.1%と なっている。資産 の相続 にっいては8.0%、 委譲者 の扶養

については14.4%に とどまっている。また、協定の締結者は経営主 と配偶者の2者 に限 ら

れ る場合が多 く、具体的 内容は、経営委譲における意思決定、すなわち、締結者の協議 に

基づ き経営権お よび農業用資産の委譲を行 う旨を取 り決 めた基本的なものが大半を占めて

いる。 こうした取 り決 めを夫婦間で行 うことの意味は小 さくないが、実際には、農地 の権

利名義を有 していない女性 の農業者年金 の加入要件 となっていることか ら締結 した とい う

ケース も少な くない。 また、十全 な経営継承 問題 の解決 のためには、締結者では、夫婦 間

以上 に世代間、さ らには他 出家族 との取 り決 めが重要である。 内容 では、農業後継者=経

営継承者の確保 ・育成、委譲計画、実際の委譲 ・相続の内容 と方法な どに関する取 り決 め

を行 うことが重要である。以上を踏まえ、個人の社会的 自立 と相互の協力 を前提 とした

「パー トナーシップ型経営」 にふ さわ しい経営継承のあ り方について早急に明 らかに し、

そのための家族経営協定の活用を考 える必要がある。

ここで、今 日の経営継承における基本原則 について確認 してお きたい。親子協定が推進

された1960年 代 において は、いわゆる家 のあ とと りがイ コール農業後継者 であ り、いかに

農業後継者に経営権及び農業用資産の一括委譲を行 うかをポイン トとして推進 された。 こ



れ に対 して、今 日においては、経営継承者への円滑な経営継承 と同時に継承者以外の家族

員の権利 の尊重が必要である。す なわち、農業後継者の配偶者の位置づ けの明確化や他 出

す る家族に対す る配慮が求め られ てお り、それ に対応 した家族経営協定の推進が必要 とさ

れているとい える。

経営継承 問題 は、①農業後継者=経 営継承者の確保 ・育成、委譲な どを内容 とす る事業

継承 と②農業用資産の継承の問題 とに大別できる。2つ の問題は、現実的には しば しば重

な り合 うが、論理的には次元 を異 にする。そこで、ここでは、議論の混乱を避けるため、

事業継承 と農業用資産 の継承 を分 けて論 じるこ とに したい。

(2)事 業継承と家族経営協定

事業継承 に関 しては、1960年 代 における親子協定の取 り組み以 降、農業後継者対策 、す

なわち、農業後継者の確保 ・育成 の関連で多様な取 り組 みが見 られ る。今 日において もそ

の重要性 は変わ らないが、従来の取 り組みに加 えて、第1に 、農業後継者の確保 ・育成 、

経営権な どの委譲 を事業継承 として捉え、経営改善対策、すなわち、経営の持続 ・発展 と

関連づける必要がある。第2に 、いわゆる農業後継者のみな らず その配偶者 を共同経営継

承者 として明確 に位置づ ける必要がある。第3に 、経営面のみな らず、生活面 に配慮す る

必要がある。

第1に 関して、事業継承のプ ロセスは、①経営継承者の確保、②経営継承者の育成、③

経営権 の委譲の3つ の局面 に分 けられ る。

①経営継承者 の確保 の局面では、親世代にお ける協定の締結に よる経営 ・生活の透明度、

役割、就業 ・生活条件 の明確化が重要 といえる。なお、農業後継者の就農選択の基本的な

意思決定は中学か ら高校進学前後にかけて と意外 に早い ことが指摘 されてお り、注意す る

必要がある。いずれ にせ よ、 「親 の背 中を見て子供は育つ」 と言われるが、子供が小 さい

うちか ら、経営 ・生活の内実の充実を図る必要がある。

②経営継承者の育成の局面では、親世代 と後継者世代 との間の協定の締結な どに より、

経営継承者 にいかにインセンテ ィブを与えて意欲や責任感 を持たせ、様 々な技術や能力を

修得 させ、それを発揮 させ るかがポイ ン トとなる。そのた め、経営継承者 の自立の段階に

従 って、役割分担や意思決定についての権限を段階的に分与 しつつ、労働の成果の分配な

どにおいて も、労働報酬か ら収益分配な ど(共 同)経 営者 にふ さわ しい内容を変 えてい く



必要がある。

③経営権の委譲 の局面では、まず、委譲計画を家族で協議 しとり決めを行 うことが重要

である。その前提 として、家族間のコミニ ュケー シ ョンの円滑化や経営 ・生活設計や経営

改善計画 との結びっけなどが重要である。なお、夫婦単位 での生活の分節化が進む中で、

委譲後 の世代 間の経営 ・生活のあ り方 についての調整が重要である。

なお、委譲 の問題 は、なかなか家族で話 し合いが しづ らい事柄 の1つ であるが、取 り決

め られ る範 囲で協定の締結 を行い、再締結時に委譲について具体的に取 り決めることも重

要である。

第2の 後継者 の配偶者 の問題 については、後継者 の場合 と基本的には重なる部分が多い

が、そのためには、共同の経営継 承者 としての位 置づ けの明確化が重要である。また、女

性 が多 く、家事 ・育児 ・介護 を担当す ることが多いことか ら、一層の生活面 の配慮、特 に

家事 ・育児 ・介護 の役割分担 と評価 に配慮する必要がある。

第3の 生活面の委譲にっいては、家族農業経営の経営 と生活 の不分離性 に関わるが、経

営権 の委譲 と並行 して家計管理な ど生活面の委譲 も行われ る必要がある。その意味で、生

活面の委譲 について も経営継承の一環 として協定の締結事項 として考 える必要がある。

(3)農 業用資産 の継承、相続、扶養 ・介護 と家族経営協定

親子協定が推進 された1960年 代 において、農業用資産 は、農業後継者 への一括継承が原

則 となっていた。そのた め、親子協定は制度的には生前一括贈与の特例な どと関連づけ ら

れ推進が図 られた。 しか し、今 日においては、個人の権利 の尊重 と円滑な経営継承 との両

立が原則で ある。そのため、第1に 、家族内において、共 同経営継承者 の配偶者 の財産権

の確立の必要がある。第2に 、相続権の他出家族への尊重が必要である。先 にも述べたよ

うに家族経営の場合は、農業用資産 と相続の問題 が不可分であるため、様相 を複雑に して

いる。 こうした問題を解決す るためには、世代間のみな らず、世代内、世帯間における調

整が必要である。

第1に 、世代間では、実際上の経営権の委譲 と相続 との調整が重要である。現行の制度

においては、経営権は早期に継承者世代 に委譲できるが、所有権は相続では じめて発生す

るので、両者 はタイムラグを伴 う。

第2に 、世代 内では、経営の持続 ・発展 と調和す る形 での配偶者の権利 を確 立が重要 で



ある。第1に 、農 業用資産の委譲におけ る意思決定権の確立が必要である。第2に 、配偶

者 の経営権 ・財産権 の実現である。 これは、現行 の制度 において も一定程度可能である。

①農地以外 の資産 については、20年 以上夫婦関係 にあった場合、2000万 円まで贈与税免 除

の特例があ り、これ を活用す ることが考え られ る。②農地でも贈与税 がかか らない範囲す

なわち60万 円未満での贈与な どを活用す ることが考え られる。③多少 の税金がかかっても

取得 のケース も見 られ る。 このほか、④養子縁組 もあげ られ る。

また、新たに取得す る農地な どについては、名義を共有 あるいは配偶者名義にす るこ と

が考 えられ る。なお、その前提 として、一定額以上の報酬 または収益の分配を行 うことが

重要である。

以上について家族経営協定の活用による内容、方法の明確化及び調整が考え られる。

第3に 、世帯間では、他 出した家族 との関係の調整が必要である。農地が資産化 してい

る今 日では、特に土地が高騰 してい るところでは分割相続の圧力はきわめて強 く、経営継

承者 による一括相続 は厳 しい状況 にある。そのため他 出 した家族を含む分割相続 と同時に

貸借契約 により経 営継承者 に利用権が集 中す るように図 り、経営権 の確保 を進 める必要が

ある。いずれ にせ よ、いわゆる 「骨肉の争い」に陥らないよ うに、事前に話 し合い と取 り

決 めを行 うことが必要であ り、そのための家族経営協定 の活用が有効 と考 えられ る。

また、主たる相続者が親世代 の扶養 ・介護を行 う慣行が強いため、継承者 の配偶者が過

重負担 とな らない よう配慮が必要である。 この点 について も家族経営協定の活用が有効 と

考えられ る。

これ までの ところ、家族経営協定の取 り組みにおいて、本格的な経営委譲に活用 した事

例はまだ少 ないが、以下に示すのは、宮城県仙台市内の水 田地帯において、協定 と中長期

営農 ・生活設計を組み合 わせ、後継者世代の育成=事 業継承 と農地な ど農業用資産の円滑

な継承 を図ったケースである。デー タは2003年 時点である。



【M経 営】

1)世 帯構成

家族構成は、父(65歳)、 母(62歳)、 夫(36)妻(36歳)、 長男(12歳)、 長女(11

歳)、 次男(8歳)の3世 代7人 家族である。 この うち、農業に従事 してい るのは、本人

夫妻、両親 である。子 どもにも、イベ ン トな どの際には手伝 わせ ている。

住まい方 は、3世 代一緒 で、家計費 については、食費お よび光熱水道費な どが一緒、そ

の他は夫婦単位 となっている。

2)経 営の概況

経営耕地面積は、1030aで 、全て 自作地である。 うち、夫が630a、 妻 が400aを 所有 し

てい る。また、仙 台市 内が400a、 出作を行っている南郷町が630aと なっている。

品目は、水稲が10ha、 野菜が20a、 花きが10aの 土地利用型複合経営 である。転作 につ

いては、地域で20haほ ど小麦 を栽培 している。水稲の作付は、 ヒ トメボ レが 中心で、マナ

ムス メ、モチ米な どとなっている。野菜は、 トマ ト、キュウリ、エダマメ、 タマネギ、 ダ

イ コン、軟 弱野菜、メロンな ど多 品目を栽培 してい る。花きは、キク、 トル コギキョウ、

花壇苗 などである。 この他 に、切 りモチ、赤飯 、お こわ、おにぎ りを中心 とした農産加工

を行 ってい る。

年間農産物販売金額 は、約1800万 円で、 うち水稲関係が1000万 円、野菜 ・花 きが400万 円、

農産加 工が400万 円 となっている。 その他、転作 のオペ レー ターな どの収入が200万 円とな

っている。

販売先 については、米は70%がJAで 、その他 は直売 あるいは加工仕 向である。野菜、

花きは全て直売で ある。直売 は、地元にある園芸センターや市の農業祭 な どのイベ ン ト、

宅配 などで あ り、宅配 の顧客は仙 台市太 白区を中心 に40件 ほどある。

役割分担は、夫が、経営の とりまとめ、税務 申告、稲作お よび野菜、宅配、転作の対応

である。妻は、花 き、農産加 工と家事 ・育児である。野菜は補助 となっている。父は、本

人夫 の補佐 の他 、野菜全般、母は、妻の補佐 の他 、花きの うちのキクお よび メロンを責任

分担 してい る。 この他 、繁忙期には、近所に住む親戚に手伝いを依頼 している。

農産加工 は、イベ ン ト対応 が多いため、妻を中心に全員で従事 してい る。

認定農業者には、1995年 か ら認 定されている。法人化 については、将来、雇用者 を雇 う

よ うになった時に考 える意 向である。

農業簿記 は、複 式で、 夫妻の担 当となってい る。税務 申告は青色 申告で、母 が結婚 した



頃から行 っている。

農作業 日誌 は、夫 となっている。

夫妻は、1991年 に結婚 した。夫は福 岡県の出身 で、結婚直前に両親 と養子縁組 をしてい

る。大学卒業 と同時に就農 した。妻は、両親の長女であるが、短大卒業後、保 育園に勤 め

ていたが、結婚 を契機 に就農 した。平成4年 には、南郷町の水 田を夫名義で購入 した。ま

た、妻の就農後、仙台市内の農地が父か ら徐々に贈与 され、2003年 時点で仙台市内の 自作

地は全て妻の名義 となってい る。

1993年 には、中長期の営農 ・生活設計であるライ フプランを夫妻 と両親で策定 し、役割

分担や経営 ・家計移譲をは じめ とする中長期の営農 ・生活設計を確 立 した。

1997年 には、農産加工施設を整備 している。

2003年 には、父が65歳 になったのをキッカケに、経営 ・家計委譲が行われた。

3)協 定締結の経緯

第1回 目の締結時は、1996年 に、母の農業者 年金加入 をキッカケとして、1993年 に策定

したライフプランの実行を図るこ とを理 由に、第1回 目の家族経営協定 を本人夫妻、両親

の間で締結 した。

主な締結 内容 は、役割分担や報酬、休 日、労働 時間に関す るものであった。

2回 目は、2002年3月 、経営 ・家計移譲が迫ってきたので、円滑な移譲を 目的 として締

結を行った。合 わせて、 ライ フプランの見直 しも行 った。

従来の項 目の他に、経営計画の策定お よび反省会 の実施 、経営委譲 の意思決定の方法 と

経営委譲 の時期、健康管理 と対応、他 出家族 を含 む相続お よび贈与の規定、ライフスタイ

ルな どの項 目が追加 されている。

経営委譲 の部分では、経営委譲 の時期が経営主が65歳 になった時 と明記 され、相続 と贈

与では、最低年1回 兄弟会を実施す るこ と、農地な どの後継者夫妻への贈与による経営が

間断なく維持できるようにつ とめるな どが規定 され てい る。

ライフスタイルでは、ライフプランを尊重 し、健康で精神的なゆ とりを持 ち、明るい仮

定 を築 くために、家族員それぞれ が努力す ると規定 されている。

3回 目は、2003年6月 、経営委譲 により、それまでの親夫婦 との関係 が大き く異なった

のに対応 して、再締結 した。やは り、 ライ フプランの見直 しも合わせて行 った。

この中で、生活面の分担 を新たに独立 した項 目とした。 また、経営委譲が終わったので、

経営委譲の項 目を削除 した。農地の所有権移転は終わったので、相続 と贈与の部分か らそ



の部分を削除 した。 また、地域 ・団体活動の部分を新たに追加 してい る。合わせ て、役割

分担のあ り方を見直 した。なお、役割分担に関連 して、親世代お よ妻の位置づけに配慮す

るため、協定書において、夫 を 「経営者」、妻を 「共同経営者」 と規定 し、役割分担の中

で、家族内の役職 として、夫 を 「社長」、妻 を 「専務」、父 を 「顧問」、母を 「監査役」

と位置づけてい る。

生活面については、特に夫か らの発案によ り、妻が、子育てが一段落 してきたのに伴い、

経営への参画が進 んで きたため、家事や子育ての分担 をす る必要を感 じて、生活 してい く

為に不可欠 な家事 労働については、共 同経営者 を主体 とす るが、基本的には全員が率先 し

て行 うと規定 した。

地域 ・団体活動 については、各々が所属す る地域の団体 あるいは農業者の組織において、

それ どれの活動に積極 的に参加 し、地域 との コミュニケーシ ョンを計 り、また幅広い人達

との交流を もつ よう努める旨明記 した。

役割分担 については、第2回 目の締結に際 して、責任分担が明確化 しすぎ、少 し齪齬 を

きた したので、共 同する部分を意識 して増やす よ うにしてい る。

1回 目は、親主導であったが、2回 目、3回 目は本人夫妻 も中心的に関わ り、全部で丸

4日 間、4人 で時 間を割 いて協定およびライフプ ランの策定 を行 った。その他、夫婦でい

ろいろ話 し合いを した。

4)締 結 の内容 と締結後 の経営 ・生活の変化

第3回 目の協定 の締結 内容 は、 目的、経営計画の策定、農業の役割分担、生活面の分担、

給与、労働時間 ・休 日、健康管理、相続 ・贈与、 ライ フスタイル、地域 ・団体活動、その

他 の11項 目か らなっている。

ライ フプ ランと協定の関係 は、協定の中で、密接 な形 で用いることが明記 されてい るが、

夫妻 は、ライ フプ ランと協定の関係 について、ライフプ ランは、これか らの生活、経営の

流れ、予定 を年毎 に表の形に した もので、 これ を立て ることによ り、移譲の心構 え、計画

的な技術 の習得ができた。親世代は、移譲後 の計画、心構 えができた。 これ に対 して、計

画を立てれば、それを合理的に実行 しようと言 うことになるが、そのた めには、家族の中、

働 き手の中に共通 したルールや認識の明確化 が必要 となるが、その手段 として、協定の締

結 を うま く生かす ことができたと述べてい る。

協定締結後の経営 ・生活の変化 について、夫は、4人 で同 じ仕事を していると、サラ リ

ーマンと違 って区切 りがない。サ ラリーマ ンと違って、父、母であ り、上司で もある。区



切 りをつけなが ら、将来の見通 しをもって仕事 をす るた めに、協定やライ フプランは必要

である。 また、実際に文書化 してみ ると、実際には共通の認識になっていない こ とが多々

あるこ とがわかる し、課題や問題点が明確化 し、危機感が高まる、 と語 ってい る。

妻は、第1回 目の協定の締結では、それまでの 口頭 の約束を明文化 した ものであ り、親

が主導 とい うこともあ り、経営や生活に大 きな変化 は感 じなかったが、それで も、ライフ

プランとともに形 ある大 きな後ろ盾 として、生活、精神両面に安定を もた らせて くれた。

また、今振 り返 って考えると、協定締結 を契機 として、報酬の支払われ方が、手渡 しか ら

銀行の 口座振 り込みに変わった。 それまでは、忙 しい時な ど、報酬の支払いが遅れ ること

が時々あったが、それがな くな り、安心感が増 したのを思い出した。第2回 、第3回 目は、

経緯委譲 の過程 とい うこ とで、必要 と思われ る新たな取 り決 めを家族で確認 し合いなが ら、

締結す ることがで きた と語っている。

なお、報酬は、1991年 の就農時は、2人 にとい うことで、月10万 円であった。1993年 、

子 どもが生 まれ てか らは、子 どもの分は、別途支給 された。平成8年 か らは、各 自7万5

千 円ずつ、1997年 には、10万 円ずつ、2002年 には、12万 円ずつ とな り、2003年 の経営 ・家

計委譲以降は、夫 が事業主所得、妻が12万 円と推移 してきてい る。

なお、共通家計費の支払い方については、就農以来、お米の代金で対応 してきたが、20

03年 か ら、協定の再締結 をキッカケ として、各 自の報酬か ら支払 うや り方 に変 えている。

夫は、本 当は、今回の協定締結 を契機 として、夫 も横並びで報酬 を受 ける収益分配方式

を検討 した。いわゆるパー トナーシ ップ とい う観点か らす ると、 自分 と多の家族が主従関

係 になって しまい うまくない。また、経 営的 にも、事業主所得 を固定費 として扱 えるよ う

にな り、経営の リスクの回避 にプ ラスにす ることができる。 しか し、税制 との不整合な ど

か ら、見送 ったが、次回の締結の際には見直 したい と夫妻は語 っている。



二十一世紀にはばたく家族経営協定書

(目的)

第1条 この協定書は、経営者、共同経営者 、経営者の父、 経営者の母 が男女共 同参

画の趣 旨を基本に、相互に責任 ある経営への参画を通 じて、ゆ とりある農業経営

を確立す る とともに、健康で明るい家庭 を築 くことを 目的 とす る。

(経営計画の策定)

第2条 四者は協議の上、今後の資金計画、作付け計画、施設 の導入 、就業条件の改善

な どを内容 とす る長期農業経営改善計画、及び毎年 の具体的事項 を内容 とす る年

度別計画を作成す る。

また、お よそ 月1回 定期的な会合 を開き、その時点での課題 を協議 し、年2回 、

反省会、監査会 、検討会を開催す る。

(農業経営の役割分担)

第3条 家族 内の役職 として、経営者 を社長、共同経営者 を専務 、父 を顧問、母 を監

査役 とし、それぞれの役割を果たす よ う努 める。

経営部門の うち、水稲 と野菜部 門については経営者が、花卉 と農産加工部門

については共同経営者が主体 とな り、他者 との相談の うえ行 うもの とする。ま

た、父 は 経営主の部門を、母 は後者 の部門をそれぞれ補佐す る。

日々の簿記記帳については、農作業 日誌を経営主が、現金出納帳及び家計簿

を共同経営者が行い、農業経営簿記は二者が協力 して行 うもの とす る。

(生活面の分担)

第4条 生活 してい く為に不可欠な家事労働 については、共同経営者 を主体 とする

が、基本的には全員が率先 して行 う。

子供の教育 ・しっけに関 しては、それぞれが 目標 を持 ち、身体的かつ精神

的に充実 した生活が送れるよ う、全員で配慮 し協力す る。

(給与)

第5条 給与は、下記の とお り毎月25日 に各人の名義の 口座へ振 り込む もの とす

る。

<給与>共 同経営者 …12万 円

父 …12万 円

母 …12万 円

但 し、予想外 の変化によ り、この額が著 しく不適当になった場合 には、家族

の話 し合いによ り変更す ることができる。 なお、金額 には、農業収益、経営計

画 に基づ く企画、労働な どへの従事状況等 を勘案 し、毎年1回 見直 しを行 うも

の とす る。また、賞与 として四者の協議の上で定めた額 を臨時 に振 り込む こと

ができるもの とす る。

(就業条件)

第6条 労働時間は、週48時 間を原則 とし、農作業の繁閑に応 じて協議 の うえ延

長または短縮 できる。 また、家事にi携わる時間 も、農作業 と同様 に労働時間

として評価す る。

休 日は、原則 として毎週 日曜 日とす るが、農作業の繁閑、健康状態、他の



仕事へ の従事状況 を踏 まえ、協議 の上変更で きる。 また、正月、盆な どの休

日については全員の協議 の上定める。

(健康 ・介護)

第7条 全員 が年に1回 必ず健康診断を受け、病気 の早期発見、治療 につ とめ、健

康で明るい生活を 目指 し、家族 が健康 を害 した ときは、家族みんなで御世話

す る。

(相続 ・贈与)

第8条 相続 を円滑に進 めるよ う、被相続人 と相続人が、最低年1回 は兄弟会 を開

催す るな ど、 日頃か らよくコミュニケーシ ョンをとるよ う努 める。

(ライフス タイル)

第9条 別紙 ライフプランを尊重 し、健康 で精神的なゆと りを持 ち、明るい家庭 を

築 くために、家族員それぞれ が努力す る。

(地域 ・団体活動)

第10条 各 々が所属す る地域 の団体 あるいは農業者の組織 において、それ どれの活

動に積極 的に参加 し、地域 とのコミュニケーシ ョンを計 り、また幅広い人達

との交流をもつよ う努 める。

(その他)

第11条 この協定書に規定 されている以外の事項で、決定すべき事項が生 じた場合

は、その都度、全員 で協議 の上、決定す る とともに、必要に応 じて立会人に

相談の うえ、改定を行 う。

(附則)

平成9年2月20日 父 、母 と、後継者夫妻 との家族経営協定

平成14年1月20日 再締結

平成15年6月2日 平成15年3月20日 の経営委譲 によ り、経営者夫妻 との

と父、母 との家族経営協定作成

この協定書の有効期 限は、実施 日より1年 間 とし、当事者 か ら申し立てがない

限 り自動的に更新 され るもの とする。

平成15年6月2日

住所 氏名

氏名

氏名

氏名

立会人



我が家のニューライフプラン(暮らしと営農の夢実現)



本事例 は、経営 のライ フサイ クルお よびに親世代 と後継者世代 との関係の変化従い、10

年 間に3回 にわた り、ライフプ ランと家族経営協定をセ ッ トで締結 してい るが、協定 とラ

イフプ ランは、後継者夫婦の育成 と円滑な経営移譲のた めの、いわばタテ糸 とヨコ糸の関

係 として効果的に活用 してきた といえる。生活面、夫 の家事参加 、経営主夫以外の家族の

位置づけへの配慮、経営主妻の農地取得 な ど、女性 の立場にも配慮 した、パー トナーシ ッ

プ的視点か らも先進的な事例 といえる。 また、家族経営協定が、今 日の経営継承に有効 で

あることを端的に示す例 と位置づけ られ る。

4.個 を尊重 した家族パー トナーシ ップ型経営の形成の契機

(1)家 族経営協定の締結 と家族パー トナー シップ型経営

家族経営協定の 目指す方向は、そのイメー ジを一言で表現する と 「女性を含む 自立 した

農業者か ら構成 され る協 同経営」であ り、すなわち、従来の家族経営で も会社組織(法 人

経営等)で も家を単位 とした協業経営で もない、新たな経営のスタイル=個 を尊重 した家

族(特 に夫婦を中心 とした)に よるパー トナーシップ型経営である18)。これは、男女共同参

画型の経営の1つ といえる。家族経営協定は、こ うしたパー トナー シップ型経営を形成す

る家族相互の組合契約 と考 えられ る19)。

今 日の農家の家族構造 における個人化 のベ ク トルはきわめて強い。先 に、 こうした農 家

家族 における個人化は、個人 と世代内、世代間の生活 のバ ランスの上に立ってい ると述べ

たが、そのバ ランスは危 うい もの とい える。角田 らは、岩手県花巻市にお ける実証的分析

を通 じ、新規就農者が生 まれ る条件 として、世代 間、配偶者間における民主的な協業関係

を指摘 してい る20)。こ うした協業関係は、家族パー トナーシ ップ型経営のポイン トの1つ と

い える。家族パー トナー シップ型経営においては、楠本 のい うよ うに、構成員 は経営理念

を共有 し、共通の 目標 を持ち、出資持ち分や権利義務 を明確 に しつつ、 目標 の実現のため

に役割分担 して働 く。そ して、その結果について確認 し合 う。つま り、経営 目標 ・実績 に

関 して情報 を共有 し合い、 より望ま しい状態 を実現するために意見を出 し合い、共同参画

す るこ とになる21)。

森川が指摘 しているように、こ うい う時代 においては、結局の ところ、個人 としての 自



立を確 かなものにする しかない。そ こか らしか、家族員 としての連帯が生まれないか らで

ある。そ して、その家族内での人間同士の連帯のあ り方 にっいて、何 らかの新 しいルール

が必要な時期にな ってい るといえる22)。そ して、その新 しいルールを形成す る手段 として、

家族経営協定が有力 と考え られ る。そ して、その内容 は、家族農業経営の経営 と生活の不

分離性 を考 える と、経営か ら生活 に至る暮 らし全般にわた るものが望ま しいと考えられ る。

先 にも述べたよ うに、生活 に関す るこ とをそのままに して経営の発展 を考えるのは、男性

の論理であ る。経 営も生活 もそのあ り方を見直 したい とい うのが女性 の 「率直な感情」で

ある。

なお、家族パー トナーシップ型経営 と"双 生児"の 関係 にあるのが、家族を越 え個人を

単位 とした組合型経営である(こ れ は、"one person farm"及 びそのネ ッ トワー ク化 を含

む)。 そのイメージを端的に示せば、いわゆるワーカーズ(ワ ー カーズ ・コープ)で ある

23)
。宇佐美が指摘 しているよ うに24)、配偶者 の職業選択を尊重すれば こ うした経営のス タイ

ルが生まれ るのは当然の帰結である といえる。 こ うしたタイプの萌芽は、すで に一部の経

営でみ られ る。また、昨今の農村女性起業 もこうした性格 を有 しているケースも多い とい

える25)。

(2)「 共 同行為型契約」 としての家族経営協定

ここで、協定の機能 をより具体的に明 らかにするため、協定 と契約 の関係 について社会

学的 に考察 したい。協定が契約であるか否か と問われれ ば契約 と答 える しかない。 しか し、

協定締結農家が特別に権利意識 が強い とは認 められない。む しろ協定 をいわゆる日常言語

でい うところの契約 とは違 うもの として受け取っているよ うに思われ る。 この点について、

八木は、 日常的言語でい うところの契約、すなわち、利害の対立する者の間で締結するお

互い を縛 り合い牽制 し合 うための取 り決 めを 「敵対行為型契約」、利害が対立 してない者

の間で締結する共 同して共通の 目標 を達成す るための取 り決めを 「共 同行為型契約」 と呼

んで区別 し、家族経営協定は後者の典型であると指摘 している26)。八木の この指摘はきわめ

て適切であると思われ る。実際、先に事例 として取 り上 げた熊本県鹿本町の調査事例③⑧

や長野県 中野市の調査事例②④⑤な どは、パ ー トナーシ ップ型経営の萌芽 とい えるが、そ

の協定は、個 々人 を尊重 し合い生か し合いなが ら共同 して経営や生活 を営んでい くための

取 り決めで あ り、 「共 同行為型契約」 と呼ぶ にふ さわ しい内実をもっている といえる。長



野県 中野市の調査事例⑤の終末期 宣言書 も、お互いを縛 り合 う契約 ではな く、ま さに夫婦

2人 がお互いにきちんと向き合いその"ス タンス"を 内外 に宣言 したもの として理解 され

る。

また、協定を締結 した女性農業者 が しばしば 「お父ちゃんからラブ レターを もらった よ

うな気がす る」 と述べているのは大変示唆深い。家族におけるコミニュケーシ ョンの特色

は、あま り言語を用いない了解型 のコ ミニュケーシ ョンの性格が強い こと、す なわち、い

わゆる 「あ うん」 の呼吸 にあるとしばしば言われ る。 しか し、森川が指摘 してい るよ うに、

専業農家で さえ家族 としてま とまっていなことが多 くなってきた 中で、従来の よ うな 「あ

うん」の呼吸だけではすま されな くなってきてい る27)。先 にも繰 り返 し述べているよ うに、

締結 をキ ッカケに、 「いかに 日頃肝心なこ とを家族で話 し合っていなか ったか、また、大

事 な部分で家族の間で齪齬 があったか実感 した」 とい うケースは少なくない。家族パー ト

ナーシ ップ型経営においては、共 同参画 を可能 とす るコミニュケーシ ョンの成 立がポイ ン

トとなるが、 「共同行為型契約」 としての家族経営協定 は、今 日の個人化が進 んだ農家の

家族関係において、従来 の了解型(非 言語型 ・言語型双方を含む)偏 重 のコミュニケーシ

ョンを補完す る重要な役割を果た し、個人を尊重 した家族(特 に夫婦を中心 とした)に よ

るパー トナーシ ップ型経営の形成を促す と思われ る。

(3)女 性農業者か ら見た家族パー トナー シップ型経営の形成条件

なお、ここで注意 しなければな らないことは、今 日の女性農業者 は、 しば しば 「共同経

営者」 といわれ るが、就 業条件や経営参画の状況す ら必ず しもそ う呼ぶにふ さわ しいもの

になっていないケースが多い ことである。ま してや、農地 をは じめ とする経営資源 の所有

な どについては、カヤの外 におかれてい る。

実際には、女性農業者 は確 かに最大の働 き手ではあるが、経営参画等 の面では、雇用労

働者 と経営者の中間的ケースが多いのではないか と思われ る。女性の働 きや実力がよくわ

か るといわれ る園芸作においても、永江の詳細な分析 によれ ば、ポイン トとなる管理作業

は男性 が担 ってい るケースが多い29)。筆者 自身 による過去の調査結果か らも、経営の意思決

定の程度 について も、女性 の参画は 「ある程度意見が反映 される」に とどまっているケー

スが多い と考え られる。

女性 の場合、後継者 に比べて責任分担 の対象が見いだ しにくい。例えば後継者 のよ うに



就農直後 に部門分担をはじめに くい。 これは、①男性に比べ5～10年 農業者 として 自立す

るのが遅れ る傾 向にあること(結 婚及び子育て等 で本格的に就農するのが遅 くなる)、 ②

家事 ・育児な ど生活面が女性の負担になってい ること、③男性 に比べて能力開発 の機会 に

恵 まれていないこ とな どか ら、先に農業者 としてアイデ ンティテ ィを確 立 した男性が主導

権 を握 り、女性はそれ に追随す るケースが多い と考 えられ る。 しか し、一戸一法人的な農

業法人を含み家族労働力 のウェー トの高い経営では、女性が実力 をつけ経営内での発言力

を増す につれ、状況が大きく変化 してい る(異 なる作 目の部 門分担 を含 め、責任分担 を確

立 し、パー トナーシップ型経営を実現 してい る)ケ ース も少 なくない。 そ うしたケースで

は、経営や生活の志 向は夫 と妻で必ず しも一致 していないため、両者のせ めぎあいの中で

最終的な経営 ・生活 の方 向が決まってい くと考え られ る。

以上のよ うに、女性農業者 の実状 は、十全な意味での 「共 同経営者」 にはほ ど遠 いとい

える。長野中野市の事例で も要件 を満た しているケースは少 ない。家族経営協定を積極 的

に推進 している青年や女性の多 くが夫婦 を中心 としたパー トナー シップ型経営を 目標 とし

ているが、その実現のためには、八木が指摘 しているよ うに29)、①資本の出資、②経営 ・生

活にお ける役割分担、③意思決定、④労働の成果(収 益)の 分配 など多様な点において、

「共同経営者」にふ さわ しい条件整備 を図ってい く必要がある。 この問題については後述

す る。

第3節 家族経営協定の課題

最後に、以上の議論 を踏まえて、家族経営協定の課題 を協定の内容 、普及推進の課題 、

制度的課題 の3点 に分 けて順 に論 じたい。

1.協 定 の 内容

(1)報 酬 をめ ぐる問題

家族経営協定の課題 としては、第1に 、報酬の算定の問題があげられ る。報酬の算定 は、

しば しば経営に対す る貢献ではな く、税金の支払いが最小 になる金額が報酬 として支払 わ

れ るケースが多い。また、そもそも家族経営の陥 りがちな隘 路である 「ドンブ リ勘定」的



世界か ら脱 していないため報酬 を払いた くてもい くら払 うことができるのかわか らないケ

ース も少なか らず見 られ る。適正な労働報酬 の算定方法 の開発や普及 と同時に、計数管理

の推進が重要 と言 える。

第2に 、家事 ・育児 ・介護等 の(経 済的)評 価 も課題 としてあげ られ る。 これ らの評価

の方法 はまだ社会的 に確 立 してい るとはい えない し、評価 自体の是非が議論 となるところ

である。 しか し、農林水産省近畿農政局が1996年 に行 った調査に よれば、女性農業者の37

%ま でが、農業のみな らず家事等の労働 について報酬を支払 うべき と回答 している30)。また、

評価 の方法 については、 とりえず経済企画庁が1997年5月 に示 した機会費用の考 え方 を用

いた算 出方法が参考 になる。ちなみに、 この時の経済企画庁 の試算に よれば、専業主婦 の

無償 労働は年間約267万 円 となっている。また、協定の事例 にも見 られ るよ うに、一部の

農家ではす でに家事 ・育児 ・介護 に報酬 を支払っているケー スが見 られ る(正 確には協定

の締結 により支払 っている事実が明確化 した とい うべきか)。 農家 により金額 は異なるが、

報酬を支払 う理屈 は共通 して 「彼女が家事 ・育児 ・介護 をしてくれ るので他の家族 が農業

に専念できるか ら」 とい うのは興味深い。 こうした家事 ・育児 ・介護に報酬が支払 われ る

ケースは現実 にはきわめて少ないが、 「食事 を作るために1時 間早 く農作業を切 り上げ る

が、労働時間 としては同 じにみなす」 とい うよ うなケースはやは り割合 としては少ないが

かな り広範 に見 られ る。家事等 の経済的評価のあ り方を考える上で、 これ らの農家のケー

スス タデ ィを積み上 げることが重要 と考 えられ る。ただ し、生活面(=家 事 ・育児 ・介護

な ど)の 経 済的評価 は、現在の税制では基本的に認 められていないため、税務 申告をめぐ

って トラブルが生 じる可能性を有 していることに強 く留意す る必 要がある。 この点を含 め、

今 日の家族経営にお ける税制のあ り方 な どにっいては、抜本的な再検討 を行 う時期に来て

い ると考 えられ る。

なお、家事 ・育児 ・介護が専 ら女性 に委ね られ ているこ と自体問題であるが、農村で も

若い世代で男性の家事 ・育児への参加 が見 られ るようになってきた。先に示 したよ うに、

熊本県鹿本町の調査事例③⑧な どのケースは家族の役割分担の中で後継者 が家事 ・育児へ

の参加が協定書に明記 されている。また、京都府南 山城村の家族経営協定の推進 の一環 と

して男性の料理教 室を農業改良普及センターで開催 した ところ、女性の家事労働 の大変 さ

の理解が進 み、一部農家では協定の締結 を契機 に男性の家事参加が実現 した33)。 これ らの

取 り組みを参考 にしなが ら問題の解決を図るこ とが重要である。

第3は 分配の方法である。多 くの場合 、実際上、経営主が他 の構成員 に支払 うとい う形



を とってい る。一方、共同経営者間の協定にふ さわ しい様式 としては、収益分配型や法人

の役員報酬 をべースに したものが策定 され る必要がある。ただ し、 こうした分配の方法 は、

現行 の税務 申告 のあり方 と不整合 をきた してお り、後述す るように制度的な課題 の1つ と

なる。

(2)協 定の様式をめぐる問題

現在 各地で推進 されている協定は、その大半が①就業条件 ・経営参画 を主 な取 り決 めの

内容の中心 とし②それ を文書化 して③市町村農業委員会 な ど第3者 の立 ち会いの下調印式

を行 うとい う 「二局長通達」に示 されているス タイル となってい る。そのため、①専業的

な 経営で②経営 の状態が悪 くな く、③意識 が高いあるいは家族 のライフサイクル上節 目に

あるよ うなケース(後 継者 の就農や 自立 あるいはその準備、結婚、配偶者の就農や 自立あ

るいはその準備、経営 ・家計移譲、新規部門の導入な ど)で は普及 ・定着す る可能性が高

い と思われ るが、兼業農家や経営 の状態の悪い経営では当然のこ となが ら期待できない。

しか し、機会を捉 えて家族で経営や生活 について話 し合 い、何 らかの取 り決 めの締結 ・改

変を行って家族 の間でケジメをつ けるこ とは経営や生活 の改善にプ ラス に働 くと考 えられ

る。従って、兼業農家や経営状態 の悪 い経営において も、 「二局長通達」に例示 され てい

る様式 とは異なる、それぞれの状況に応 じた様式の協定の推進 が考 えられてよい と思われ

る。 この点 については、熊本県鹿本町で高齢専業農家や兼業農家 を対象 として推進 してお

り、 自由に個々の農家 の懸案事項が書き込めるスタイル となってい る 「いきがい創出型」

の協定な どが参考 となる と考 えられ る32)。

(3)生 活協定の取 り組み方 をめ ぐる問題

生活協定の意義 についてはすでにふれた とお りある。

生活協定は、経営面の協定以上にプ ライバシーに強 く関わる場合が多いため、慎重な対

応が必要である。

森川が指摘 してい るように、 日常生活上の ことは人情の機微にふれ ることが多 く、 口に

出 して議論す るにはふ さわしくないことがらもある。そのへんの扱いは家族員相互の思い

や りで、傷つ く人 のないよ うに工夫 しなければな らない。 しか し、今 日の家族をめ ぐる実



状 では細か く申 し合わせてお く必要 も増大 してい るといえる33)。少な くとも、生活設計、家

事 ・育児 ・介護の分担 とその評価 、家計管理、住まい方、老後 の生活、相続 など基本的な

事項 については、できるだけ文書化す ることが望ま しい。先に述べたよ うに、経営 も生活

もそのあ り方 を見直 したい とい うのが女性の 「率直な感情」である。生活面 に関す る事項

は、特 に男性 に軽視 されやす く、家族相互の認識や考 え方に齪齬 が生 じやすい。そ もそ も、

そ うした齪齬 が生 じていることす ら気づかないでいることが しば しばである。 そのため、

基本的な事項 については、文書化 によ り家族相互の認識や考え方を確認す ることがきわめ

て重要である。

また、家族農業経営における経営 と生活の不分離性 を考 え合わせ ると、表現の仕方な ど

に配慮 した上で、経営面の協定 と同時に記載 ・締結することが望ま しい。

プ ライバシーヘの配慮について は、第3者 の閲覧が望 ましくないよ うな場合 、協定の具

体的な内容 について別掲方式に してま とめるなどの工夫 が考え られる。また、表現の仕方

については、契約 書ス タイルではなく、堅苦 しくない 「家族憲章」のよ うなスタイルでま

とめるなどの工夫 も考 えられ る。

なお、協定締結 における第3者 の立ち会い及び調印式 については、家族経営協定全般 に

あてはまることであるが、協定の実効性 を増す こと、個 々の経営のみな らず地域的に取 り

組みを推進す ることな どの理 由か ら、実施す ることが望 ま しい といえる。特に、生活協定

は、家族や地域の中で立場 の弱い女性 の 「率直な感情」 に基づ く場合が多いため、第3者

の立ち会いや調印式の効果 は大きい とい える。

2.協 定の普及推進

(1)普 及推進の方法

協定の普及推進 の方法 としては、す でに述べた ように、大別す ると、①モデル農家3～

10戸程度を設定 し、モデル農家を中心 として地道 に推進 を図る方法、②産地 にお ける生産

部会な ど既存の組織 をベ ース として、組織的圧力 な どに より一気に推進 を図る方法、③農

業者年金の女性の加入や農業改良資金 の女性起業枠の借入な ど、要件 として位置づけ られ

てい る制度 を契機 とした方法の3つ が考 えられる。②の場合は、締結件数 の点で効率性は

高い といえるが、締結後のアフターケアが大きな課題 となる。事柄の性格上、 トップダ ウ



ンよ りもボ トムア ップな取 り組みが望ま しいため、推進 の中心は青年や女性が より適 当で

あ り、 リー ダー農業者(経 営主)や 農業委員な どは基本的にはバ ックアップす る役割 に徹

す ることが望ましい と考えられ る。 また、非常に微妙な問題 を孕 んでい ることか ら、デメ

リッ ト発生の可能性及び発生 した場合の対処な どについて十二分に考慮 しなが ら推進す る

必要がある。③の場合は、制度的裏付けが リンクされたため、地域的な運動以外の方法で

の協定 の推進が可能になったことを意味 している。 しか し、農業者年金 の女性加入や農業

改良資金の女性起業枠借入の推進 を急 ぐあま り、協定の締結が形骸化 しない ように配慮す

る必要がある。実際に既 にそ うしたケースは多々報告 され ている。そのため、推進者 は、

農業者年金や資金 のみな らず協定の趣 旨について十二分に情報を提供す ることが重要であ

る。 そ うした意味で も、農業者年金および農業改良資金の推進主体 と家族経営協定 を推進

している主体 との連携 が肝要 といえる。

(2)各 種対策 との連携

就業条件 の改善(特 に休 日制)や 経営参画 は青年及び女性に共通の課題であるため、後

継者対策 と女性対策をセ ッ トで推進することが効果的な取 り組み を行 う上で重要 と考え ら

れ る。また、家族経営協定の取 り組みを経営改善に結びっ けるため、経営改善対策や担い

手対策 との関連づ けな ども重要である。経営改善や技術 面の改善 などを進め、協定の内容

の実現を可能にす ることが協定の実効性 を高 めることになる。 なお、専業的な農家が少 な

い地域では、市町村 が広域的に連携 して推進す る必要がある。以上の推進にあたっては、

関係機 関の連携の緊密化な どによる支援体制 の整備、 リー ダー農業者(モ デル農家)を 含

む推進体制の充実な どが重要である。

(3)経 営主(男 性)の 意識改革

家族経営協定 に対す る意見は家族内の立場で しば しは大 きく異 なる。経営主層(男 性)

では否定的な意見が多 く聞かれる。代表的なものは 「家族 の間で水 くさい」 「農業では給

料制や休 日制は無理」 「必要性 は認 めるが経営の安定 ・充実が先」等 である。 これ に対 し

て女性や青年 では肯定的な意見が多 く聞かれ る。代表的なものは 「家族 の間でケジメがつ

く」 「女性や後継者 の地位 の向上 にプラス」 「女性 にとっては従来の役割や位 置づ けを確



認 してもらうだけでも うれ しい」等である。 同時に、長野県中野市の取 り組み に端的 に示

されているよ うに、協定の実施は女性や後継者 か らは発案 しにくく、経営主の意識や対応

がポイ ン トとなる とい う指摘が多 く聞かれ る。従 って、男性の意識改革が必要であ り、ま

た。女性や後継者 の 「率直な思い」を理解 させ ることが重要 といえるが、 このことについ

ては、熊本県鹿本町や長野県中野市で実施 されたよ うな、農業委員会 と女性や青年農業者

との懇談会 の開催 などが具体的な方策の例 として あげ られる。

なお、関連 して、女性農業者 リーダーの農業委員へ の登用が もっと考 えられて よい。 中

野市の協定 の取 り組みが成功 した背景 には、女性農業委員の存在が あげ られる。 ところが、

現状 では、全国における女性農業委員の割合は、近年増加 しているものの、2001年 でわず

か2.2%に 過 ぎない。先 にも述べた とお り、長野県な どでは議会推薦枠 の活用 により複数

の女性農業委員が生まれている。そ うした中で、家族経営協定の推進 に限らず、女性農業

委員は大活躍を見せてお り、農業委員会活動の活性化 に大いに貢献 してい る。なお、女性

の登用促進 の第一段の方法 としては、議会推薦枠 を活用 した方法が有力 と考え られ る。

(4)普 及推進 の対象

今 日の家族経営協定の取 り組みは、経営体育成関連で推進 され ているケースが多いため

普及推進 のターゲ ッ トがいわゆる主業的農家に偏 ってい ることは否 めない。 しか し、家族

経営協定は、女性農業者 が専従 の農家や高齢専業農家、第2種 兼業農家、さらには他産業

における家族経営 な どを対象 として も、経営や生活の充実 ・発展 を図 る手段 として有力 と

考 えられる。

この うち、女性農業専従者が中心の兼業農家については、数 も多 く、地域農業振興の観

点か らは重要な担 い手 と位置づけることができるが、夫の両親 あるいは夫 との間での意思

疎通が うま くいかず、妻 が厳 しい状況 に陥るケースは少な くない。 こ うした場合、実質的

には妻が経営者 なので、そのことを家族が認 め、協定によって位置づ けを明確化 しつつ、

経営や生活 に関す る内容 を取 り決 めることが重要である。その際、利用権、その うちの使

用貸借権を含 め農地 の名義 も有 していることが望 ま しい。また、税務 申告 について も、本

人が担 当す るのが望 ましい。

高齢専業農家や 第2種 兼業農家 については、生活協定を中心 とした推進が有効 と言 える。

その際、夫婦がパー トナーシップを確 立 し、経営 ・生活 を営んでい くこ とが重要 と考え ら



れ るが、その際、協定は有効な手法 となると考 えられ る34)。

(5)後 継者世代への対応

第3章 で示 したア ンケー ト調査結果か ら、家族経営協定に対す る満足感や評価 などにつ

いては、全般 的に高かったものの、経営上の位置 づけ別 にみ ると、後継者世代、特に後継

者 の配偶者でやや冷やかな様子が うかがえた。その理 由としては、協定 の推進の中心が経

営主世代、特にその配偶者 と言 うこともあ り、後継者世代 の意見が十分 に反映 されていな

い ことや協定についての理解が十分でない ことがあげられ る。

以上の ことは、後継者世代 にお いて協定の効果が少ない とか必要性 が低い と言 うことを

意味 しない。適切な推進 さえ図 られれ ば、経営主世代以上に、協定の効果は大 きい もの と

考 えられる。

今後は、後継者世代への適切な協定の推進が課題 の1つ とい える。経営主に対す る抵抗

感を少な くす る方法 として、経営体育成や経営改善の観 点からの推進 の必要性が指摘 され

ているが、同時に、先 に示 した宮城県仙台市のM経 営の事例 のように、後継者世代 にお け

る農業経営者 としての育成や経営委譲の観点か らの推進 が必要 とされる といえる。

関連 して、農業改良資金の経営開始資金や女性起業枠の推進 が課題 とい える。農業資金

借入の意義 については、経営発展 、女性 の経済的地位 の向上あるいは男女共同参画のいず

れの観点か らも指摘できる。経営発展については、経営の多角化 の実現のみな らず、波及

効果 として、経営計画の見直 し、女性及び夫の経営者 としての意識改革 な どの効果が指摘

で きる。また、男女共同参画については、多角化部門の責任分担のみな らず、 自ら借金 を

して リスクを背負 うことにより、名実 ともに共 同経営者 として位 置づ けを明確化すること

につなが るとい える。 このように、女性 による農業改良資金 の借入 は、いわば一石二鳥 、

三鳥の効果をもた らす可能性 を有 している と言 える。 また、家族経営協定は、資金借入を

契機 とした経営の多角化 に伴 う妻 および長男の責任分担お よび労働 の成果 の分配のあ り方

を明確化 し、農業改良資金借入の効果 を高 める可能性 があるとい える。 しか し、現状では、

経営主の配偶者あるいは後継者の配偶者 が借 り入れを しているケースはきわめて少ない35)。

今後、重点的な推進が必要 とされているとい える。

(5)実 効性 を担保す る工夫



家族経営協定の実効性 については、現在 のところ、法的拘束力が小 さく、家族内での紳

士協定的あるいは訓示的性格に とどまってい るとい える。

協定の社会的な拘束力 をもたせ る方法 として、従来か ら行われている方式であるが、公

開の場で協定の調印式を行い、公 的機関による立 ち会いおよび署名捺印 を行 うこと、 関係

機 関の支援 の下でのフォ ローアップを行 うことな どがあげ られる。

その他 、締結者 の組織化 ・ネ ッ トワー ク化や熊本県鹿 本町で実施 されているよ うに、協

定締結の見直 し月 間な どの設定 も効果的 と思われ る。

前提 として、協定の内容 と意義な どについて、締結者に十分な理解 を得 られ るようにす

ることは、言 うまで もない。

(6)取 り組みのフォ ローア ップ と協定の効果測定の必要性

今回の調査結果か ら、協定締結者 において、様々な協定締結後 の経営 ・生活の変化 が認識

されているこ とがわかった。 しか し、その一方で、 「特 に変化はない」 とする回答の割合

も3割 以上にのぼっていた。また、変化 した場合で も、その後の対応のあ り方 が重要な こ

とも明 らかになった。そのため、締結後の対応 のあ り方 を含 めて、協定の取 り組みのフォ

ローアップを行 うことが重要 とい える。

また、 「売 り上 げが伸びた」な どビジネスサイズや所得、収益性 に直接プラスになると

す る回答の割合はそれほ ど多 くない。協定締結後 の変化 として回答 の割合の高かった 「意

欲が上がった」 とか 「経 営者 としての 自覚が増 した」、 「家族での話 し合いの機会が増 え

た」 と言った事柄 は、いわば、経営が 「活性化」 した状態 と捉 えることができる。今後の

課題 としては、協定締結 による経営や生活の充実 ・発展 の具体的なメカニズムを どう捉 え

るかが課題 となっているといえる。

そのためには、第1に 、 「活性化」 した状態を どの ように捉 え、 どの ように測定す るか

が課題 といえる。特 に、意欲や責任感 の増大な ど、心理学的要因が多い。 また、協定締結

による直接 的な変化 のみな らず、波及効果的変化が多い。意欲や責任感 の増大やそれ に伴

う波及効果 的変化 については、民間企業 にお ける労務 管理関連 の研究で、かな りの成果が

あげ られているが、農業分野では、研究蓄積がほ とん どない。協定締結の効果の測定方法

自体、今後の課題 といえる。 この点 につ いては、すでに、川手が、チェックリス ト法を活



用 した測定方法を提案 してお り36)、また、京都府木津農 業改良普及セ ンターや岩手県盛岡農

業改良普及セ ンターに より実証的な調査研究が行 われてい るが37)、今後、一層、適切 な方法

を開発 し、活用を図る必要がある。

第2に 、 「活性化」 した状態 とビジネスサイズや所得、収益性 との関係 の解 明があげ ら

れ る。

そのためには、地道で実証的な研究を積み重ねてい く必要があ るといえる。

3.家 族経営協定 と制度的課題

(1)推 進 のための制度的支援

普 及推進 を進め る上で、制度等 にお ける優遇的措置 の検討 が必要 とな る。現状では、直

接 的な制度的メ リッ トとしては、農業者年金への女性 の加入、農業改良資金にお ける女性

起業枠の借入、実質的に共 同経営 を行 っている場合の夫婦等による認定農業者 の認定の共

同申請のほかでは、果実需給調整対策の対象生産者(認 定農業者等 としてお り、その中に

「認定農業者 と同等の果樹農業の担い手 と認 められ る者 であって家族経営協定を締結 し経

営に参画 している配偶者 」が含 まれ る)、 土地利用型大規模経営促進事業の青年農業者育

成型 の助成金 の交付な どに とどまってい る。今後 、その他 の制度資金や認定農業者制度 と

の結び付 け等が検討 され る必要がある。ただ し、その際、制度的要件 をク リアす るために

のみ 目的化 し、協定 自体の取 り組みが形骸化 しないよ うに十分注意する必要がある。

(2)税 制 との不整合性 の解消

先に示 した事例調査結果は、報酬額が税務 申告によって変 わるため青色 申告のための報

酬 とい う気が して なかなか 自分のお金 として実感 できないケースや税制 との兼ね合いで 自

分の報酬を確保で きないでいるケースが広範に存在す ることを示唆 していると考え られ る。

これ らは現行の税制がパー トナーシップ型経営の実現 を阻んでい るケース といえる。

また、経営主 とそれ以外の家族従事者(こ の用語(法)自 体問題 なのだが)と の間の税

制上の非対称性 が指摘 できる。すなわち、法人化 していない家族経営 においては、税制 上、

経営主は他 の家族従事者 に対 して報酬(専 従者給与な ど)を 支払 えるが、経営主 自身は受



け取ることができない。 これは、現在 の農業者年年金加入や農業改良資金、 さらには認定

農業者 の共同認 定のための協定のあ り方 とも本来的には矛盾 していると考 えられ るのだが

(「収益の分配」 が要件 の1つ として必要)、 税制上の制約が現実 にも作用 している。経

営主の報酬が実際上なかなか存在 しないのは、税制上認 められていないか らであ り、実は

そのこ とを根拠 として経営主に報酬がないのが当た り前であると思い こんでいるケースが

多い。 「妻 は共同経営者で ある」な どとい う言葉が しば しば聞かれ るようになったが、熊

本県鹿本町の調査事例③や 中野市の調査事例②のよ うに、経営主を含む家族横並びでの

「収益の分配」が行われているケースは稀である。また、家事 ・育児 ・介護 の経済的評価

は基本的に税制上認 められていない。 このよ うに、税制上の制約 が現実をも縛 り、女性農

業者 、翻 って男性農業者 の 「自立」=パ ー トナー シップ的関係 の確立を妨げてい るとい え

る。

(3)女 性 の財産権 ・経営権の確 立

女性の財産権 ・経営権 の確 立の必要性 については、女性農業者 リーダーか らしば しば聞

かれ るよ うになってきた。今井延子氏(新 潟県新発 田市)が 会長 を務めている全国女性農

業経営者会議(農 業 を職業 としている女性 の全国的組織 ・事務局は(社)農 山漁村女性 ・

生活活動支援協会 内に設置)は 、農村女性 の財産権の確立を活動 の重要な柱の1つ として

運動 を進 めている。1997年11月25・26日 、宮崎県宮崎市で行 われ た第2回 全国女性農業経

営者会議全 国集会では 「女性 と農地」 をテーマに したシンポジウムが開催 された。 この 中

で も、 「女性農業者の財産権の確立は人間 として 当然」 とい う意見が多 く聞かれた38)。

こうした主張の背景には、いわゆる権利意識以上に、働 いた証 がほしい、夫が 自分の こ

とを どう評価 しているのかな どといった女性農業者の切実な思いがあることは、中野市の

事例 からも明らかである。女性農業者の財産権 ・経営権 をめ ぐる状況はきわめて厳 しい状

況にあるが、す でに一部 で実践例 も生まれ、女性農業者 自らの口か ら語 られ始 めた事実 を

重 く考 えなけれ ばな らない と思われる。

また、いわゆる 「養子縁組」による財産権の確保な どの事例や提案が見 られ る。 この方

法は、今 日の制度 ・慣習の枠組みの中では女性 の財産権 を確保す る有力な方法 といえる。

しか し、 「養子縁組」は家制度に由来す るものであ り、家族経営協定の精神である個 の尊

重な どとはそぐわない感 が免れない し、個人化す る家族 とい う傾 向が強まる中で、若 い世



代では受 け入れ にくいもの となってい くことが予想 され る。 こ うした中で、女性農業者 自

らによる制度的提案が見 られ るようになってきた。例 えば、前述 の全国女性農業経営者会

議 の前会長で男女共同参画審議会 の委員で もある清水照子氏は、家族経営協定の締結 をべ

ースに 「養子縁組 」 と同 じよ うな法的権利 の取得を可能 にす るこ とを提案 している。 また、

山梨県指導農業士で食料 ・農業 ・農村 問題調査会委員をつ とめた望月みつ子氏は、家族経

営協定の締結 をベース として家族 内での農地の共同所有 を可能 にするこ とを提案 してい る。

しか し、その一方で、後継者の就農あるいは経営移譲を控 えた女性農業者 の リーダーか ら

は、家族経営協定の締結をベース として後継者の農地の相続税 を免 除または猶予す るこ と

が提案 されている。現行の制度の下では、個 々人の財産権 ・経営権の確立 と農地の細分化

の防止 とを両立させ ることは易 しい ことではない。梶井の指摘す るように、基本法農政 に

おいて、"家 族関係 の近代化"と い う命題を提示 しなが ら、それ に対応 した経営継承方式

を検討す ることもな く、近代的家族経営 の確立 をいいなが ら、経営継承 については"前 近

代的家父長的家族"の 枠組みのなかでの経営継承にまかせ てきたこどがいま問われなけれ

ばな らな くなって きてい る39)。今や これ らの課題 を一挙 に解決する制度的枠組みを考 える必

要があるといえる。

(4)パ ー トナー シップ型経営実現のための新 しい法制度の創設

税制のみ ならず、現行の農業関連制度 は世帯主義的性格が強 く、家族経営協定の 目指す

方向 と矛盾する点が数多 く存在す る。2000年 度の農業年金基金法の改正お よび2003年 の認

定農業者の運用改善は、家族経営においても複数の経営者を認めるものであ り、大変画期

的 といえるが、現実には、パー トナーシ ップ型経営 と現行の制度は しば しば折 りあいがよ

くない可能性が指摘 されてお り40)、税制、金融、農地所有等 について抜本的再検討が必要で

ある。

以上の問題を解決す る方法 として、第1に 、宮崎俊行氏の提唱す るように、家族経営協

定 をベース として民法上 の組合契約 を家族農業経営に適用することを核 とした 「家族経 営

に関す る基本法」 の策定が考えられ る41)。

第2は 、現行の農業生産法人制度 の見直 しである。 これは、具体的には、中島が提唱 し

ている、組合員要件 の見直 しによ り、農事組合法人に よる夫婦 ・親子の共同経営を可能に

す ることな どがあげ られ る42)。



第3に 、フランスにおけるGAECを は じめとす る組合法人、アメ リカにお けるパー ト

ナーシップ農業の ような新 しい法人ない しは関連制度 の創設 などの検討が必要で ある43)。

なお、 こうした新 しい法制度 については、女性や青年農業者をは じめ とした農業者 の主

体的参画によ り検討 ・提案 ・策定 され ることが望 ましい と考 える。

また、協定の実効性 を確保す る方法 として、先 に、公的な調印式での締結や締結時の立

会人をたて ることによ り、社会的拘束力を増大 させることを指摘 した。 しか し、その レベ

ルでは、利谷が指摘 しているように、訓示規定の域に とどまるおそれがある。そのため、

家族経営協定の公的な登録制度 を新設す る必要がある。公 的な登録制度 は、現行の調印式

や 立会人の方法をオー ソライズ した もの とい える。公的な登録制度は、基本 的には、市町

村農業委員会が対応するのが適 当と考 えられる。利谷の言 うよ うに、こ うした登録制度の

確 立が、同時に、新 しい法制度の基礎 となると考 えられ る44)。
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論 文 の 内 容 の 要 旨

論文題 目 家族経営協定の今日的意義と課題に関する研究

氏 名 川手督也

近年、女性や青年農業者の地位 の向上 ・役割の明確化 な どを図 り、家族関係にお ける個
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に端 を発す る。協定 の当事者 は経営主 と後継者 とに限定 されてお り、そのため、 しば しば

親子協定、父子契約な どと呼ばれた。家族協定は、1970年 代 に入 ると、一度衰退 してい っ

た とされ る。 しか し、1990年 代に入 り、担い手対策や男女共同参画、経営体育成な どの有

力な手法 として見直 された結果、女性 を含む家族全員 を協定の当事者 とする家族経営協定

としてグ レー ドア ップが図られ、普及推進が行われてい る。 こ うした中で、現在、園芸の



産地な どを中心に、各地で家族経営協定の取 り組みが広が りつつ ある。

そ うした中で、家族経営協定をめぐる歴史的経緯や今 日的意義、関連す る制度や普及推

進 のあ り方、協定の取 り組みの紹介な どについては、一定の議論が見 られ る。 しかし、家

族経営協定の実際 を掘 り下げた分析やそれ に基づ く協定の意義や効果、課題 といった考察

については実証的研究がほ とん どな く、十分に解 明され ているとはいえない。

本論文 は、以上のよ うな研究の背景の下、家族経営協定の歴史的経緯や今 日的意義、制

度面 を含む課題につ いて、主 として事例分析 によりなが ら、実証的なアプ ローチを試み た

ものであ り、以下に示す5つ の章か ら構成 されている。

第1章 では、関連研究 のレビューを含む研究の背景 を踏まえ、研究の課題 として、①家

族経営協定の全国的動 向および協定締結農家の特徴や協定締結 の経緯、締結の内容、締結

後の経営 ・生活の変化 な どについての実証的分析、②①に基づ く家族経営協定の今 日的意

義 と今後の課題 についての考察、③①②の前提 としての家族経営協定の歴史的沿革の今 日

的視点か らの見直 しを摘出 し、章別構成を示 している。

第2章 では、わが国における家族経営協定の歴史的沿革について今 日的視点か ら概観 し、

先行研究では、家族協定の衰退期 とされ てきた1970年 代以降に、実際には今 日の家族経営

協定につ ながる様 々な新 しい取 り組みが各地で見 られたことなどを明 らかに している。

第3章 では、農林水産省経営局普及課調査お よび(社)農 山漁村女性 ・生活活動支援協

会 による家族経営協定関連アンケー ト調査の分析 に基づ き家族経営協定の動 向を整理 し、

協定の締結件数 は、地域的偏 りはあるものの増加傾 向が続いていること、締結者の範囲が

経 営主-後 継者か ら経営主夫妻に変化 してい ること、締結 内容が経営委譲か ら役割分担や

就業条件 を中心に、経営全般、 さらには、生活面にまで広が りつつあ り、締結 の項 目数 も

増 えていること、締結農家はビジネスサイズの大きい専業的家族経営が多い こと、全体 と

して協定 に対す る満足感や評価 は高いが、後継者世代、特に後継者 の配偶者 でやや冷やか

であるこ と、その理 由としては、協定の推進 の中心が経営主世代、特にその配偶者 と言 う

こともあ り、後継者世代 の意見が十分に反映 され ていないことな どを明 らかに している。

第4章 では、家族経営協定の実際について掘 り下げるため、30年 以上 の歴史 を有する先

駆的な取 り組み として群馬県高崎市、今 日の代表的取 り組み として熊本県鹿本町 と長野県

中野市、愛知県安城市 の取 り組み を取 り上げ、事例調査 に基づき、①締結農家の特徴、②

協定締結の経緯、③締結の内容、④締結後 の経営 ・生活 の変化 に着 目して分析 ・考察を試

みている。 その中で、家族 にお ける口頭 の取 り決 めは、協定の締結のた めの話 し合いの過



程で、かな らず しも相互了解になってお らず、 しばしば食い違いがあることが家族の間で

認識 され、そのた め、役割分担や就業 ・生活条件 の確認 にとどまる場合でも、実質的に改

善 された と意識 されるケースが多いこと、その ことが、 さらに、経営 ・生活における波及

効果的な変化を生み出していることな どを明らかにしている。

第5章 では、前章までの分析をもとに、第1に 、家族経営協定の特徴お よび親子協定 と

の相違、その背景 にある農家の家族構造 の変化 について考察 している。第2に 、家族経営

協定の今 日的意義 について論 じている。第3に 、制度面 を含む課題の考察を試みている。

この うち、第1の 家族経営協定の特徴 については、①協定締結農家は、園芸や畜産の産

地 の専業的農家が多い こと、②協定の様式は、基本的部分は似 かよっているが、地域の実

情 な どに合わせて様 々な工夫 が加 えられていること、③推進の中心であ りモデル となる先

進的経営 において も、協定の締結 を家族で経営 ・生活のあ り方 を見直す よい機会 として活

用 し、家族 のニーズに応 じた条項 を加 えて、一層内容豊 かなものに してい るこ と、④農業

改良普及セ ンターや市町村農業委員会な ど関係機 関の支援の下、経営主世代、特に妻の主

導 で協定の締結が行なわれ 、締結者 の範 囲も夫婦のケー スが多 くなっていること、⑤協 定

の締結以上 に協定 を結ぶプロセスがポイ ン トとなっていることの5点 をあげている。

また、親子協定 との相違 については、①協定の当事者 として、親子協定では経営主 と後

継者に限定されていたのに対 して、女性が加わ り、さらに、協定の締結に際 して、家族 の

中で、中心的な役割 を果た している点、②協定の内容が、親子協定では報酬及び経営移譲

に限定 され ていた のに対 して、報酬のみな らず休 日や労働時間など就業条件全般や役割分

担 、さらに生活面 に関わる項 目が盛 り込まれてい る点の2点 を指摘 している。

以上の相違の背景にある農家の家族構造 の変化 については、形態は直系家族ではあるが、

内実は夫婦単位 での暮 らしを重視 しなが ら、多世代での暮 らしも大切に し、同時に自らの

自己実現 にも志向 した 「直系家族形態をそのままに しての個人化」 を指摘 している。

第2の 家族経営協定の今 日的意義については、①役割分担や就業 ・生活条件の改善を通

じた個 を尊重 した農家 の家族 関係形成 の促進、②女性 ・青年 のモラール ・アップや意識変

革 、組織的原理 による運営方式の導入 を通 じた経営改善、③個を尊重 した経営継承の円滑

化、④個 を尊重 した家族パー トナーシップ型経営の形成の4つ をあげている。

この うち、経営改善の前提条件 としては、意欲の増大をテ コに して能力のア ップを図る

こと、責任分担 を行 うこと、経営内での役割を明確化 し、責任分担できる役割 を経営内部

に生み出す こと、他の経営改善対策 との有機的に結び付 けるこ との4つ ををあげている。



また、協定締結のあ り方 については、地域や農家の状況 に合わせた多様 なタイプの協定

の必要、協定の締結その ものよ りも締結 に至るプロセスの重視や 「約束」の実現、きめ細

やかな家族への配慮の必要を指摘 してい る。

第3の 家族経営協定の課題 については、①協定の内容 、②普及推進 の課題 、③制度的課

題 の3点 に分けて論 じている。この うち、制度的課題 として、協定推進 のための制度的支

援 、税制 との不整合性の解消、女性 の経営権 ・財産権 の確立、協定の公的な登録制度の新

設 を前提 としたパー トナー シップ型経営実現のための新 しい法制度の創設な どの必要性 に

ついて指摘 している。


